
該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

確定給付企業年金

法第５条

確定給付企業年金

法施行令第４条

確定給付企業年金

法施行規則第５条、

第６条

厚生年金基金の設

立認可について

（昭和４１年９月２７

日年発第３６３号）

　給付減額の際には、減額対象者（加

入者や受給者）の３分の２以上の同意

等が必要。

　受給者の給付減額を行う場合には、

当該受給者等が希望したときには、最

低積立基準額相当を一時金として受

け取ることができる等、減額前の最低

積立基準額が確保されるような措置

が必要。

c Ⅲ、Ⅳ

（１）加入者や受給者等の受給権保護

等を図るためには、給付減額の手続

や理由について、厳格な手続や適切

な理由が必要であることから、現時点

では緩和等の措置は考えていない。

（２）受給者等の受給権は既に確定さ

れたものであることから、受給者等に

対する給付引下げについては、加入

者の場合よりも厳格な手続や理由を

条件に認めている。
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（厚生年金基金、DB、CB全般）

給付減額に関する要件の緩和・法的

枠組の整備、及び受給（権）者の給付

減額手続きにおける最低積立基準額

相当の支給の見直し（1）

①(1)　各年金制度における加入者に関

する給付引下げについては、現在母体企

業の経営状況の悪化など止むを得ない

場合に加入者の3分の2以上の同意を取

ることが必要であるとされているが、この

加入者に対する給付減額などの給付利

率の変更、掛金の算定等については、こ

れを加入者の3分の2未満で組織する労

働組合の同意によっても可能とするなど

の緩和措置が必要である。

(2)　さらに外部環境の変化に対して、加

入者に対する給付減額を実施する場合で

あっても、受給（権）者への適用が可能と

ならない限り公平感に欠け、企業年金制

度の抜本的改善にも限定的な効果しかも

たらさない。しかも現在では受給（権）者

に対する給付減額を可能とする法的枠組

みが整備されていないことからも、是非、

受給（権）者の給付減額について私法上

効力が認められるような法的枠組の整備

も同時に検討してもらいたい。

①(1)　現行の制度では、加入者に対する

給付引下げの認可基準が厳しく、さらに

受給（権）者に対しては給付引下げの法

的枠組みさえ整備されていない。そのた

め現在の制度では、年金給付金額につ

いて絶対金額が基準になっており、当初

設定した金額が減額されることを「不利益

変更」と判断している。しかしながら、最

近のような低成長、デフレ経済下にあっ

ては、3分の2未満で組織する労働組合

の同意がある場合においても、経済実態

にあわせた給付額の決定が出来るような

制度が不可欠であるといえる。

(2)　なお、企業年金は公的年金と異な

り、母体企業の健全な存続が、安定した

企業年金制度の維持運営には不可欠で

あるため、給付の見直しに関しては、加

入者と受給(権)者の両者を視野に入れた

設計が可能となるような法的枠組みの整

備が不可欠である。
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

確定給付企業年金

法第５条

確定給付企業年金

法施行令第４条

確定給付企業年金

法施行規則第５条、

第６条

厚生年金基金の設

立認可について

（昭和４１年９月２７

日年発第３６３号）

　給付減額の際には、減額対象者（加

入者や受給者）の３分の２以上の同意

等が必要。

　受給者の給付減額を行う場合には、

当該受給者等が希望したときには、最

低積立基準額相当を一時金として受

け取ることができる等、減額前の最低

積立基準額が確保されるような措置

が必要。

ｃ Ⅲ、Ⅳ

（１）企業年金は、選択一時金を選択

せず年金を選択した受給者に対して

は、年金を支給する約束を行っている

のであるから、給付減額の際に受給

者が希望して受け取ることができる額

を、一般に年金の現価よりも小さい選

択一時金とするのは、適切ではないと

考えている。

（２）受給者の給付減額時に希望者に

支給する最低積立基準額は減額前の

年金と等価なものである必要があり、

裁定当時の算定基準で計算したもの

は、給付減額時には等価でなくなるお

それがあるため、適切でない。

（３）制度終了時においては、加入者

についても、それまでに加入した期間

に基づいて定まる最低保全給付を保

障するべきであり、その最低保全給付

から計算された最低積立基準額に基

づいて分配することは、特段過大なも

のであるとは考えていない。
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企業の資金調達の円滑化に関

する協議会

（略称:企業財務協議会）

http://www.enkt.org/

3

（厚生年金基金、DB、CB全般）

給付減額に関する要件の緩和・法的

枠組の整備、及び受給（権）者の給付

減額手続きにおける最低積立基準額

相当の支給の見直し（2）

②(1)　給付減額時に、受給（権）者が希

望した場合の一時金清算については、各

社の制度上の選択一時金金額とすること

を認めるべきである。

(2)　また、給付減額時の一時金清算につ

いては、上記の選択一時金に加えて、裁

定当時の算出基準に基づく最低積立基

準額での一時金清算も認めるべきであ

る。

(3)　給付減額時のみならず、制度終了時

にも受給（権）者／加入者に最低積立基

準額を分配することとなっているが、会社

の退職金制度の一部としての年金制度と

いう側面も考慮して、各社の制度上の選

択一時金での分配を認めて貰いたい。特

に、加入者（従業員）に対して、最低積立

基準額で分配することは明らかに過大で

ある。

②(1)　受給（権）者の給付減額を行う場

合には、当該受給（権）者が希望したとき

には、最低積立基準額相当を一時金とし

て受け取ることができる等、減額前の最

低積立基準額が確保される措置が必要

になっている。

(2)　しかし、企業年金については退職一

時金からの移行が一般的である実態を踏

まえると、希望者に対する一時金清算を

行う場合、労使が退職一時金として認識

している各社の制度上の選択一時金を用

いるのが妥当と考えられる。

(3)　現行の割引率を適用すると、最低積

立基準額相当の支給額は選択一時金

ベースと比較して過大になり過ぎる。こ

のため、受給(権)者の大部分が一時金清

算を選択することが想定され、結果とし

て、年金制度の維持という趣旨に合致し

ないだけでなく、年金財政に致命的な影

響を及ぼしかねない。例えば厚生年金基

金では、平成9年以前に裁定を行った受

給（権）者については、当時の予定利率

が法令等により5.5%に制約されていたこ

とを考えると、現在の算出基準による最低

積立基準額で一時金清算すると、負担が

大幅に増大してしまう。

(4)　例えば、現在、厚生年金基金の解散

時には、当面の措置として「最低責任準

備金以上、最低積立基準額以下で規約

に定める額（労使合意した額）」の資産を

保有していれば、一括拠出を行う必要が

なく、最低積立基準額以下で規約に定め

る額（労使合意した額）から最低責任準

備金を除いた金額を分配することが認め
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

確定給付企業年金

法第５条

確定給付企業年金

法施行令第４条

確定給付企業年金

法施行規則第５条、

第６条

　給付減額の際には、減額対象者（加

入者や受給者）の３分の２以上の同意

等が必要。

　受給者の給付減額を行う場合には、

当該受給者等が希望したときには、最

低積立基準額相当を一時金として受

け取ることができる等、減額前の最低

積立基準額が確保されるような措置

が必要。

ｃ Ⅲ

①加入者や受給者等の受給権保護等

を図るためには、給付減額の手続や

理由について、厳格な手続や適切な

理由が必要であることから、現時点で

は緩和等の措置は考えていない。

　受給者等の受給権は既に確定され

たものであることから、受給者等に対

する給付引下げについては、加入者

の場合よりも厳格な手続や理由を条

件に認めている。

②給付設計の見直しについては、長

期的観点に立って、将来の給付と負

担の関係の見通しなどもよく検討した

上で行う必要があり、掛金負担の困

難性を事由にした給付引下げについ

ては、財政再計算のサイクル（最長５

年）も考慮し、直近の給付水準の変更

から５年を経過していることを原則とし

ているが、企業年金や母体の状況等

を勘案し、適切な取扱いを行っていく。

③例えば、給付建ての制度である確

定給付企業年金制度と、拠出建ての

制度である確定拠出年金制度とで

は、同じ年金制度でも全く性質の異な

るものであり、受給権保護の観点から

も、給付減額等の判断にあたっては、

個々の制度ごとに判断することが適当

である。
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企業の資金調達の円滑化に関

する協議会

（略称:企業財務協議会）
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（確定給付企業年金）

確定給付型の企業年金における給付

引下げに係る承認基準・手続きの緩

和及び法的枠組みの整備

①(1)　各年金制度における加入者に関

する給付引下げについては、現在母体企

業の経営状況の悪化など止むを得ない

場合に加入者の3分の2以上の同意を取

ることが必要であるとされているが、この

加入者に対する給付減額などの給付利

率の変更、掛金の算定等については、こ

れを加入者の3分の2未満で組織する労

働組合の同意によっても可能とするなど

の緩和措置が必要である。

(2)　さらに外部環境の変化に対して、加

入者に対する給付減額を実施する場合で

あっても、受給（権）者への適用が可能と

ならない限り公平感に欠け、企業年金制

度の抜本的改善にも限定的な効果しかも

たらさない。しかも現在では受給（権）者

に対する給付減額を可能とする法的枠組

みが整備されていないことからも、是非、

受給（権）者の給付減額について私法上

効力が認められるような法的枠組の整備

も同時に検討してもらいたい。

②　掛金負担の困難性を事由にした給付

引下げは、直近の給付水準の変更から5

年を経過していることを求めているが、こ

の5年ルールの廃止を要望する。

③　また、確定給付企業年金やキャッ

シュ・バランスプランなどの確定給付型年

金と確定拠出型年金の二本建てで制度

を運用しているような場合、合計での会

社拠出が同額であれば、確定給付型年

金を減らし確定拠出型年金への拠出を増

やすような場合、確定給付型年金だけを

見て減額であるとしないでもらいたい。

①(1)　現行の制度では、加入者に対する

給付引下げの認可基準が厳しく、さらに

受給（権）者に対しては給付引下げの法

的枠組みさえ整備されていない。そのた

め現在の制度では、年金給付金額につ

いて絶対金額が基準になっており、当初

設定した金額が減額されることを「不利益

変更」と判断している。しかしながら、最

近のような低成長、デフレ経済下にあっ

ては、3分の2未満で組織する労働組合

の同意がある場合においても、経済実態

にあわせた給付額の決定が出来るような

制度が不可欠であるといえる。

(2)　なお、企業年金は公的年金と異な

り、母体企業の健全な存続が、安定した

企業年金制度の維持運営には不可欠で

あるため、給付の見直しに関しては、加

入者と受給(権)者の両者を視野に入れた

設計が可能となるような法的枠組みの整

備が不可欠である。
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

確定給付企業年金

法第５条

確定給付企業年金

法施行令第４条

確定給付企業年金

法施行規則第５条、

第６条

　給付減額の際には、減額対象者（加

入者や受給者）の３分の２以上の同意

等が必要。

　受給者の給付減額を行う場合には、

当該受給者等が希望したときには、最

低積立基準額相当を一時金として受

け取ることができる等、減額前の最低

積立基準額が確保されるような措置

が必要。

ｃ Ⅲ

（１）企業年金は、選択一時金を選択

せず年金を選択した受給者に対して

は、年金を支給する約束を行っている

のであるから、給付減額の際に受給

者が希望して受け取ることができる額

を、一般に年金の現価よりも小さい選

択一時金とするのは、適切ではないと

考えている。

（２）受給者の給付減額時に希望者に

支給する最低積立基準額は減額前の

年金と等価なものである必要があり、

裁定当時の算定基準で計算したもの

は、給付減額時には等価でなくなるお

それがあるため、適切でない。

（３）制度終了時においては、加入者

についても、それまでに加入した期間

に基づいて定まる最低保全給付を保

障するべきであり、その最低保全給付

から計算された最低積立基準額に基

づいて分配することは、特段過大なも

のであるとは考えていない。
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企業の資金調達の円滑化に関

する協議会

（略称:企業財務協議会）
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（確定給付企業年金）

受給権者の給付減額手続きにおける

最低積立基準額相当の支給の見直し

②(1)　給付減額時に、受給（権）者が希

望した場合の一時金清算については、各

社の制度上の選択一時金金額とすること

を認めるべきである。

(2)　また、給付減額時の一時金清算につ

いては、上記の選択一時金に加えて、裁

定当時の算出基準に基づく最低積立基

準額での一時金清算も認めるべきであ

る。

(3)　給付減額時のみならず、制度終了時

にも受給（権）者／加入者に最低積立基

準額を分配することとなっているが、会社

の退職金制度の一部としての年金制度と

いう側面も考慮して、各社の制度上の選

択一時金での分配を認めて貰いたい。特

に、加入者（従業員）に対して、最低積立

基準額で分配することは明らかに過大で

ある。

②(1)　受給（権）者の給付減額を行う場

合には、当該受給（権）者が希望したとき

には、最低積立基準額相当を一時金とし

て受け取ることができる等、減額前の最

低積立基準額が確保される措置が必要

になっている。

(2)　しかし、企業年金については退職一

時金からの移行が一般的である実態を踏

まえると、希望者に対する一時金清算を

行う場合、労使が退職一時金として認識

している各社の制度上の選択一時金を用

いるのが妥当と考えられる。

(3)　現行の割引率を適用すると、最低積

立基準額相当の支給額は選択一時金

ベースと比較して過大になり過ぎる。こ

のため、受給(権)者の大部分が一時金清

算を選択することが想定され、結果とし

て、年金制度の維持という趣旨に合致し

ないだけでなく、年金財政に致命的な影

響を及ぼしかねない。例えば厚生年金基

金では、平成9年以前に裁定を行った受

給（権）者については、当時の予定利率

が法令等により5.5%に制約されていたこ

とを考えると、現在の算出基準による最低

積立基準額で一時金清算すると、負担が

大幅に増大してしまう。

(4)　例えば、現在、厚生年金基金の解散

時には、当面の措置として「最低責任準

備金以上、最低積立基準額以下で規約

に定める額（労使合意した額）」の資産を

保有していれば、一括拠出を行う必要が

なく、最低積立基準額以下で規約に定め

る額（労使合意した額）から最低責任準

備金を除いた金額を分配することが認め
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

確定給付企業年金

法第５条

確定給付企業年金

法施行令第４条

確定給付企業年金

法施行規則第５条、

第６条

厚生年金基金の設

立認可について

（昭和４１年９月２７

日年発第３６３号）

　給付減額の際には、減額対象者（加

入者や受給者）の３分の２以上の同意

等が必要。

　受給者の給付減額を行う場合には、

当該受給者等が希望したときには、最

低積立基準額相当を一時金として受

け取ることができる等、減額前の最低

積立基準額が確保されるような措置

が必要。

ｃ Ⅲ、Ⅳ

　企業年金は、選択一時金を選択せず

年金を選択した受給者に対しては、年

金を支給する約束を行っているのであ

るから、給付減額の際に受給者が希

望して受け取ることができる額を、一

般に年金の現価よりも小さい選択一

時金とするのは、適切ではないと考え

ている。

z0900001 厚生労働省 給付減額に関する手続の緩和等 5078 50780013 11 (社)日本経済団体連合会 13
受給権者の給付減額手続きにおける

最低積立基準額相当の支給の見直し

　給付減額時に受給（権）者が希望した

場合の一時金清算については、制度上

の選択一時金額とすることを認めるべき

である。

①退職一時金からの移行が一般的であ

る実態を踏まえると、希望者に対する一時

金清算を行う場合、労使が退職一時金と

して認識している制度上の選択一時金を

用いるのが妥当。

②現行の割引率を適用すると、最低積立

基準額相当の支給額は選択一時金ベー

スと比較して過大になり過ぎる。このた

め、受給(権)者の大多数が一時金清算を

選択することが想定され、結果として、年

金制度の維持という趣旨に合致しないだ

けでなく、年金財政に致命的な影響を及

ぼしかねない。

③例えば、現在、厚生年金基金の解散時

には、当面の措置として「最低責任準備

金以上、最低積立基準額以下で規約に

定める額(労使合意した額)」の資産を保

有していれば、一括拠出を行う必要がな

く、最低積立基準額以下で規約に定める

額(労使合意した額)から最低責任準備金

を除いた金額を分配することが認められ

ている。

　したがって、制度を継続するため等、や

むを得ない場合の給付減額時に、受給

（権）者が希望した場合の一時金清算に

ついては、労使の合意に基づき制度上の

選択一時金額とすることを認めるべきで

ある。

　受給者等の給付減額を

行う場合には、当該受給

者等が希望したときに

は、最低積立基準額相当

を一時金として受け取る

ことができる等、減額前

の最低積立基準額が確

保される措置が必要に

なっている。
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

確定給付企業年金

法第５条

確定給付企業年金

法施行令第４条

確定給付企業年金

法施行規則第５条、

第６条

厚生年金基金の設

立認可について

（昭和４１年９月２７

日年発第３６３号）

　給付減額の際には、減額対象者（加

入者や受給者）の３分の２以上の同意

等が必要。

　受給者の給付減額を行う場合には、

当該受給者等が希望したときには、最

低積立基準額相当を一時金として受

け取ることができる等、減額前の最低

積立基準額が確保されるような措置

が必要。

ｃ Ⅲ、Ⅳ

・給付減額は、制度を継続することを

前提に行うものであり、解散（制度終

了）とは全く性質の異なるものである。

・加入者や受給者等の受給権保護等

を図るためには、給付減額の手続や

理由について、厳格な手続や適切な

理由が必要であることから、現時点で

は緩和等の措置は考えていない。

z0900001 厚生労働省 給付減額に関する手続の緩和等 5084 50840011 11 社団法人　信託協会 11
確定給付企業年金･厚生年金基金に

おける給付減額手続を緩和すること

・ 給付減額の手続きは、解散手続よりも

厳しい側面があり、給付減額を行って制

度を存続させるという選択肢が制約され

るケースが生じている。

・給付減額に係る以下の手続要件を緩和

すること。

① 加入者・受給権者等の同意手続き（例

えば、組合の同意要件については、現

状、設立事業所毎に3分の1以上の組織

率の組合があれば、その同意を得なけれ

ばならないが、基金の解散・代行返上同

様に、労働組合数の一定割合以上の同

意があれば足るものとしていただきた

い。）

② 受給権者への一時金支給

・ 顧客ニーズに合わせた柔軟な制度要

件による制度間の円滑な移行を促進し、

公的年金を補完する役割を負っている各

企業年金制度の普及、拡充への基盤を整

備するもの。
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

確定給付企業年金

法施行規則第４６

条、第５８条

　過去勤務債務の償却については、

現在、過去勤務債務の額を３年以上２

０年以内の範囲内においてあらかじ

め規約で定めた期間で均等に償却す

る方法や、過去勤務債務の額に１００

分の１５以上１００分の５０以下の範囲

内において規約で定めた一定の割合

を乗じて償却する方法をとることがで

きる。

c,d Ⅲ

　確定給付企業年金の事業主掛金は

税法上損金算入が認められており、

過去勤務債務の償却については、母

体企業の利益操作を防止する観点か

ら、一定の規制が課せられているとこ

ろ。

　なお、非継続基準の積立不足に伴

い拠出する場合の掛金の額について

は、最低積立基準額までの不足分を

一括して償却できることとなっている

（確定給付企業年金法施行規則第５８

条）ため、ある程度早期に積立不足を

解消できる。

z0900002 厚生労働省 過去勤務債務の一括償却 5001 50010004 11

企業の資金調達の円滑化に関

する協議会

（略称:企業財務協議会）

http://www.enkt.org/

4 過去勤務債務の一括償却

確定給付企業年金制度と併せて、既存制

度からの円滑な移行を図る観点、並びに

年金財政の健全化促進を図る観点から、

過去勤務債務の一括償却を含め償却期

間の弾力化が必要である。具体的には、

現在、償却率の上限が50%（定額償却の

場合は3年）であるところを、一括償却

（100%償却、1年償却）も含め50%（3年）

以上の償却も認めるべきである。

確定給付企業年金制度と併せて、既存制

度からの円滑な移行を図る観点、並びに

年金財政の健全化促進を図る観点から、

過去勤務債務の一括償却を含め償却期

間の弾力化が必要である。具体的には、

現在、償却率の上限が50%（定額償却の

場合は3年）であるところを、一括償却

（100%償却、1年償却）も含め50%（3年）

以上の償却も認めるべきである。
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

厚生年金保険法、

関連政省令、通知

　二以上の企業が共同して基金を設

立する場合の要件については、企業

相互間に有機的連携性があること（連

合設立）や基金を設立しようとする企

業に対し強力な指導統制力を有する

組織母体等があり、それらの運営状

況が健全かつ良好であること（総合設

立）などといった要件がある。

　設立事業所の増加の場合、通常の

規約変更の手続以外に必要な資料は

事業所調査表のみである。

c,d Ⅰ～Ⅳ

　事業所が共同して連合型基金を設

立する場合の要件については、平成

14年8月に主力企業と関連企業に対

する持ち株の割合に関する規制を緩

和したところである（通知改正済）。

　なお、権利義務に係る同意は最低限

必要であり、過度な手続とは考えて

いない。

　事業所編入認可申請時の必要資料

については、通常の規約変更の際に

必要となるもの以外に事業所調査表

が必要であり、そこには事業所名、住

所、業態、適用年月日、被保険者数の

合計、保険料納付状況といった事項

についての記載欄がある。これらの情

報は事業所の状況を把握するために

必要なものであり、簡略化することは

困難である。

z0900003 厚生労働省

（厚生年金基金）

会社分割による新会社や会社合併等

における基金の連合設立認可要件の

緩和

5001 50010006 11

企業の資金調達の円滑化に関

する協議会

（略称:企業財務協議会）

http://www.enkt.org/

6

（厚生年金基金）

会社分割による新会社や会社合併等

における基金の連合設立認可要件の

緩和

①　労働契約継承法による基金の連合設

立等に関する認可基準を緩和し、制度へ

の継続加入について柔軟な対応が可能

となるよう手当てされるべきである。例え

ば確定給付企業年金と同様な認可基準

とできないか。

②　更に、事業所編入認可申請時の必要

資料等を簡略化し、事務負担の軽減に配

慮すべきである。

①　労働契約継承法による分社会社等に

おいては、分社後も従来の労働条件等を

継承することが原則であり、企業年金制

度においても何ら変わりがない中で、承

継のための認可申請においては、該当

者の個別の同意や承認が必要など過度

な手続きが必要となっている。

②　このままでは、事業の分割・合併等が

加速される中で(1)事業の分割・合併等

の形態が多様化していること、(2)企業間

の資本関係についても、持ち株会社の介

在等により直接的な関係とならないケー

スがあること、(3)外資系企業との合併の

場合では、制度の統一そのものが難しい

場合も想定されること等から、事業再編等

に対する制約ともなりかねない。
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

確定給付企業年金

法第５９条～第６４条

確定給付企業年金

法施行令第３７条

確定給付企業年金

法施行規則第５３条

～第６６条、附則第２

条

確定給付企業年金

法施行規則第５５条

第１項第１号に規定

する予定利率（厚生

労働省告示）

　確定給付企業年金の財政検証につ

いては、非継続基準に用いる予定利

率について、30年国債5年平均に0.8

～1.2を乗じたものを用いることができ

ることとなっている。

　積立上限額については、「最低積立

基準額もしくは上限計算用の数理債

務のいずれか大きい方の１．５倍」と

なっている。

①：d

②～

⑤：c

Ⅰ～Ⅲ

①確定給付企業年金の財政検証につ

いては、平成15年度から、非継続基

準に用いる予定利率について、20年

国債5年平均に0.8～1.2を乗じたもの

を用いることができるよう弾力化され

たが、その後、金利水準の短期的な

変動による影響をできるだけ抑制する

観点から、30年国債5年平均に0.8～

1.2を乗じたものを用いることができる

こととした。

②未積立分の償却期間を延長するこ

とは、受給権保護の観点からみて望ま

しくないため、措置困難。

③積立比率９０％～１００％の部分の償

却を平成１９年３月末まで償却免除し

ているのは、非継続基準導入時の激

変等による影響を考慮して設けている

ものであるが、当該部分は本来積み

立てるべき部分であり、償却廃止や償

却免除延長は、受給権保護の観点か

ら措置困難。

④税制適格年金から確定給付企業年

金への移行に際し、最低保全給付の

控除は制度移行に伴う激変緩和の観

点から、加入者に限って認めている

が、受給者については、既に受給権

が確定し、給付に見合っただけの積

立金を積む必要があるため、最低保

全給付算定時にも、受給者の部分に

ついて何らかの控除をするといったこ

とは適切ではない。

⑤積立上限額については、確定給付

企業年金の財政の安定性を長期間に

わたって確実に確保することができる

z0900004 厚生労働省

（確定給付企業年金）

財政検証の割引計算に用いる予定利

率の水準設定および財政計算に伴う

掛金追加拠出要件の弾力化及び適正

化

5001 50010007 11

企業の資金調達の円滑化に関

する協議会

（略称:企業財務協議会）

http://www.enkt.org/

7

（確定給付企業年金）

財政検証の割引計算に用いる予定利

率の水準設定および財政計算に伴う

掛金追加拠出要件の弾力化及び適正

化

確定給付企業年金制度に課されている

財政検証につき、以下の要件緩和を要望

する。

①　現実的な運用利率に基づいて拠出

できるよう、非継続基準の予定利率の弾

力化

②　未積立分の償却期間の延長

③　平成19年まで償却免除とされている

積立比率90～100%部分の償却廃止、も

しくは償却免除延長

④　税制適格年金から移行した制度に対

する最低保全給付計算時の控除の特例

を、加入者部分だけではなく受給者部分

にも認めること

⑤　上記の財政検証に関連して、積立上

限額の決定が「最低積立基準額もしくは

上限計算用の数理債務の大きい額の1.5

倍」となっているが、最低責任基準額をク

リアしたら速やかにコントリビューションホ

リデーを受けられるよう、1.5倍を90%もし

くは100%に変更すること

①　確定給付企業年金では、新たに非継

続基準での掛金が要求され、その計算に

使用する割引率も国債の利率（正確には

20年国債の応募者利回り×0.8～1.2）を

使うことが定められている。これは、従来

の適格年金にはなかった概念であり、大

幅な掛金支払の負担増加を企業に強い

るものである。具体的には、従来、予定利

率5.5%で運営していた企業が2.5%の割

引率で非継続基準の財政検証を行った

場合、概算で30～40%程度の債務の増

加となり、大きい年金制度では数百億円

単位で新たな掛金が求められることにな

る。

②　この新たな掛金のために、資金調達

を強いられるこということは、企業経営を

圧迫するものである。

③　長期的には運用が国債利率にとどま

るということは有り得ず、概念的には、こ

の実際の運用利率と国債利率の差が恒

常的にオーバーファンドとしてファンドの

中にとどまることになる。これは、企業経

営の効率性を損なうものであり、キャッ

シュフロー経営の観点からは容認できな

い。

④　また、非継続基準の債務の概念は、

実際の退職金とは大幅に異なるものであ

り、企業からすると過大な保全と言わざる

を得ない。

⑤　更に、非継続基準の評価によって算

出された不足分を埋め合わせるための資

金の確保ができず、全体として税制適格

年金から新企業年金への移行が著しく困

難となるなど、非継続基準の存在が確定

9/165



該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

確定給付企業年金

法第４条

確定給付企業年金

制度について（平

成１４年３月２９日年

発第０３２９００８号）

規約型の確定給付企業年金制度にお

いては、規約において資産管理運用

機関及び契約投資顧問業者の名称・

住所等を定め、対象事業所に使用さ

れる被保険者等の過半数で組織され

る労働組合があるときは当該労働組

合、労働組合がないときは当該被保

険者等の過半数の同意を得て、厚生

労働大臣の承認を受けなければなら

ない。

ｃ Ⅰ,Ⅳ

・　規約型の確定給付企業年金につ

いては、法律上、規約において資産

管理運用機関及び契約投資顧問業者

の名称及び住所を定めなければなら

ないこととしているが、これは、資産管

理運用機関等との契約自体が制度の

基本であるとともに、資産管理運用機

関等を労使合意により決定し、その周

知を行わせることにより、各規約型基

金における制度運営の透明性を図り、

もって加入者保護に資するためであ

る。このため、規約から資産管理運用

機関及び契約投資顧問業者の名称及

び住所を省略することを認めるのは困

難である。

・　これと同様に、掛金の払込割合に

ついても、当該払込割合を労使合意

により決定することにより、運用の透

明性を図り、もって加入者保護に資す

ることを目的としているものであるた

め、規約又は運用管理規程から掛金

の払込割合を省略することを認めるの

は困難である。

・　なお、これらの事項の変更に際し

ては、厚生労働大臣の承認も厚生労

働大臣への届出も必要とされておら

ず、労使合意により変更することが可

能である。

z0900005 厚生労働省

（確定給付企業年金）

規約・運用管理規定等に関する手続

きの簡素化

5001 50010008 11

企業の資金調達の円滑化に関

する協議会

（略称:企業財務協議会）

http://www.enkt.org/

8

（確定給付企業年金）

規約・運用管理規定等に関する手続

きの簡素化

規約・運用管理規定等については、開示

内容を必要最低限にとどめることを可能と

していただきたい。確定給付企業年金

は、ディスクローズを明確に実施してゆく

ことを定めているが、実際の開示内容に

ついては、個々の企業ごとに弾力的に決

めることを可能とすることが重要である。

中でも次の措置を強く要望したい。

①　規約の別表への運用受託機関の名

称・住所のリスト掲載省略を要望する。

②　規約、運用管理規程への運用機関の

シェア記載省略を要望する。

①　規約の別表に運用受託機関の名称・

住所を記入することになっており、規約申

請から承認にかけての数ヶ月間は運用

機関の変更（シェアイン、シェアアウト）が

事実上困難になるという実務上の制約が

生じており、またリスト掲載の必要性自体

も不明確であることから、リスト掲載を省

略して欲しい。（確定給付企業年金法-第

四条第三号）

②　規約もしくは規約とは別に「運用管理

規程」を作成し、運用受託機関のシェア

（掛金払込割合、給付費等の負担割合）

を記すようになっているが、運用受託機

関シェアの変更の都度、労働組合の同意

（事後同意を含む）を得る必要があり手続

きが煩雑である。規約・運用管理規程へ

の運用受託機関シェア記載の省略を要望

する。（平成14年3月29日厚生労働省年

金局長通知）
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

厚生年金保険法、

確定給付企業年金

法、確定拠出年金

法　等

①　今般、厚生年金基金の事業所単

位で、確定給付企業年金への権利義

務の承継を認めることとしたところ。

（平成１７年１０月施行予定。）

②③④⑤　今般、個人の自由意思によ

る離転職に対応し、厚生年金基金・確

定給付企業年金間の資産移換及び厚

生年金基金・確定給付企業年金から

確定拠出年金への資産移換について

措置したところ。また、厚生年金基金

連合会を改称し、企業年金の通算事

業を行う企業年金連合会とすることと

したところ。（平成１７年１０月施行予

定。）

⑥　厚生年金基金が他の厚生年金基

金に権利義務を承継する場合は、受

給権者の資産の移換に関して当該受

給権者の同意が必要である。

①～

⑤：a

⑥：ｃ

⑥ⅠⅡ

Ⅲ

①　今般、厚生年金基金の事業所単

位で、確定給付企業年金への権利義

務の承継を認めることとしたところ。

（平成１７年１０月施行予定。）

②③④⑤　今般、個人の自由意思によ

る離転職に対応し、厚生年金基金・確

定給付企業年金間の資産移換及び厚

生年金基金・確定給付企業年金から

確定拠出年金への資産移換について

措置したところ。また、厚生年金基金

連合会を改称し、企業年金の通算事

業を行う企業年金連合会とすることと

したところ。（平成１７年１０月施行予

定。）

⑥　厚生年金基金が他の厚生年金基

金に権利義務を承継する場合は、代

行部分も含めて支給主体が変わるな

ど、受給権者にとって権利義務関係の

重要な変更となるため、同意が必要

である。

z0900006 厚生労働省

（確定給付企業年金）

確定給付の枠組において、権利義務

継承に係る規制緩和及びグループ企

業内の資産移管、個人のポータビリ

ティの確保を要望する

5001 50010009 11

企業の資金調達の円滑化に関

する協議会

（略称:企業財務協議会）

http://www.enkt.org/

9

（確定給付企業年金）

確定給付の枠組において、権利義務

継承に係る規制緩和及びグループ企

業内の資産移管、個人のポータビリ

ティの確保を要望する

今般の企業年金制度改革案では、「厚生

年金基金と他の確定給付型の企業年金

との間での資産移管を認める」、「転職者

が確定給付型の企業年金資産を転職先

の確定拠出年金に移すことを認める」と

の内容になっているが、次の内容を具体

的に措置願いたい。

①　会社分割に伴う事業部門の移転・継

承に関して、基金分割を行わずに厚生年

金基金の加算部分については、新確定

給付企業年金への権利義務移転を認め

ること。

②　従業員の自由意志による転職（＝個

別のポータビリティ確保）を想定した制度

とすること。

③　キャッシュバランス型の制度の場合で

も、転職時に仮想口座の積立金を持ち歩

くことを可能にするなど、個人毎のポータ

ビリティを確保すること。

④　またいずれの場合であっても、確定

給付企業年金の脱退一時金を、転職先の

確定給付企業年金や確定拠出年金に非

課税で移管できるよう措置すること。

⑤　さらに、企業年金制度研究連絡会が

提案している「年金通算センター」のよう

な、いわゆる「個人退職勘定」を一元管理

する組織の創設を行い、転退職等の事由

の発生に際しても年金制度や税制優遇

措置が継続可能となる機能を盛り込むな

どの手当てが必要である。

⑥　事業再編等に伴う移管について、実

施事業所の全部の継承の場合における

当該実施事業所からの退職者について

は、本人同意無しで債務移転を可能とす

確定給付企業年金法の新設や厚生年金保険法の

改正等により、年金給付の権利義務の移転・継承が

認められるなど、仕掛け自体は整備されたが、まだ

一定の制約が残されている。そのため、異なる年金

制度を有する会社同士の合併、また異なる年金制

度を有するグループ会社間の人事異動など、年金

制度がネックとなり円滑に行えないケースがある。

具体的には次のようなものがある。

①　厚生年金基金の権利義務移転については、現

状、適格年金や確定給付年金法に基づく基金型ま

たは規約型企業年金等、他の年金制度からの移管

受入れのみが可能となっており、厚生年金基金から

新確定給付企業年金への権利義務移転が認められ

ておらず、基金の分割を行えば権利義務を移転でき

るが、制度の維持管理に係る新会社での負担が重く

なってしまうなど、事業再編の妨げとなる。

②　実施事業所の一部の加入者に関する権利義務

継承も認められるようになったが、基本的には集団

としての処理が前提であり、従業員の自由意志によ

る転職（＝個別のポータビリティ確保）は想定されて

いない。つまり、確定給付型年金では、個人単位

の権利義務継承ができないことから制度が異なる会

社間で人が異動（移動）する場合は年金制度が大き

な阻害要因となる。

③　キャッシュ・バランス型の制度も実施可能となっ

たが、転職時に仮想口座の積立金を持ち歩くことは

できず、個人毎のポータビリティは確保されていな

い。キャッシュ・バランスプランでは個人の持分が明

確であることから、個人単位での権利義務の継承は

可能であるはずである。

④　また、事業再編等に伴う移管について、実施

事業所の全部の継承については受給権者も本人同

意なしに移管できるようにすべきである。現状では

権利義務継承時の受給（権）者の債務移転には本

人同意が必要となっている。
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

確定給付企業年金

法第３６条、確定給

付企業年金法施行

令第２８条

①～③　確定給付企業年金の老齢給

付金の受給資格は、以下のときに与

えられる。

・ ６０歳以上６５歳以下の規約で定め

る年齢に達したとき

・ ５０歳以上６０歳未満の規約で定め

る年齢に達した日以後に実施事業所

に使用されなくなったとき

④　２０年を超える加入期間を老齢給

付金の給付を受けるための要件とし

て定めてはならない。

ｃ Ⅰ

老齢給付金は、従業員の老後の生活

の安定を図るために支給するもので

あるため、一定の年齢に達した場合

に支給することとしている。ただし、従

来の適格退職年金の多くが、退職時

に支給することとしている実態を踏ま

え、５０歳以上６０歳未満の規約で定め

る年齢に達した日以後に退職した場

合も、年金として受給できることとして

いるもの。このように、退職時の年金

受給は例外的なものであり、「老齢給

付金」の趣旨を逸脱する措置を認める

ことは困難。

z0900007 厚生労働省 確定給付企業年金の支給要件の緩和 5001 50010012 11

企業の資金調達の円滑化に関

する協議会

（略称:企業財務協議会）

http://www.enkt.org/

12

（確定給付企業年金）

確定給付企業年金（老齢給付金）の

支給要件の緩和

①　50歳未満で退職（加入資格を喪失）

した者についても、50歳以上60歳未満

の規約に定める年齢に到達した時点で

年金の受給開始を可能として欲しい。

①　50歳未満で退職（加入者資格を喪

失）した年金受給有資格者については、

60歳到達時まで年金の支給を開始するこ

とができない。

②　これは、当該対象者については、退

職（資格喪失）という事象が50歳以上60

歳未満の期間に発生したものではない

ため、法令上の60歳未満での支給開始

要件を満足しないと解されるためである

（確定給付企業年金法第36条）。

③　既に退職（加入者資格喪失）という事

象が発生しており、かつ50歳以上の規約

に定める年齢到達という要件を満たした

状態であるにもかかわらず、退職（加入

者資格喪失）という事象の発生時期の問

題のみによって年金受給を制限されるこ

とは、受給権者本人の納得性が低く、企

業内における制度運営の観点からも、50

歳以上退職者とのバランス上問題である

し、ライフサイクル上の必要性等の観点か

らも、50歳未満退職者についても50～

60歳の間における年金受給ニーズは高

いと考えられる。
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

確定給付企業年金

法第３６条、確定給

付企業年金法施行

令第２８条

①～③　確定給付企業年金の老齢給

付金の受給資格は、以下のときに与

えられる。

・ ６０歳以上６５歳以下の規約で定め

る年齢に達したとき

・ ５０歳以上６０歳未満の規約で定め

る年齢に達した日以後に実施事業所

に使用されなくなったとき

④　２０年を超える加入期間を老齢給

付金の給付を受けるための要件とし

て定めてはならない。

ｃ Ⅰ

①②　老齢給付金は、企業の従業員

の老後の安定を図るために支給する

ものであるとの位置付けから、一定の

年齢に達した場合に支給を開始する

こととしているもの。６５歳以上で働く

者は給与が下がっている現状を踏ま

えると、６５歳以上の規約で定める日

での支給を認めることは困難。また、

年齢に到達したら早急に支給する必

要があり、到達日以降一定期間をお

いてからの支給を認めることは困難。

③　老齢給付金は、従業員の老後の

生活の安定を図るために支給するも

のであるため、一定の年齢に達した

場合に支給することとしている。ただ

し、従来の適格退職年金の多くが、退

職時に支給することとしている実態を

踏まえ、５０歳以上６０歳未満の規約で

定める年齢に達した日以後に退職し

た場合も、年金として受給できることと

しているもの。このように、退職時の年

金受給は例外的なものであり、「老齢

給付金」の趣旨を逸脱する措置を認め

ることは困難。

④　確定給付企業年金は、事業主が

従業員の老後の生活を安定したもの

にすべく行うものであり、当該事業主

に２０年以上従事していた従業員の受

給権保護の観点から、認めることは困

難。（厚生年金基金については、退職

時に厚生年金基金連合会に移換でき

るのは加入期間１５年未満の者の

み。）

z0900007 厚生労働省 確定給付企業年金の支給要件の緩和 5018 50180014 11 生命保険協会 14
確定給付企業年金における老齢給付

金の支給要件の緩和

・ 65歳超で定年年齢が設定されている

場合、65歳超の規約で定める年齢に到

達した時点で年金の受給開始を可能とす

る。

・ 60歳から65歳の到達日からの支給だ

けではなく、規約で定める日（到達日以

降１年未満で）からの支給を可能とする。

・ 50歳未満で退職した者についても、

50歳以上60歳未満の規約に定める年齢

に到達した時点で年金の受給開始を可

能とする。

・ 加入20年以上でも規約に定める年齢

未満の中途退職の場合は、老齢給付金を

設定しない取扱を可能とする。

・ 制度設計の自由化により、幅広い企業

の退職金制度からの移行を促すため。

・ 制度設計の自由化により、適年制度か

らの移行を促進するため。
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

確定拠出年金法第

３３条、第３７条、附

則第３条

確定拠出年金は、脱退一時金が支給

される場合や高度障害の場合を除き、

６０歳前の中途引き出しは認めていな

い。

６０歳から受給するには、加入者期間

が１０年以上必要。

ｃ Ⅰ

・確定拠出年金制度は国民の老後の

所得の確保のために導入されるもの

であり、支給要件の緩和は貯蓄との

区別が不明確となって年金制度の趣

旨に合致しないこと等の問題があるこ

とから、これを認めることは困難。

z0900008 厚生労働省 確定拠出年金の支給要件の緩和 5001 50010013 11

企業の資金調達の円滑化に関

する協議会

（略称:企業財務協議会）

http://www.enkt.org/

13

（確定拠出年金）

老齢給付金の給付や開始年齢の弾力

化、中途引出し要件の緩和

①　60歳未満の加入者で給付を受けられ

るのは、高度障害（障害給付金）、死亡

（死亡一時金）の要件に限られているた

め、老齢給付金の給付や開始年齢の弾

力化を要望する。

①　確定拠出年金法案の成立により、労使双方に

とって、企業年金制度の選択肢が拡がることとなっ

た。しかし、企業は退職給付制度の見直しに際し

て、確定拠出年金を見直しのメインの制度として位

置づけることが難しい。支給開始が原則60歳に到達

してからということは、60歳まで手元資金化できな

いということである。60歳まで中途解約が出来ない

こと等の理由から確定拠出年金の導入を躊躇、また

は慎重にならざるを得ず、確定拠出年金市場の裾

野がいつまで経っても広がらない恐れがある。確定

拠出年金は貯蓄ではなく、あくまでも自助努力によ

る老後の生活保証の為の年金であることに留意し、

給付や開始年齢を弾力的に設定することを可能にす

るなど、より使いやすい制度としていくことが必要で

ある。

②　また、確定拠出年金の特徴であるポータビリ

ティに関してや、今回の企業年金制度改革案による

加入期間が3年以下、又は、資産額が50万円以下

で制度上掛金を納められない者にも認めるとの内容

は評価できるが、それでも50万円を多少上回る程度

の資産額を保有しながら勤続4年程度で退職し、第3

号被保険者となった者は個人型運用指図者となり、

このままでは現下の低金利の状況では手数料や口

座管理料を勘案すると魅力ある制度とはならない。

なぜなら運用が殆ど見込めないのに手数料や口座

管理料がかかり、目減りしていってしまう場合が大

いに考えられ、最悪残高が0になったり、実質マイ

ナスに陥ってしまう可能性もあるからである。このよ

うな短期加入者で、以後加入者となれない者の救

済措置が絶対に必要であると考える。

③　また、企業型の加入者が退職した場合、個人

型に移行することとなるが、転職先で企業型確定拠

出年金がなく確定給付企業年金が実施されている

場合や公務員となる場合、掛金の拠出ができなくな

る。企業型で積み立てた資産が小額の場合、手数

料を考慮すると支給開始可能な時期まで資産が残

らないケースが発生することから、このような観点か

らも中途脱退は制度的に不可欠であると言える。さ
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

確定拠出年金法第

３３条、第３７条、附

則第３条

確定拠出年金は、脱退一時金が支給

される場合や高度障害の場合を除き、

６０歳前の中途引き出しは認めていな

い。

ｃ Ⅰ

・確定拠出年金制度は国民の老後の

所得の確保のために導入されるもの

であり、支給要件の緩和は貯蓄との

区別が不明確となって年金制度の趣

旨に合致しないこと等の問題があるこ

とから、これを認めることは困難。

z0900008 厚生労働省 確定拠出年金の支給要件の緩和 5018 50180013 11 生命保険協会 13
確定拠出年金制度における支給要件

の緩和

・ 企業型では退職時にも受給できるよう

に要件を緩和する。

・ 退職時の資金ニーズが根強く存在する

中で、確定拠出年金制度を導入する際の

最大のネックとなっている。
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

確定拠出年金法第

３３条、第３７条、附

則第３条

確定拠出年金は、脱退一時金が支給

される場合や高度障害の場合を除き、

６０歳前の中途引き出しは認めていな

い。

ｃ Ⅰ

・年金資産を担保とした借り入れ等

は、確定拠出年金が老後の生活の安

定のために支給されるものであり、脱

退一時金も限定的にのみ認められて

いるものであることから、認めることは

困難。

z0900008 厚生労働省 確定拠出年金の支給要件の緩和 5034 50340026 11 （社）日本損害保険協会 26
確定拠出年金の経済的困窮時におけ

る年金資産取り崩しの容認

経済的困窮時においては、米国の401k

制度の様に、①税のペナルティを課した

上での年金資産の取り崩し、②年金資産

を担保としたローン制度を認めるようにし

ていただきたい。

確定拠出年金の制度普及が図られる。

少子高齢化の進展、高齢期の生活の多

様化等の社会経済情勢の変化にかんが

み、国民の高齢期における所得の確保に

係る自主的な努力を支援し、国民の生活

の安定と福祉の向上に寄与する効果が

ある。

確定拠出年金では６０歳までは高度障害

時を除き理由の如何を問わず、年金資産

の取り崩しが認められていない。

困窮時の年金資産取り崩しニーズは高

く、このままでは確定拠出年金普及を阻害

する。
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

確定拠出年金法第

３３条、第３７条、附

則第３条

確定拠出年金は、脱退一時金が支給

される場合や高度障害の場合を除き、

６０歳前の中途引き出しは認めていな

い。

ｃ Ⅰ

・６０歳前の数ヶ月間のみ掛金を拠出

し、その後直ちに受給できることを認

めると、貯蓄との区別がつかなくなる

ため、最初の拠出から一定期間経過

後に給付を受けられるようにすること

が必要。

z0900008 厚生労働省 確定拠出年金の支給要件の緩和 5034 50340028 11 （社）日本損害保険協会 28
確定拠出年金の老齢給付金の支給要

件の緩和

老齢給付金の通算加入者等期間による

受給開始年齢の制限を撤廃していただき

たい。現在の法令では、通算加入者等期

間が１０年に満たない場合には、６０歳か

ら老齢給付金の支給を受けることができ

ない。

制度の普及に寄与する。

制度導入時において、５０歳以上の従業

員の加入を阻害する要因になる。また、本

来企業の退職金制度の一環として導入し

た制度であるのに、従業員からすると６０

歳で定年退職した際に受給権がないと

いうのは制度の趣旨に反する。
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

確定拠出年金法第

３３条、第３７条、附

則第３条

確定拠出年金は、脱退一時金が支給

される場合や高度障害の場合を除き、

６０歳前の中途引き出しは認めていな

い。

ｃ Ⅰ

・確定拠出年金制度は国民の老後の

所得の確保のために導入されるもの

であり、支給要件の緩和は貯蓄との

区別が不明確となって年金制度の趣

旨に合致しないこと等の問題があるこ

とから、これを認めることは困難。

z0900008 厚生労働省 確定拠出年金の支給要件の緩和 5084 50840014 11 社団法人　信託協会 14
確定拠出年金法　災害時等の一時金

引出しの追加

・ ６０歳未満での一時金の引出しは、障

害になった場合の給付、死亡一時金を除

くと、脱退一時金しか認められていない。

・ 災害時等においては引出しを可能とす

る措置を設けていただきたい。

・ 確定拠出年金は、厚生年金基金、適格

退職年金等の従来の企業年金と異なり、

各人毎の保有資産・残高管理されてお

り、随時これを知ることが出来る。そのた

め、各人は自身の資産との意識が高く、

災害時等においてはその引出しを希望

する可能性が高いと考える。

・ また、こうした解約の道を作ることは、

個人型、企業型ともに、制度の普及にも

資するものと考えられる。
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

確定拠出年金法第

３３条、第３７条、附

則第３条

確定拠出年金は、脱退一時金が支給

される場合や高度障害の場合を除き、

６０歳前の中途引き出しは認めていな

い。

ｃ Ⅰ

・年金資産を担保とした借り入れは、

確定拠出年金が老後の生活の安定の

ために支給されるものであり、脱退一

時金も限定的にのみ認められている

ものであることから、認めることは困

難。

z0900008 厚生労働省 確定拠出年金の支給要件の緩和 5139 51390033 11
（社）全国信用金庫協会・信金

中央金庫
33
確定拠出年金の受給権を担保とした

借入れの許容

確定拠出年金の受給権を担保とした借入

れができるようにする。

確定拠出年金制度は、一部の例外を除き

中途換金ができない制度であることを勘

案すると、加入者が受給資格を満たす時

期までに生活困窮等に陥り生活資金を必

要とするケース等を想定しておくことが肝

要である。

19/165



該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

確定拠出年金法第

３３条、第３７条、附

則第３条

確定拠出年金は、脱退一時金が支給

される場合や高度障害の場合を除き、

６０歳前の中途引き出しは認めていな

い。

a Ⅰ

・確定拠出年金は、年金としての老後

保障を目的とすることから中途脱退を

制限しているが、資産が少額である者

は運営管理手数料等で資産が減少す

る状況にあることから、運用指図者に

なった場合に運営管理手数料見合い

の金額を運用益により賄える金額や、

脱退一時金を受給可能な場合の平均

的な資産額等を勘案して、５０万円以

下の場合に脱退一時金を受給できる

よう、要件を緩和した。

z0900009 厚生労働省
確定拠出年金の中途引き出し要件の

緩和
5001 50010013 21

企業の資金調達の円滑化に関

する協議会

（略称:企業財務協議会）

http://www.enkt.org/

13

（確定拠出年金）

老齢給付金の給付や開始年齢の弾力

化、中途引出し要件の緩和

②　中途引出しが可能となる要件は、今

回の企業年金制度改革案では、加入期

間が3年以下、又は、資産額が50万円以

下で制度上掛金を納められない者にも認

めるとの内容になっているが、貯蓄では

なく年金として維持していくという観点か

らさらに柔軟性のある制度とするために

は、小額の資産を保持している人であっ

ても手数料や口座管理料等で不利益を

被らないような個人別管理資産の中途払

出を含めた措置を検討すべきである。

①　確定拠出年金法案の成立により、労使双方に

とって、企業年金制度の選択肢が拡がることとなっ

た。しかし、企業は退職給付制度の見直しに際し

て、確定拠出年金を見直しのメインの制度として位

置づけることが難しい。支給開始が原則60歳に到達

してからということは、60歳まで手元資金化できな

いということである。60歳まで中途解約が出来ない

こと等の理由から確定拠出年金の導入を躊躇、また

は慎重にならざるを得ず、確定拠出年金市場の裾

野がいつまで経っても広がらない恐れがある。確定

拠出年金は貯蓄ではなく、あくまでも自助努力によ

る老後の生活保証の為の年金であることに留意し、

給付や開始年齢を弾力的に設定することを可能にす

るなど、より使いやすい制度としていくことが必要で

ある。

②　また、確定拠出年金の特徴であるポータビリ

ティに関してや、今回の企業年金制度改革案による

加入期間が3年以下、又は、資産額が50万円以下

で制度上掛金を納められない者にも認めるとの内容

は評価できるが、それでも50万円を多少上回る程度

の資産額を保有しながら勤続4年程度で退職し、第3

号被保険者となった者は個人型運用指図者となり、

このままでは現下の低金利の状況では手数料や口

座管理料を勘案すると魅力ある制度とはならない。

なぜなら運用が殆ど見込めないのに手数料や口座

管理料がかかり、目減りしていってしまう場合が大

いに考えられ、最悪残高が0になったり、実質マイ

ナスに陥ってしまう可能性もあるからである。このよ

うな短期加入者で、以後加入者となれない者の救

済措置が絶対に必要であると考える。

③　また、企業型の加入者が退職した場合、個人

型に移行することとなるが、転職先で企業型確定拠

出年金がなく確定給付企業年金が実施されている

場合や公務員となる場合、掛金の拠出ができなくな

る。企業型で積み立てた資産が小額の場合、手数

料を考慮すると支給開始可能な時期まで資産が残

らないケースが発生することから、このような観点か

らも中途脱退は制度的に不可欠であると言える。さ
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

確定拠出年金法第

３３条、第３７条、附

則第３条

確定拠出年金は、脱退一時金が支給

される場合や高度障害の場合を除き、

６０歳前の中途引き出しは認めていな

い。

ｃ Ⅰ

・確定拠出年金制度は国民の老後の

所得の確保のために導入されるもの

であり、支給要件の緩和は貯蓄との

区別が不明確となって年金制度の趣

旨に合致しないこと等の問題があるこ

とから、これを認めることは困難。

z0900009 厚生労働省
確定拠出年金の中途引き出し要件の

緩和
5081 50810002 11 松下電器産業株式会社 2 確定拠出年金の中途払い要件の緩和

・確定拠出年金において、中途払い出し

要件に「退職時」の事由を追加すべきで

ある

・確定拠出年金法によって、確定拠出年

金の途中払い出し要件において「退職

時」の事由が無い為、個人のライフプラン

の選択の幅が狭めている
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

確定拠出年金法第

３３条、第３７条、附

則第３条

確定拠出年金は、脱退一時金が支給

される場合や高度障害の場合を除き、

６０歳前の中途引き出しは認めていな

い。

ｃ Ⅰ

・確定拠出年金制度は国民の老後の

所得の確保のために導入されるもの

であり、ペナルティを課した脱退一時

金の支給は貯蓄との区別が不明確と

なって年金制度の趣旨に合致しない

こと等の問題があることから、これを認

めることは困難。

z0900009 厚生労働省
確定拠出年金の中途引き出し要件の

緩和
5139 51390036 11

（社）全国信用金庫協会・信金

中央金庫
36 確定拠出年金の年金資産の引出し

現状の脱退一時金制度のほか、一定の

課税条件およびペナルティを甘受すること

により、年金資産の途中引出しを可能と

する。

経済的な困窮時において、自分の年金

資産であるにもかかわらず、６０歳まで引

き出すことができない。
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

確定拠出年金法施

行令第１１条、第３６

条

確定拠出年金の拠出限度額は、以下

のとおり引き上げられる。

（企業型）

他の企業年金がない場合

　　３．６万円　→　４．６万円

他の企業年金がある場合

　　１．８万円　→　２．３万円

（個人型）

企業年金がない場合

　　１．５万円　→　１．８万円

ｃ Ⅱ

確定拠出年金の拠出限度額について

は、平成１６年度税制改正大綱におい

て引き上げが決定（平成１６年１０月施

行予定。）しており、施行後の活用状

況を見守る必要がある。現段階におい

て更なる引上げは困難。

z0900010 厚生労働省 確定拠出年金の拠出限度額の引上げ 5001 50010014 11

企業の資金調達の円滑化に関

する協議会

（略称:企業財務協議会）

http://www.enkt.org/

14
（確定拠出年金）

掛金の拠出可能限度額の引上げ

①　確定拠出年金における掛金の拠出可

能限度額が低く、老後の安定した生活を

保障するには十分ではない。自助努力、

自己責任による老後の生活保障の確保を

支援するため、また企業の柔軟な年金制

度の設計の実現のためには、拠出可能

限度額を今回の平成16年度の税制改正

大綱に盛り込まれた金額からさらに引上

げるべきである。

①　今回の平成16年度の税制改正大綱

に盛り込まれた拠出可能限度額につい

て、企業型確定拠出年金については、

(1)企業年金に加入していない場合、月

額46,000円（現行36,000円）へ、(2)企

業年金に加入している場合、月額23,000

円（現行18,000円）へ、個人型確定拠出

年金については、(1)企業年金、企業型

確定拠出年金のない企業の従業員の場

合、月額18,000円（現在15,000円）へと

引き上げられることとなった。

②　しかし特に企業型の場合、拠出可能

限度額がまだ低く抑えられていることか

ら、例えば将来の年金制度の構築に向け

て、確定給付企業年金と確定拠出年金の

併用への移行を考えた場合であっても、

確定拠出年金の移行割合を上げすぎると

拠出可能限度額を超えてしまうこととな

り、越えた部分については給与への上乗

せをせざるを得ない状況となる。

③　その場合、所得税増加、総報酬制の

導入により社会保険料の増加が伴うこと

となり、つまりは給与への上乗せ部分は

税金や社会保険料へと消えてしまうこと

になる。

このような現象を解決し、柔軟な年金制

度設計を可能とする観点からも拠出可能

限度額の更なる引き上げは早急に実施

することが不可欠である。
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

確定拠出年金法施

行令第１１条、第３６

条

確定拠出年金の拠出限度額は、以下

のとおり引き上げられる。

（企業型）

他の企業年金がない場合

　　３．６万円　→　４．６万円

他の企業年金がある場合

　　１．８万円　→　２．３万円

（個人型）

企業年金がない場合

　　１．５万円　→　１．８万円

ｃ Ⅱ

確定拠出年金の拠出限度額について

は、平成１６年度税制改正大綱におい

て引き上げが決定（平成１６年１０月施

行予定。）しており、施行後の活用状

況を見守る必要がある。現段階におい

て更なる引上げは困難。

z0900010 厚生労働省 確定拠出年金の拠出限度額の引上げ 5016 50160006 11 社団法人全国地方銀行協会 6

確定拠出年金制度の改善（拠出限度

額の引上げ、マッチング拠出の解禁、

加入対象者の拡大）

確定拠出年金制度について、拠出限度

額の引上げ措置を講じる。

a に関しては、少子高齢化が急速に進む

中、加入者の自助努力を促すためにも、

限度額の引上げが必要である。「平成16

年度税制改正の要綱」において、限度額

の引上げについて措置の方向が示され

たが、今回の引上げ額は小幅であり、企

業年金を実施していない企業の従業員

が個人型年金に加入する場合の拠出限

度額が企業型年金における拠出限度額

に比して過少であるという問題は依然解

決されていないため、更なる引上げを検

討すべきである。

「各省庁からの再回答」では、

「a.拠出限度額の引上げ」につ

いては、「12月17日の税制大綱

により認められ、現在与党と調

整中」とし、「b.マッチング拠出

の解禁」については、「企業型

における本人拠出について

は、個人が任意で拠出すること

となることから、貯蓄との相違の

整理ができるのか等の基本的

な問題があるため、見直しが困

難であり、措置できない。」と

し、「c.加入対象者の拡大」につ

いては、「第３号被保険者につ

いては、公的年金における整

理等を見て検討する必要がある

こと、公務員については、公務

員の退職給付制度の取扱いの

中で検討されるべき問題であ

り、現時点での見直しは困難で

あるため、措置できない。」とし

ている。なお、「a.拠出限度額

の引上げ」については、本年１

月、「平成16年度税制改正の要

綱」が閣議決定され、個人型年

金、および企業型年金における

拠出限度額が引き上げられる見

込みである（個人型年金：18万

円→21.6万円、企業型年金[他

の企業年金がある場合]：21.6万

円→27.6万円、企業型年金[他

の企業年金がない場合]：43.2

万円→55.2万円）。
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

確定拠出年金法施

行令第１１条、第３６

条

確定拠出年金の拠出限度額は、以下

のとおり引き上げられる。

（企業型）

他の企業年金がない場合

　　３．６万円　→　４．６万円

他の企業年金がある場合

　　１．８万円　→　２．３万円

（個人型）

企業年金がない場合

　　１．５万円　→　１．８万円

ｃ Ⅱ

確定拠出年金の拠出限度額について

は、平成１６年度税制改正大綱におい

て引き上げが決定（平成１６年１０月施

行予定。）しており、施行後の活用状

況を見守る必要がある。現段階におい

て更なる引上げは困難。

z0900010 厚生労働省 確定拠出年金の拠出限度額の引上げ 5034 50340027 11 （社）日本損害保険協会 27
確定拠出年金の拠出限度額の更なる

拡大

確定拠出年金の拠出限度額を更に拡大

していただきたい。特に、企業型および

個人型の第２号被保険者について、限度

額の拡大を認めていただきたい。

確定拠出年金の制度普及が図られる。

少子高齢化の進展、高齢期の生活の多

様化等の社会経済情勢の変化にかんが

み、国民の高齢期における所得の確保に

係る自主的な努力を支援し、国民の生活

の安定と福祉の向上に寄与する効果が

ある。

（理由）

税制改正により、現行の拠出限度額が拡

大する予定であるが、特に個人型（２号）

は180,000円から216,000円へ拡大する

に過ぎない。少なくとも企業型(企年無）

と同額となるよう限度額の拡大によって

確定拠出年金制度の普及を促進する。

（現状）

現行の年間拠出限度額は以下のとおり。

企業型（企年有）216,000円

企業型（企年無）432,000円

個人型（１号）　816,000円

個人型（２号）　180,000円
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

確定拠出年金法施

行令第１１条、第３６

条

確定拠出年金の拠出限度額は、以下

のとおり引き上げられる。

（企業型）

他の企業年金がない場合

　　３．６万円　→　４．６万円

他の企業年金がある場合

　　１．８万円　→　２．３万円

（個人型）

企業年金がない場合

　　１．５万円　→　１．８万円

ｃ Ⅱ

確定拠出年金の拠出限度額について

は、平成１６年度税制改正大綱におい

て引き上げが決定（平成１６年１０月施

行予定。）しており、施行後の活用状

況を見守る必要がある。現段階におい

て更なる引上げは困難。

z0900010 厚生労働省 確定拠出年金の拠出限度額の引上げ 5039 50390046 11 社団法人 リース事業協会 46 確定拠出年金制度に関する規制緩和

１．拠出限度額の引き上げ（企業年金制

度の有無にかかわらず、月50,000円程

度までの引き上げを要望）

確定拠出年金制度の普及、制度のシンプ

ル化、運用コスト（人的コスト含む）の削

減

加入後は６０歳まで引き出せず、老後資産

形成を続けるという制度主旨に対し、加

入資格なしとして個人型運用指図者とな

らざるを得ない実情は資産形成を阻害す

るものである。特に転職先の企業の制度

有無で加入者と運用指図者に分別する

必要はない。確定拠出年金制度と企業年

金制度の同時導入を認めているのである

から企業年金制度のある企業の社員でも

個人型加入者にして問題はないはず。ま

た、企業年金制度は各企業の独自運営

のものであり、この有無で拠出限度額に

差をつける必要は感じない。これらの規

制はポータビリティーのメリットを阻害する

ものと捉えている。
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

確定拠出年金法施

行令第１１条、第３６

条

確定拠出年金の拠出限度額は、以下

のとおり引き上げられる。

（企業型）

他の企業年金がない場合

　　３．６万円　→　４．６万円

他の企業年金がある場合

　　１．８万円　→　２．３万円

（個人型）

企業年金がない場合

　　１．５万円　→　１．８万円

ｃ Ⅱ

確定拠出年金の拠出限度額について

は、平成１６年度税制改正大綱におい

て引き上げが決定（平成１６年１０月施

行予定。）しており、施行後の活用状

況を見守る必要がある。現段階におい

て更なる引上げは困難。

z0900010 厚生労働省 確定拠出年金の拠出限度額の引上げ 5040 50400004 11 オリックス 4 確定拠出年金制度に関する規制緩和

１．拠出限度額の引き上げ（企業年金制

度の有無にかかわらず、月50,000円程

度までの引き上げを要望）

確定拠出年金制度の普及制度のシンプル

化、運用コスト（人的コスト含む）の削減

老後資産形成を続けるという制度の主旨を確保する

ために、加入後６０歳まで引き出しをできないことと

することによって、退職者が加入資格なしとして個人

型運用指図者とならざるを得ない実情は資産形成を

阻害するものである。特に転職先の企業の制度有

無で加入者と運用指図者に分別する必要はない。

確定拠出年金制度と企業年金制度の同時導入を認

めているのであるから企業年金制度のある企業の

社員でも個人型加入者にして問題はないはず。ま

た、企業年金制度は各企業の独自運営のものであ

り、この有無で拠出限度額に差をつける必要は感じ

ない。これらの規制はポータビリティーのメリットを

阻害するものと捉えている。
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

確定拠出年金法施

行令第１１条、第３６

条

確定拠出年金の拠出限度額は、以下

のとおり引き上げられる。

（企業型）

他の企業年金がない場合

　　３．６万円　→　４．６万円

他の企業年金がある場合

　　１．８万円　→　２．３万円

（個人型）

企業年金がない場合

　　１．５万円　→　１．８万円

ｃ Ⅱ

確定拠出年金の拠出限度額について

は、平成１６年度税制改正大綱におい

て引き上げが決定（平成１６年１０月施

行予定。）しており、施行後の活用状

況を見守る必要がある。現段階におい

て更なる引上げは困難。

z0900010 厚生労働省 確定拠出年金の拠出限度額の引上げ 5054 50540007 11 東京商工会議所 7 確定拠出年金制度の見直し ①拠出限度額の引上げ

①②③公的年金の給付額が将来的には

削減されるため、老後の生活を補完する

観点から制度構築すべき。
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

確定拠出年金法

企業型年金においては事業主拠出の

み、個人型年金においては個人拠出

のみが認められている。

ｃ ⅠⅡⅢ

・マッチング拠出の導入については、

確定拠出年金のみならず、企業年金

の拠出の在り方そのものを問う問題

であり、中長期的に検討すべき事項

である。

z0900011 厚生労働省
確定拠出年金のマッチング拠出の容

認
5001 50010015 11

企業の資金調達の円滑化に関

する協議会

（略称:企業財務協議会）

http://www.enkt.org/

15

（確定拠出年金）

企業と従業員のマッチング拠出（本人

拠出）を可能とすること

①　確定拠出年金法の趣旨を踏まえ、自

助努力、自己責任の意識を高め支援する

ためには、本人拠出ができる仕組みが必

要である。

②　現行の財形年金制度との親和性や移

行も視野に入れた場合、本人拠出（マッ

チング拠出）を可能とすることにより、将

来的な選択肢の充実を図るべきである。

③　したがって拠出限度額の枠の範囲内

で、事業主の拠出に加えて本人拠出

（マッチング拠出）も可能とする措置を講

ずるべきである。

①　現在、企業型確定拠出年金の実施時

は、事業主からの拠出しか実施できず、

本人からの拠出はできない。

②　企業年金の設計という観点からは、

退職金や確定給付企業年金等からの移

行だけでなく、財形年金との親和性や移

行も視野にいれるとマッチングは不可欠

であるといえる。
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

確定拠出年金法

企業型年金においては事業主拠出の

み、個人型年金においては個人拠出

のみが認められている。

ｃ ⅠⅡⅢ

・マッチング拠出の導入については、

確定拠出年金のみならず、企業年金

の拠出の在り方そのものを問う問題

であり、中長期的に検討すべき事項

である。

z0900011 厚生労働省
確定拠出年金のマッチング拠出の容

認
5016 50160006 21 社団法人全国地方銀行協会 6

確定拠出年金制度の改善（拠出限度

額の引上げ、マッチング拠出の解禁、

加入対象者の拡大）

確定拠出年金制度について、b.マッチン

グ拠出の解禁の措置を講じる。

bについては、企業年金（厚生年金基金・

適格退職年金）では企業のみならず従業

員にも掛金拠出が認められているにもか

かわらず、確定拠出年金制度においては

企業型年金加入者による追加拠出（マッ

チング拠出）が行えないことは不合理で

ある。

「各省庁からの再回答」では、

「a.拠出限度額の引上げ」につ

いては、「12月17日の税制大綱

により認められ、現在与党と調

整中」とし、「b.マッチング拠出

の解禁」については、「企業型

における本人拠出について

は、個人が任意で拠出すること

となることから、貯蓄との相違の

整理ができるのか等の基本的

な問題があるため、見直しが困

難であり、措置できない。」と

し、「c.加入対象者の拡大」につ

いては、「第３号被保険者につ

いては、公的年金における整

理等を見て検討する必要がある

こと、公務員については、公務

員の退職給付制度の取扱いの

中で検討されるべき問題であ

り、現時点での見直しは困難で

あるため、措置できない。」とし

ている。なお、「a.拠出限度額

の引上げ」については、本年１

月、「平成16年度税制改正の要

綱」が閣議決定され、個人型年

金、および企業型年金における

拠出限度額が引き上げられる見

込みである（個人型年金：18万

円→21.6万円、企業型年金[他

の企業年金がある場合]：21.6万

円→27.6万円、企業型年金[他

の企業年金がない場合]：43.2

万円→55.2万円）。
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

確定拠出年金法

企業型年金においては事業主拠出の

み、個人型年金においては個人拠出

のみが認められている。

ｃ ⅠⅡⅢ

・マッチング拠出の導入については、

確定拠出年金のみならず、企業年金

の拠出の在り方そのものを問う問題

であり、中長期的に検討すべき事項

である。

z0900011 厚生労働省
確定拠出年金のマッチング拠出の容

認
5034 50340025 11 （社）日本損害保険協会 25

確定拠出年金の企業型における拠出

限度額の枠内での個人による上乗せ

拠出の容認

（要望）拠出限度額の枠内で企業型に対

する個人の上乗せ拠出を認めていただき

たい。

確定拠出年金の制度普及が図られる。

従業員の自助努力による老後資金形成

の促進に寄与する。

少子高齢化の進展、高齢期の生活の多

様化等の社会経済情勢の変化にかんが

み、国民の高齢期における所得の確保に

係る自主的な努力を支援し、国民の生活

の安定と福祉の向上に寄与する効果が

ある。

（理由）

・拠出限度額の枠内で、個人による自助

努力を認めることによって確定拠出年金

制度の普及を促進する。米国の確定拠出

年金では個人による上乗せ拠出が認めら

れている。

・現状、中小企業を中心として、企業型の

拠出額は拠出限度額の一部に止まって

おり、勤労者の老後の資産形成ニーズを

満たすためには、拠出限度額の枠内で

の自助努力による個人の上乗せ拠出が

必要なため。

（現状）

企業型の場合、企業による拠出しか認め

られておらず、個人が上乗せ拠出できな

い。
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

確定拠出年金法

企業型年金においては事業主拠出の

み、個人型年金においては個人拠出

のみが認められている。

ｃ ⅠⅡⅢ

・マッチング拠出の導入については、

確定拠出年金のみならず、企業年金

の拠出の在り方そのものを問う問題

であり、中長期的に検討すべき事項

である。

z0900011 厚生労働省
確定拠出年金のマッチング拠出の容

認
5054 50540007 21 東京商工会議所 7 確定拠出年金制度の見直し

②マッチング拠出の導入
①②③公的年金の給付額が将来的には

削減されるため、老後の生活を補完する

観点から制度構築すべき。
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

確定拠出年金法

企業型年金においては事業主拠出の

み、個人型年金においては個人拠出

のみが認められている。

ｃ ⅠⅡⅢ

・マッチング拠出の導入については、

確定拠出年金のみならず、企業年金

の拠出の在り方そのものを問う問題

であり、中長期的に検討すべき事項

である。

z0900011 厚生労働省
確定拠出年金のマッチング拠出の容

認
5078 50780012 11 (社)日本経済団体連合会 12

企業型確定拠出年金における掛金の

本人拠出の容認

　事業主の拠出に加えて本人拠出ができ

るようにすべきである。

　確定拠出年金法の趣旨を踏まえ、自助

努力、自己責任の意識醸成を支援するた

めには、本人拠出ができる仕組みが求め

られる。事業主の拠出に加えて本人拠出

ができるようにすべきである。

　利便性の向上により制度普及にも資す

ることになる。

　現在、企業型確定拠出

年金の実施時は、事業主

からの拠出しか実施でき

ず、本人からの拠出はで

きない。

33/165



該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

確定拠出年金法施

行規則第１５条

記録関連運営管理機関が保存すべき

加入者原簿に記載する項目として、他

の企業年金制度等の資格の得喪に関

する事項、運用指図に関する事項等

がある。このうち、運用指図に関する

事項は、加入者の受給権消滅時等か

ら５年間となっている。

規約の変更の際は、事業所の過半数

組合等の同意を得なければならな

い。

ｄ ⅠⅡⅢ

会社分割した場合、新会社に係る資

産移換は現物移換を現在も認めてい

るところ。なお、事業所の増加が伴う

ため規約の承認は必要。

z0900012 厚生労働省 確定拠出年金の手続の簡素化 5001 50010016 11

企業の資金調達の円滑化に関

する協議会

（略称:企業財務協議会）

http://www.enkt.org/

16

（確定拠出年金）

確定拠出年金において規約分割・統

合による制度導入を可能に

労働契約継承法に基づく分社等の際に、

新会社において従来同様の制度を継続

する場合は、規約分割による制度導入を

可能として欲しい。

①　新会社において規約を新設し、個人

資産を移管する場合、一旦現金化した上

で資産移管を行わなければならないこ

と、商品の売却・購入日について本人が

指定できないこと、口座番号／パスワー

ドが変更になること、配分指定等の指図

をもう一度行わなければならない等、加

入者等の不利益が大きい。

②　また、事業再編という観点からも、会

社を分割・統合する場合、確定拠出年金

では、規約の継承・分割が認められてい

ないことから、資産の現金化など加入者

等の不利益が大きい。
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

確定拠出年金法施

行規則第１５条

記録関連運営管理機関が保存すべき

加入者原簿に記載する項目として、他

の企業年金制度等の資格の得喪に関

する事項、運用指図に関する事項等

がある。このうち、運用指図に関する

事項は、加入者の受給権消滅時等か

ら５年間となっている。

規約の変更の際は、事業所の過半数

組合等の同意を得なければならな

い。

ｃ ⅠⅡⅢ

他の企業年金制度等の資格の得喪に

関する事項は、拠出限度額の管理の

際にも必要であり、原簿の記録事項

から除外することは困難。

z0900012 厚生労働省 確定拠出年金の手続の簡素化 5034 50340029 11 （社）日本損害保険協会 29 確定拠出年金の原簿記録事項の緩和

企業型年金実施事業主または加入者・運

用指図者から通知を義務付けている他年

金等の資格の得喪および支給に関する

情報に関し、原簿の記録事項から除外し

てほしい。

確定拠出年金におけるコストの削減に繋

がり、手数料等の引き下げが可能となる。

退職所得の課税計算に使用するとされる

これらの事項は、実際には退職所得の受

給に関する申告書の提出を受けた際に

本人から確認すればよい事項であり、制

度加入時に事業主・加入者等に提出を求

めかつ記録関連運営管理機関が長期に

わたって記録を保存しなければならない

のは、制度を煩雑にし、かつ記録関連コ

ストの増加につながり加入者利益に反す

る。
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

確定拠出年金法施

行規則第１５条

記録関連運営管理機関が保存すべき

加入者原簿に記載する項目として、他

の企業年金制度等の資格の得喪に関

する事項、運用指図に関する事項等

がある。このうち、運用指図に関する

事項は、加入者の受給権消滅時等か

ら５年間となっている。

規約の変更の際は、事業所の過半数

組合等の同意を得なければならな

い。

ａ ⅠⅡⅢ

原簿保存年限の緩和については、運

用指図に関する事項について、運用

指図の日から１０年とするように緩和

する予定。

z0900012 厚生労働省 確定拠出年金の手続の簡素化 5034 50340030 11 （社）日本損害保険協会 30 確定拠出年金の原簿保存年限の緩和

原簿データは、給付の権利が消滅後５年

まで保有する必要があり、膨大なデータ

量となるため、項目によって必ずしも長期

保存が不要なデータもあり、保存年限の

緩和を要望したい。

確定拠出年金におけるコストの削減に繋

がり、手数料等の引き下げが可能となる。

加入者原簿は、原則給付の権利が消滅

後５年を経過するまで保存しなければな

らない。原簿記載事項の中には、運用指

図の内容等、必ずしも何十年も保存して

おく必要はないデータと思われるが、これ

らのデータまでを長期間管理するとなると

この管理コストも膨大になりかねない。

36/165



該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

確定拠出年金法施

行規則第１５条

記録関連運営管理機関が保存すべき

加入者原簿に記載する項目として、他

の企業年金制度等の資格の得喪に関

する事項、運用指図に関する事項等

がある。このうち、運用指図に関する

事項は、加入者の受給権消滅時等か

ら５年間となっている。

規約の変更の際は、事業所の過半数

組合等の同意を得なければならな

い。

ａ ⅠⅡⅢ

規約の「特に軽微な変更」について

は、労使合意を不要とするように法律

で手当済み。具体的な項目は省令で

定める。（事業主、事業所等の住所を

定める予定。）

z0900012 厚生労働省 確定拠出年金の手続の簡素化 5084 50840015 11 社団法人　信託協会 15
確定拠出年金の企業型年金規約変更

の届出に関する取扱い

・ 確定拠出年金法施行規則（以下「施行

規則」という）第5条に定める軽微な変更

は、確定拠出年金法第6条第1項により変

更の届出を行うこととされている。この届

出を行う場合は、変更内容に関わらず、

施行規則第7条第1項第2号により被用者

年金被保険者等の過半数（もしくは過半

数の者で構成される組合）を代表する者

の同意が必要である。

・ 軽微な変更のうち、施行規則第5条第1

号から第4号に定める変更（事業主、事業

所、運営管理機関及び資産管理機関の

名称もしくは住所の変更）は被用者年金

被保険者の過半数（もしくは過半数の者

で構成される組合）を代表する者の同意

を必要とするものとも思われず、同意不要

として頂きたい。

・ 事業主、事業所、運営管理機関、資産

管理機関の住所移転や、商号変更は事

務的な色彩が強く、加入者サイドの不利

益になる事態は考えにくい、また変更の

たびに被用者年金被保険者の過半数（も

しくは過半数の者で構成される組合）を代

表する者の同意をとることによる、事業主

の負担（代表者の選出事務や同意が必

要である旨の説明等を実施事業所単位

で行わなければならない）も大きく、加入

者サイドからもこのような事務的事態に

同意を行うことを不自然に感じる声を受け

ている。
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

薬剤師法

第十九条　薬剤師

でない者は、販売

又は授与の目的で

調剤してはならな

い。

薬事法

第九条　薬局の管

理者は、保健衛生

上支障を生ずるお

それがないように、

その薬局に勤務す

る薬剤師その他の

従業者を監督し、そ

の薬局の構造設備

及び医薬品その他

の物品を管理し、そ

の他その薬局の業

務につき、必要な注

意をしなければなら

ない。

薬剤師以外の者が調剤を行うことは

できない。
c Ⅰ

　処方せんによる調剤に用いられる医

薬品については、その取扱い及び管

理に注意を要するものであることか

ら、調剤過誤等を引き起こさないよう、

薬剤師が調剤を行うことが必要であ

る。

　従業員以外の者が調剤室に入室す

ることにより、他の薬剤師の調剤業務

に支障が生じ調剤過誤の原因ともな

り得る他、医薬品の管理に支障を生じ

る等、多くの問題が生じるおそれがあ

ることから、要望事項を認めることは不

適当である。

z0900013 厚生労働省 処方せん自己調製システム 5004 50040001 11 とーのう薬局 1 処方せん自己調製システム

・薬事法等により本来薬剤師が行う調整

業務を、薬剤師監視の下で患者自身が調

剤できる業務（散剤・液剤・向精神薬・覚

醒剤原料・注射薬・自家製剤・計量混合

調剤以外）についてのみ、規制を緩和し

本人が行うシステム

・薬剤師監視の下で患者自身が調剤でき

る業務（散剤・液剤・向精神薬・覚醒剤原

料・注射薬・自家製剤・計量混合調剤以

外）についてのみ、規制を緩和し本人が

行うシステム①薬剤師が希望患者に「基

礎薬学、医療薬学、衛生薬学、薬事関係

制度」等の講習会を開講　②本人識別の

ため、ＩＤカードを作成（免許証等で確認）

③薬剤師が処方せんを監査　④患者自身

が錠剤等または、外用薬等の数量を確認

し調整　⑤調整後、薬剤師が薬剤監査を

し、自己調剤料を差し引いた調整料等を

請求する

①患者自身に処方薬の知識と自覚をもた

せる　②保険調整に伴う医療費を軽減さ

せる(別紙1-1･1-2）

＊要望理由添付資料は、

別紙1-1･1-2参照

＊根拠法令等について

は別紙2参照（薬剤師法

第１９条）　　＊このシステ

ムは、薬剤師法等の拡大

解釈によるシステムです

＊対象者は自動車免許

等取得者
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

薬剤師法

第二十二条　薬剤

師は、薬局以外の

場所で、販売又は

授与の目的で調剤

してはならない。

第二十三条　薬剤

師は、医師、歯科医

師又は獣医師の処

方せんによらなけ

れば、販売又は授

与の目的で調剤し

てはならない。

第二十五条の二

薬剤師は、販売又

は授与の目的で調

剤したときは、患者

又は現にその看護

に当たつている者

に対し、調剤した薬

剤の適正な使用の

ために必要な情報

を提供しなければ

ならない。

平成１０年医薬企第

９０号「ファクシミリを

利用した処方せん

受入体制と患家で

の薬剤の受渡しに

ついて」

一定の条件下において、薬剤師以外

の局員が宅配した場合における服薬

指導を、電話等を利用して行うことは

可能。

d

　調剤を行うにあたり、患者に対して

新規の医薬品が処方された場合等に

は、薬剤師が患者の状態を十分に把

握した上で処方せんの確認を行い、

必要に応じて処方医に対しての疑義

照会、医薬品の調整を経て、患者への

情報提供と共に医薬品を交付する必

要がある。

　また、医師の処方により用いられる

医薬品については、取扱いに注意を

要することから、患者の状態の把握等

を行うに際してテレビ電話を活用する

だけでは不十分であり、全ての場合

において、要望を認めることは困難で

ある。

　しかしながら、調剤される薬剤が前

回と同一で、薬剤師が対面により情報

提供を行う必要がないと判断し、かつ

①　患者が薬剤師以外の者による配

達に同意している。

②　配達を行う薬局の従業者が、処方

せんがファクシミリで電送されたものと

同一であることを確認する。

③　薬局が患者の薬歴を有している。

という条件を満たし、患者等に対し電

話等により必要な情報提供を適切に

行い、患者の質問等に応じる体制を整

えている場合に限り、従業員による配

達も既に認めており、この際の情報提

供においてテレビ電話を活用すること

は現行でも可能である。

z0900014 厚生労働省 宅配時遠隔服薬指導システム 5004 50040002 11 とーのう薬局 2 宅配時遠隔服薬指導システム

従来の宅配時における服薬指導方法に

は、薬剤師が直接患者宅へ出向き、患者

宅にて直接服薬指導を行うシステムであ

る。今回の要望は、薬剤師以外の局員が

宅配した場合における服薬指導を、携帯

型情報端末等を利用して、服薬指導を行

うシステムの実施

患者から送信された処方せんに基づき調

剤後、薬局員等がＩＰ電話、ＰＣ等を持参

し、薬剤師が遠隔地にてその携帯型情報

端末を介し、患者に直接服薬指導を行う

システムである

①病気や怪我また重度の患者にとって、

長時間の病院における診療後、さらに調

剤薬局へ薬剤を受け取るためにさらなる

時間をかけることには、身体的、精神的な

負担が多い。また老人においては交通手

段に限りがあるため、調剤薬局で薬を受

け取るに至るまでに多くの労力を要する

等の理由により、薬剤の宅配を希望する

患者が増えることが予想される。しかし、

薬剤師自身が直接患者宅に出向く事は

物理的に限度があり、制限されるため。

②薬局でも病院でも薬剤師の業務は基

本的に患者さんに対して薬剤の管理及

び指導を行うので管理する項目はかなり

重複しています（業務の範囲、業務量、形

態の違いはありますが．．．）。

今後、病院（薬剤部）や薬局において

患者に対し質の高い薬剤管理指導を行う

ためにも業務の効率化を図る必要がある

と思います。

＊（別紙1参照）

＊要望理由の添付資料

「保険薬局の基本的な管

理･指導内容」（別紙１）
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

なし なし ｃ

医療機関における個人情報保護につ

いては、「個人情報の保護に関する法

律」に則って、今後、適切な体制の確

保を図り、個人情報の適正な取扱いを

進めることとしている。個人情報の保

護については、まずは医療機関自ら

の取り組みを進めることが基本である

と考える。

z0900015 厚生労働省
医薬分業における院外処方せん応需

の個人情報保護について
5004 50040003 11 とーのう薬局 3

「医薬分業における院外処方せん応

需の適正化」

現在、医療機関を受診した際発行される

処方せんを、希望者は病院等から調剤薬

局へFAXにて送信されております。この

際、情報蓄積型の端末が使用されている

ので、個人情報等が第３者に閲覧されて

いる現実があります。但し、待ち時間や交

通手段等の諸事情によりFAX送信のシス

テムは必要かと思われます。患者の個人

情報を保護するために病院等からの通信

システムを情報蓄積型でない端末での通

信システムに統一すること。または、本人

もしくはその家族に直接処方せんを持っ

てきてもらう本来の医薬分業にする必要

がある。

また、FAXを利用した場合、受益者負担の

原理から通信手数料は本来利用者が負

担するものと思われます。しかし、上記の

理由によるFAXの利用は仕方がないもの

と思われるため現在は薬局負担となって

います。通信システムを利用しない者との

不公平が出ると思われるので、患者宅か

ら送信された処方せんや直接持って来ら

れた処方せんに対しては、患者自身に払

い戻しを行う必要があると思われます。こ

れらのシステムの実施を要望します。(別

紙２）

①送信システムを情報蓄積型から、個人

情報保護のため情報が蓄積されない端

末等を使用する。
個人情報保護のため

*要望理由添付資料－通

信手数料関係書類「特別

会費明細書」（別紙2）
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

「処方せん受入れ

準備体制の準備の

ためのファクシミリ

の利用について」

（平成元年１１月１５

日薬企発４６号、保

険発１０５号）

ファクシミリにより処方内容をあらかじ

め電送することは、患者の調剤待ち時

間の短縮及び患者の住居地近くの薬

局における薬歴管理、薬物の相互作

用の防止等の観点からの処方内容の

十分なチェックの実施、在庫医薬品の

有無の事前チェック等、患者サービス

の向上に資することを目的として行わ

れる。

e（事実

誤認）

保険給付とは別に行われる処方せん

のＦＡＸ送信に係る費用負担の在り方

については、そもそも関係者間で協

議されるべきものであり、薬局がＦＡＸ

送信に係る費用を負担する当該サー

ビスを患者が利用しないことをもって

不公平が生ずるとはいえない。

z0900016 厚生労働省
医薬分業における院外処方せん応需

の通信手数料等の返金について
5004 50040003 21 とーのう薬局 3

「医薬分業における院外処方せん応

需の適正化」

現在、医療機関を受診した際発行される

処方せんを、希望者は病院等から調剤薬

局へFAXにて送信されております。この

際、情報蓄積型の端末が使用されている

ので、個人情報等が第３者に閲覧されて

いる現実があります。但し、待ち時間や交

通手段等の諸事情によりFAX送信のシス

テムは必要かと思われます。患者の個人

情報を保護するために病院等からの通信

システムを情報蓄積型でない端末での通

信システムに統一すること。または、本人

もしくはその家族に直接処方せんを持っ

てきてもらう本来の医薬分業にする必要

がある。

また、FAXを利用した場合、受益者負担の

原理から通信手数料は本来利用者が負

担するものと思われます。しかし、上記の

理由によるFAXの利用は仕方がないもの

と思われるため現在は薬局負担となって

います。通信システムを利用しない者との

不公平が出ると思われるので、患者宅か

ら送信された処方せんや直接持って来ら

れた処方せんに対しては、患者自身に払

い戻しを行う必要があると思われます。こ

れらのシステムの実施を要望します。(別

紙２）

②処方せんを直接持参または、医療機関

以外から送信された患者に対して、通信

手数料等の返金を行う。

個人情報保護のため

*要望理由添付資料－通

信手数料関係書類「特別

会費明細書」（別紙2）
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

社会保険診療報酬

支払基金法第１５条

及び同条第３項の

規定による告示及

び局長通知

社会保険診療報酬支払基金の業務に

は地方自治体の行う乳幼児医療等の

助成事業の審査支払いは含まれな

い。

ｃ Ⅲ、Ⅳ

公的医療保険における一部負担金は

医療を受けるものと受けないものとの

均衡を図るという観点等から、受診者

に一定の負担をしていただくという趣

旨で設けられたものであるが、地方公

共団体による医療費助成制度はこうし

た趣旨を没却させるものであり、また、

一部負担金をなくすことにより医療費

の増大を招くおそれがある。よって、社

会保険診療報酬支払基金にその審査

支払いを委託することを認めることは

困難である。

z0900017 厚生労働省
社会保険診療報酬支払基金が取り扱

う審査支払業務の範囲拡大
5011 50110001 11 横浜市 1

社会保険診療報酬支払基金が取り扱

う審査支払業務の範囲拡大

　社会保険診療報酬支払基金の業務は、

社会保険診療報酬支払基金法、国の告

示及び局長通知により業務範囲が特定さ

れています。

　現在横浜市が実施している重度障害者

医療費助成制度、ひとり親家庭等医療費

助成制度及び小児医療費助成制度（以

下「医療費助成制度」という。）の審査支

払業務は、対象外とされているため、告

示に伴う局長通知の改正により、社会保

険診療報酬支払基金が取り扱える業務

範囲とするよう要望します。

　医療費助成制度の審査支払業務を、社

会保険診療報酬支払基金に委託する。

　現在、社会保険分については、保険分

はレセプトで社会保険診療報酬支払基金

に、医療費助成分は国民健康保険団体

連合会に審査支払事務を委託しており、

医療機関が請求を行っている。

　医療費助成制度の審査支払業務を、社

会保険診療報酬支払基金に委託すること

により、医療費助成制度における下記の

問題点を解消する。

①　医療機関は、社会保険分のレセプト作

成以外に医療費助成分の請求書作成が

必要であり、事務処理が負担となってい

る。

②　レセプトの査定減点や資格過誤が

あっても、医療費助成分がレセプトと連動

できず、公費の過払いが発生している。

③　高額療養費については、実施主体が

一旦全額を医療費助成した後、保険者や

医療費助成対象者本人や被保険者と連

絡調整し高額療養費の精算をしており、

事務処理が煩雑化している。

①　告示に伴う厚生省保

険局長通知

②　１３大都市心身障害

者医療費助成主管課長

会による要請文
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

社会保険診療報酬

支払基金法第１５条

及び同条第３項の

規定による告示及

び局長通知

社会保険診療報酬支払基金の業務に

は地方自治体の行う乳幼児医療等の

助成事業の審査支払いは含まれな

い。

ｃ Ⅲ、Ⅳ

公的医療保険における一部負担金は

医療を受けるものと受けないものとの

均衡を図るという観点等から、受診者

に一定の負担をしていただくという趣

旨で設けられたものであるが、地方公

共団体による医療費助成制度はこうし

た趣旨を没却させるものであり、また、

一部負担金をなくすことにより医療費

の増大を招くおそれがある。よって、社

会保険診療報酬支払基金にその審査

支払いを委託することを認めることは

困難である。

z0900017 厚生労働省
社会保険診療報酬支払基金が取り扱

う審査支払業務の範囲拡大
5055 50550001 11 川崎市 1

社会保険診療報酬支払基金が取り扱

う審査支払業務の範囲拡大

　社会保険診療報酬支払基金の業務は、

社会保険診療報酬支払基金法、国の告

示及び局長通知により業務範囲が特定さ

れています。

　現在、川崎市が実施している重度障害

者医療費助成制度・ひとり親家庭等医療

費助成制度及び小児医療費助成制度

（以下「医療費助成制度」という。）の審

査支払業務は、対象外とされているた

め、告示に伴う局長通知の改正により、

社会保険診療報酬支払基金が取り扱え

る業務範囲とするよう要望します。

　医療費助成制度の審査支払業務を、社

会保険診療報酬支払基金に委託する。

　現在、社会保険分については、保険分

はレセプトで社会保険診療報酬支払基金

に、医療費助成分は国民健康保険団体

連合会に審査支払事務を委託し医療機

関が請求を行なっている。

　この請求方法を、医療費助成分は診療

報酬支払基金に請求することにより、医

療機関の請求事務負担軽減や過払い、

高額療養費精算事務の簡素が図れる。

　医療費助成制度の審査支払業務を社会

保険診療報酬支払基金に委託することに

より、医療費助成制度における下記の問

題点を解消することができる。

　①　医療機関は、社会保険分のレセプト

作成以外に医療費助成分の請求書作成

が必要であり、事務負担となっている。

　②　レセプトの審査減点や資格過誤が

あっても、医療費助成分がレセプトと連動

できず、公費の過払いが発生している。

　③　高額療養費については、実施主体

が一旦全額を医療費助成した後、保険者

や助成対象者本人・被保険者と連絡調整

し高額療養費の精算をしており、事務処

理が煩雑化している。

①　告示に伴う厚生省保

険局長通知

②　１３大都市心身障害

者医療費助成主管課長

会議による要請文

③　川崎市の医療費助成

制度支払事務の流れ（社

保分）

④　川崎市平成１５年度

医療費助成の状況
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

社会保険診療報酬

支払基金法第１５条

及び同条第３項の

規定による告示及

び局長通知

社会保険診療報酬支払基金の業務に

は地方自治体の行う乳幼児医療等の

助成事業の審査支払いは含まれな

い。

ｃ Ⅲ、Ⅳ

公的医療保険における一部負担金は

医療を受けるものと受けないものとの

均衡を図るという観点等から、受診者

に一定の負担をしていただくという趣

旨で設けられたものであるが、地方公

共団体による医療費助成制度はこうし

た趣旨を没却させるものであり、また、

一部負担金をなくすことにより医療費

の増大を招くおそれがある。よって、社

会保険診療報酬支払基金にその審査

支払いを委託することを認めることは

困難である。

z0900017 厚生労働省
社会保険診療報酬支払基金が取り扱

う審査支払業務の範囲拡大
5059 50590001 11 千葉県千葉市 1

社会保険診療報酬支払基金が取り扱

う審査支払業務の範囲拡大

社会保険診療報酬支払基金の業務は、

社会保険診療報酬支払基金法、国の告

示及び局長通知により業務範囲が特定さ

れている。現在市が実施している乳幼児

医療費助成制度の審査支払業務は、対

象外とされているため告示に伴う局長通

知の改正により、社会保険診療報酬支払

基金が取り扱える業務範囲とするよう要

望する。なお、母子家庭等医療費助成制

度と心身障害者（児）医療費助成制度に

ついては、現在償還払い方式で実施して

いるが、今後現物給付化した際には、乳

幼児医療費助成制度同様に要望する。

乳幼児医療費助成制度の審査支払事務

は、社会保険診療報酬支払基金に委託

する。現在社会保険分については、保険

分はレセプトで社会保険診療報酬支払基

金に請求する。医療費助成分は国民健康

保険団体連合会を経由し請求している。

乳幼児医療費助成制度の審査支払業務

を社会保険診療報酬支払基金に委託す

ることにより、各医療費助成制度における

実施主体は下記の問題点を解消する。

①医療機関は、社会保険分のレセプト作

成以外に医療費助成分の請求書作成が

あり、事務処理が二重の手間の負担に

なっている。

②レセプトの査定減などがあっても、医療

費助成分がレセプトと連動できず、公費の

過払いが発生している。

①告示に伴う厚生省保

険局長通知文

②１３大都市心身障害者

医療費助成主管課長会

による要請文
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

社会保険診療報酬

支払基金法第１５条

及び同条第３項の

規定による告示及

び局長通知

社会保険診療報酬支払基金の業務に

は地方自治体の行う乳幼児医療等の

助成事業の審査支払いは含まれな

い。

ｃ Ⅲ、Ⅳ

公的医療保険における一部負担金は

医療を受けるものと受けないものとの

均衡を図るという観点等から、受診者

に一定の負担をしていただくという趣

旨で設けられたものであるが、地方公

共団体による医療費助成制度はこうし

た趣旨を没却させるものであり、また、

一部負担金をなくすことにより医療費

の増大を招くおそれがある。よって、社

会保険診療報酬支払基金にその審査

支払いを委託することを認めることは

困難である。

z0900017 厚生労働省
社会保険診療報酬支払基金が取り扱

う審査支払業務の範囲拡大
5069 50690001 11 福岡市役所 1

社会保険診療報酬支払基金（以下基

金という。）が取り扱う審査支払業務

の範囲拡大

　基金の業務は社会保険診療報酬支払

基金法、国の告示及び局長通知により業

務範囲が特定されている。現在、福岡市

が実施している重度心身障害者医療費

助成制度、乳幼児医療費助成制度、母子

家庭等医療費助成制度、老人医療費助

成制度の医保本人分(以下｢各医療費助

成制度等｣という。)の審査支払業務は対

象外とされているため、告示に伴う局長

通知の改正により、基金が取り扱える業

務範囲とするよう要望する。なお、老人医

療費助成制度の医保家族分のみ、以前よ

り基金は受託しており、それ以後の新規

業務は受託しないこととされている。

　各医療費助成制度等の審査支払事務

を、基金に委託する。現在、社会保険分の

請求について、保険分はレセプトで基金

に、医療費助成分は国保連合会に請求さ

れている。

　厚労省では、基金はその設立目的にお

いて国保連合会とは性格・事情等を異に

しており、また、医療保険の一部負担金

の趣旨を没却させることや医療費の増大

のおそれがあることから基金に審査支払

を委託させることは不適当との見解が示

された。全国市区町村で実施されている

各医療費助成制度等は、国民の福祉増

進に貢献しており、また、早期受診による

病気の重症化を防止する役割も担ってい

る。基金は、すでに民間法人化されてお

り、また、医療機関・地方公共団体・国民

の事務効率化、及び各医療費助成制度

等の医療費の適正化のため、国の規制

緩和を要望する。

①社会保険診療報酬支

払基金法（抜粋）②告示

に伴う厚生省保険局長

通知文　　　③１３大都市

心身障害者医療費助成

主管課長会議による要請

文　　　　　　　　④医療費

助成支払事務の流れ
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

社会保険診療報酬

支払基金法第１５条

及び同条第３項の

規定による告示及

び局長通知

社会保険診療報酬支払基金の業務に

は地方自治体の行う乳幼児医療等の

助成事業の審査支払いは含まれな

い。

ｃ Ⅲ、Ⅳ

公的医療保険における一部負担金は

医療を受けるものと受けないものとの

均衡を図るという観点等から、受診者

に一定の負担をしていただくという趣

旨で設けられたものであるが、地方公

共団体による医療費助成制度はこうし

た趣旨を没却させるものであり、また、

一部負担金をなくすことにより医療費

の増大を招くおそれがある。よって、社

会保険診療報酬支払基金にその審査

支払いを委託することを認めることは

困難である。

z0900017 厚生労働省
社会保険診療報酬支払基金が取り扱

う審査支払業務の範囲拡大
5095 50950007 11 東京都 7

社会保険診療報酬支払基金が取り扱

う審査支払業務の範囲拡大

都が実施している「心身障害者医療費助

成制度」並びに区市町村が実施している

「ひとり親家庭医療費助成制度」及び「乳

幼児医療費助成制度」（以下「医療費助

成制度」という。）の審査支払業務を社会

保険診療報酬支払基金が取り扱える業

務範囲とすること。

・支払基金の業務範囲は法令等で定めら

れており、医療費助成制度の審査支払業

務は対象外のため、社会保険分はレセプ

トで支払基金に、医療費助成分は国保連

合会に請求。そのため下記の問題が発

生。

①医療機関は、社会保険分のレセプト作

成に加え医療費助成分の請求書作成の

事務処理を負担。

②レセプトの査定減等があっても、医療費

助成分と連動できず、公費の過払いが発

生。

③高額療養費は、実施主体が一旦全額

立替払後、保険者や患者本人と連絡調整

して精算しており、事務処理が煩雑化。
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

（１）平成11年7月9

日医薬発第827号

厚生省医薬安全局

長通知

（２）平成9年3月31

日薬発第479号厚

生省薬務局長通知

（１）構造、使用方法、効能、効果及び

性能が既承認品目と同一である医療

用具は、その申請時に必要な資料は

簡略化されている。

（２）外国で実施された臨床試験デー

タについて、一定の要件に適合するも

のは審査資料として受け入れることと

している。

d

（１）　構造、使用方法、効能、効果及

び性能が既承認品目と同一である医

療用具は、平成11年7月9日医薬発第

827号厚生省医薬安全局長通知によ

り、その申請時に必要な資料は簡略

化されている。但し、既承認品目と構

造が同一であっても、新規の使用方

法、効能、効果及び性能を標榜する際

には有効性・安全性を改めて評価す

る必要があり、申請の簡略化はできな

い。

（２）　なお、外国で実施された臨床試

験データの取り扱いには、平成9年3

月31日薬発第479号厚生省薬務局長

通知により要件を定めており、この要

件に適合するものは審査資料として

受け入れることとしている。

z0900018 厚生労働省

新規医療用具の承認申請の際、人体

への悪影響があまり考えられないも

のであれば、申請を簡略化して欲し

い。

5013 50130001 11 株式会社アジアス 1

新規医療用具の承認申請の際、人体

への悪影響があまり考えられないも

のであれば、申請を簡略化して欲し

い。

新規医療用具の承認申請の際、相当な

時間と経費が掛かる。人体への悪影響が

あまり考えられないものであれば、申請

を簡略化して欲しい。また、厚労省指定病

院でなくとも臨床データ取りを認めて欲し

い。（外国のデータの有効性ももっと参照

して欲しい。特に厚労省が政策を検討す

るときに参考にあげている国のデータ

等。）

段階的波動発生装置（特許公開済）を現

在は低周波治療器として申請・承認して

いるが、新規医療用具として再度申請し、

別の効能・効果をうたいたい。また、大手

医療メーカーだけでなく、中小企業、ベン

チャー会社にも新規医療用具の申請の

間口が広がり、開発コストもダウンする。

申請が大変。入り組んでいる。新規で参

入するにはノウハウが必要。ノウハウを

知るための公的機関の相談も数十? 数

百万円とる。（PMDAでの医療用具治験・

申請前相談で1相談あたり160万円強必

要）以前申請しようとした際、30例を２カ

所計60例の症例を取り、計数億円が必要

と言われた。これでは新規参入の中小企

業がせっかく良い発明をしても生かせな

い。
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

薬事法第６６条第２

項　医薬品等適正

広告基準第３（基

準）１０

薬事法第６６条第２項において、医薬

品、医薬部外品、化粧品又は医療用

具の効能、効果又は性能につき、医師

その他の者がこれを保証したものと誤

解されるおそれがある広告を禁止。

「その他の者」について、医薬品等適

正広告基準　第３　１０において世人の

認識に相当の影響を与える公務所

（等）が公認（等）している等の広告は

行わないものとする旨規定。

d Ⅳ

特許の表示については、「方法特許」

又は「製法特許」の文字及び特許番

号並びに特許発明にかかる事実を併

記して正確に表示する場合は差し支

えないものと認めているところであ

る。ただし、広告の内容等から、消費

者に特別良い製品であるかの誤解を

与え、適切な医療の機会を逸するお

それがある場合においては、その広

告は認められない。

z0900019 厚生労働省
医療用具における広告・広報及び情

報開示等の規制緩和。
5013 50130002 11 株式会社アジアス 2

医療用具における広告・広報及び情

報開示等の規制緩和。

「世界初・特許公開」「世界17ヶ国特許認

可」等特許を取得あるいは公開した旨の

表現を広告に使用してはいけない。とあ

るが、なぜダメなのか具体的に示して欲

しい。特許取得とその内容が事実であれ

ば、うたっても良いことにして欲しい。

「特許」に関する表現は、消費者に特別

良い製品であるかの誤認を与えるおそれ

があることから、広告基準において使用

しないよう、遵守すべき事項としている。

が、特許というものがどういうものである

か、消費者はわかってきている。特許とい

う権利を持っているのにそれを製品に表

示できないのは厳しい。これも大メーカー

によるイメージ広告によって、聞いたこと

のあるメーカーのものであれば大丈夫で

あるとのイメージを消費者に与え、中小企

業の製品が淘汰されてしまう。
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

確定拠出年金法

第３号被保険者や公務員は確定拠出

年金に加入できない。

企業型の資格を喪失した後、他の企

業年金制度があり確定拠出年金を実

施していない企業に転職した場合等

は、個人型の運用指図者となり加入

者とはならない。

ｃ ⅠⅡⅢ

・確定拠出年金の加入対象者の拡大

については、確定拠出年金制度にお

ける個人拠出の在り方等幅広い議論

をすることが必要であり、中長期的に

検討すべき事項。

z0900020 厚生労働省 確定拠出年金の加入対象者の拡大 5016 50160006 31 社団法人全国地方銀行協会 6

確定拠出年金制度の改善（拠出限度

額の引上げ、マッチング拠出の解禁、

加入対象者の拡大）

確定拠出年金制度についてc.加入対象

者の拡大、の措置を講じる。

c については、制度の加入対象者に、第

三号被保険者（専業主婦等）及び公務員

を加えるべきである。例えば、拠出期間が

短い加入者が退職し専業主婦等になっ

た場合、将来において少額の給付しか得

られないことが想定される。本件につい

ては、「３か年計画」では取りあげられて

いないが、改めて検討を行うべきである。

「各省庁からの再回答」

では、「a.拠出限度額の

引上げ」については、

「12月17日の税制大綱

により認められ、現在与

党と調整中」とし、「b.マッ

チング拠出の解禁」につ

いては、「企業型におけ

る本人拠出については、

個人が任意で拠出するこ

ととなることから、貯蓄と

の相違の整理ができるの

か等の基本的な問題が

あるため、見直しが困難

であり、措置できない。」

とし、「c.加入対象者の拡

大」については、「第３号

被保険者については、公

的年金における整理等を

見て検討する必要がある

こと、公務員について

は、公務員の退職給付制

度の取扱いの中で検討

されるべき問題であり、

現時点での見直しは困

難であるため、措置でき

ない。」としている。な

お、「a.拠出限度額の引

上げ」については、本年

１月、「平成16年度税制

改正の要綱」が閣議決定

され、個人型年金、およ

び企業型年金における

拠出限度額が引き上げら
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

確定拠出年金法

第３号被保険者や公務員は確定拠出

年金に加入できない。

企業型の資格を喪失した後、他の企

業年金制度があり確定拠出年金を実

施していない企業に転職した場合等

は、個人型の運用指図者となり加入

者とはならない。

ｃ ⅠⅡⅢ

・確定拠出年金の加入対象者の拡大

については、確定拠出年金制度にお

ける個人拠出の在り方等幅広い議論

をすることが必要であり、中長期的に

検討すべき事項。

z0900020 厚生労働省 確定拠出年金の加入対象者の拡大 5034 50340024 11 （社）日本損害保険協会 24
確定拠出年金の加入対象者の拡大

（第３号被保険者、公務員）

確定拠出年金制度において、個人型年

金への専業主婦、公務員の加入を認めて

いただきたい。

確定拠出年金の制度普及が図られる。

専業主婦、公務員個人の自助努力による

老後資金形成の促進に寄与する。

少子高齢化の進展、高齢期の生活の多

様化等の社会経済情勢の変化にかんが

み、国民の高齢期における所得の確保に

係る自主的な努力を支援し、国民の生活

の安定と福祉の向上に寄与する効果が

ある。

確定拠出年金制度に加入できないもの

が存在することにより、確定拠出年金の

ポータビリティーが確保されず、十分なも

のとならない。

（現状）

確定拠出年金において、個人型への専

業主婦（第3号被保険者）、公務員の加入

が認められていない。
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

確定拠出年金法

第３号被保険者や公務員は確定拠出

年金に加入できない。

企業型の資格を喪失した後、他の企

業年金制度があり確定拠出年金を実

施していない企業に転職した場合等

は、個人型の運用指図者となり加入

者とはならない。

ｃ ⅠⅡⅢ

・個人型年金は、他に企業年金制度

のないサラリーマン又は自営業者等

が老後のために資産を積み立ててお

くためのものであり、他に企業年金制

度のある者に個人型への拠出を認め

ることは、制度の趣旨に反するため困

難。

・確定拠出年金の加入対象者の拡大

については、確定拠出年金制度にお

ける個人拠出の在り方等幅広い議論

をすることが必要であり、中長期的に

検討すべき事項。

z0900020 厚生労働省 確定拠出年金の加入対象者の拡大 5039 50390046 21 社団法人 リース事業協会 46 確定拠出年金制度に関する規制緩和

２．企業型のない企業に勤務した際、企

業年金制度の有無にかかわらず個人型

の加入者となれるようにすること３．公務

員、専業主婦であっても個人型の加入者

となれるようにすること

確定拠出年金制度の普及、制度のシンプ

ル化、運用コスト（人的コスト含む）の削

減

加入後は６０歳まで引き出せず、老後資産

形成を続けるという制度主旨に対し、加

入資格なしとして個人型運用指図者とな

らざるを得ない実情は資産形成を阻害す

るものである。特に転職先の企業の制度

有無で加入者と運用指図者に分別する

必要はない。確定拠出年金制度と企業年

金制度の同時導入を認めているのである

から企業年金制度のある企業の社員でも

個人型加入者にして問題はないはず。ま

た、企業年金制度は各企業の独自運営

のものであり、この有無で拠出限度額に

差をつける必要は感じない。これらの規

制はポータビリティーのメリットを阻害する

ものと捉えている。
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

確定拠出年金法

第３号被保険者や公務員は確定拠出

年金に加入できない。

企業型の資格を喪失した後、他の企

業年金制度があり確定拠出年金を実

施していない企業に転職した場合等

は、個人型の運用指図者となり加入

者とはならない。

ｃ ⅠⅡⅢ

・個人型年金は、他に企業年金制度

のないサラリーマン又は自営業者等

が老後のために資産を積み立ててお

くためのものであり、他に企業年金制

度のある者に個人型への拠出を認め

ることは、制度の趣旨に反するため困

難。

・確定拠出年金の加入対象者の拡大

については、確定拠出年金制度にお

ける個人拠出の在り方等幅広い議論

をすることが必要であり、中長期的に

検討すべき事項。

z0900020 厚生労働省 確定拠出年金の加入対象者の拡大 5040 50400004 21 オリックス 4 確定拠出年金制度に関する規制緩和

２．企業型のない企業に勤務した際、企

業年金制度の有無にかかわらず個人型

の加入者となれるようにすること３．公務

員、専業主婦であっても個人型の加入者

となれるようにすること

確定拠出年金制度の普及制度のシンプル

化、運用コスト（人的コスト含む）の削減

老後資産形成を続けるという制度の主旨を確保する

ために、加入後６０歳まで引き出しをできないことと

することによって、退職者が加入資格なしとして個人

型運用指図者とならざるを得ない実情は資産形成を

阻害するものである。特に転職先の企業の制度有

無で加入者と運用指図者に分別する必要はない。

確定拠出年金制度と企業年金制度の同時導入を認

めているのであるから企業年金制度のある企業の

社員でも個人型加入者にして問題はないはず。ま

た、企業年金制度は各企業の独自運営のものであ

り、この有無で拠出限度額に差をつける必要は感じ

ない。これらの規制はポータビリティーのメリットを

阻害するものと捉えている。
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

確定拠出年金法

第３号被保険者や公務員は確定拠出

年金に加入できない。

企業型の資格を喪失した後、他の企

業年金制度があり確定拠出年金を実

施していない企業に転職した場合等

は、個人型の運用指図者となり加入

者とはならない。

ｃ ⅠⅡⅢ

・確定拠出年金の加入対象者の拡大

については、確定拠出年金制度にお

ける個人拠出の在り方等幅広い議論

をすることが必要であり、中長期的に

検討すべき事項。

z0900020 厚生労働省 確定拠出年金の加入対象者の拡大 5139 51390032 11
（社）全国信用金庫協会・信金

中央金庫
32
確定拠出年金個人型年金の加入資格

の緩和

確定拠出年金個人型年金の加入対象者

に、専業主婦など第３号被保険者を加え

るよう確定拠出年金個人型年金の加入資

格を緩和する。

例えば、拠出期間が短い加入者が退職

し、専業主婦等になった場合、拠出の継

続が認められないため、少額の給付しか

得られないことが想定されるが、極力多く

の国民が確定拠出年金制度の目的であ

る「自助努力による老後資金の確保への

支援」を受けられるようにするため、改善

されるべきである。
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

確定拠出年金法

営業職員による運用管理業務（運用

の方法に係る情報提供）と運用商品

の販売等の事務の兼務は認められて

いない。

ｃ ⅠⅡⅢ

営業職員による運用管理業務と運用

商品の販売等の事務の兼務について

は、運営管理業務の中立性確保の必

要性の観点から、認めることはできな

い。

z0900021 厚生労働省

確定拠出年金の運用関連業務と運用

商品の販売等の事務の兼業禁止ルー

ルの廃止

5016 50160007 11 社団法人全国地方銀行協会 7

確定拠出年金制度の改善（運用関連

業務と運用商品の販売等の事務の兼

業禁止ルールの廃止）

確定拠出年金制度について運用関連業

務（運用の方法に係る情報提供）と運用

商品の販売等の事務の兼務禁止ルール

を廃止する。

自行が運営管理機関である場合、提示商

品の内容に関する加入者からの照会に

対応できず、加入者に不信感を抱かせる

ことに繋がりかねない。本規制が撤廃さ

れれば、確定拠出年金制度の概要や各

運用商品に関する説明から販売事務ま

で、一担当者が一貫して取り扱うことが

可能となり、顧客利便の向上にも資する。

加えて、大手金融機関に比して人的余力

に乏しい地域金融機関においては、より

柔軟な組織運営・業務展開が可能とな

り、確定拠出年金制度のさらなる普及に

寄与できると考えられる。本件について

は、「３か年計画」では取り上げられてい

ないが、改めて検討を行うべきである。

「各省庁からの再回答」

では、「加入者の利益を

考慮して、利益相反行為

が行われないように、兼

業禁止を原則としている

ところであり、変更するこ

とはできない。なお、営

業職員が顧客の求めに

応じ一般的な説明を行う

こと等は認めている」とし

ている。
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

確定拠出年金法

営業職員による運用管理業務（運用

の方法に係る情報提供）と運用商品

の販売等の事務の兼務は認められて

いない。

ｃ ⅠⅡⅢ

営業職員による運用管理業務と運用

商品の販売等の事務の兼務について

は、運営管理業務の中立性確保の必

要性の観点から、認めることはできな

い。

z0900021 厚生労働省

確定拠出年金の運用関連業務と運用

商品の販売等の事務の兼業禁止ルー

ルの廃止

5139 51390035 11
（社）全国信用金庫協会・信金

中央金庫
35

確定拠出年金運営管理業務にかかる

金融商品営業担当者による兼務禁止

の緩和

金融機関の金融商品営業担当者につい

て、確定拠出年金運営管理業務のうちの

運用関連業務の兼務禁止を緩和する。ま

た、兼務禁止の緩和に際しては、営業担

当者が加入者に対して中立的な立場で

運用関連業務を行うことを前提とする。

確定拠出年金業務を取り扱う金融機関の

体制整備に関し、本兼務禁止措置の緩和

は、確定拠出年金の普及に資するものと

考えられる。
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

労働者派遣事業の

適正な運営の確保

及び派遣労働者の

就業条件の整備等

に関する法律（労働

者派遣法）第４０条

の２第１項、労働者

派遣事業の適正な

運営の確保及び派

遣労働者の就業条

件の整備等に関す

る法律施行令（労働

者派遣法施行令）

第４条第２５号、労働

者派遣事業関係業

務取扱要領の第９

の４の（３）のヘの

（２５）

○専門的な知識、技術又は経験や特

別な雇用管理を必要とする業務で

あって、労働者派遣が労働者の職業

生活の全期間にわたるその能力の有

効な発揮及びその雇用の安定に資す

ると認められる雇用慣行を損なわない

と認められるものとして政令で定める

業務（いわゆる「２６業務」）について

は、派遣受入期間（最長３年）の制限

が適用されない。

○平成１４年３月の労働者派遣法施行

令の改正により、いわゆる２６業務に

金融商品の営業関係の業務が追加さ

れたところ。

ｃ Ⅱ・Ⅳ

○現在、労働者派遣法施行令第４条第２５号に

おいて規定されている「金融商品の販売等に関

する法律第２条第１項に規定する金融商品の販

売の対象となるもの」を金融商品の営業関係の

業務の対象としていることは、「その業務を迅速

かつ的確に遂行するために専門的な知識、技

術又は経験を必要とする業務」であって、「当該

業務に係る労働者派遣が労働者の職業生活の

全期間にわたるその能力の有効な発揮及びそ

の雇用の安定に資すると認められる雇用慣行を

損なわないと認められる」業務の対象として適

切なものであると考えている。

○労働者派遣事業は、その利用の仕方によっ

ては、安定した雇用機会の確保、長期雇用慣

行を前提とした雇用の安定、職業能力の有効発

揮、安定した労使関係等我が国の雇用慣行に

悪影響を及ぼすおそれもあること等を勘案する

と、いわゆる２６業務として派遣受入期間の制

限の適用除外とするためには、「専門的な知

識、技術又は経験を必要とする業務」としてふさ

わしい専門性が求められるところである。このよ

うな観点から、労働者派遣事業関係業務取扱

要領において、「専門的な知識、技術又は経験

を必要とする業務」として、一種外務員資格を有

する証券外務員の業務等を例示しているところ

であり、これに相当すると認められる者を含むも

のであるが、二種外務員資格については、一

種外務員資格等に相当するとは認められない。

○いわゆる２６業務に含めるべき業務について

は、専門性などについて具体的に検討すること

が適当であり、具体的要望、業務の実態等を踏

まえ、必要に応じて検討すべきであると考えて

いるところであるが、御提案の「ローン関連商品

等」に係る業務や、「債務者等に対する企業再

生関連業務」は、様々な業務が含まれ得るもの

であり、専門性などについて検討するための

具体性がなく、これをもって、いわゆる２６業務

に含めることの可否について回答することは困

z0900022 厚生労働省 労働者派遣事業の２６業種の見直し 5016 50160012 11 社団法人全国地方銀行協会 12
子会社における労働者派遣事業に係

る規制の緩和

労働者派遣事業に関して、a.専門的な知

識・技術や特別な雇用管理を必要とする

業務であって政令で定める業務（いわゆ

る26業務）に係る規定等の見直しの措置

を講じる。

　aに関しては、労働者派遣法施行令第４

条第25号において、「金融商品の営業関

係の業務」に係る金融商品の範囲を「金

融商品の販売等に関する法律第２条第１

項に規定する金融商品」に限定している

が、これらの金融商品以外にも専門的な

知識を必要とする商品は多く存在するた

め（ローン関連商品等）、ここでの金融商

品の定義を見直すべきである。また、労働

者派遣事業に関する実務指針（労働者派

遣事業関係業務取扱要領）においては、

金融商品の営業関係の業務を行う派遣

労働者に求められる専門知識のレベルと

して、証券一種外務員資格等の必要以上

に高度な資格を例示している（証券二種

外務員資格等を含めない理由が明らか

でない）。この点について、厚生労働省

は、「例示した資格を有しなくても、これに

相当すると認められる者については、例

示された資格を有する者に含めて考えて

よい」としているが、例えば、証券二種外

務員資格を一種に相当するとみなすこと

はやはり困難であり、これらの資格の例

示は見直すべきである。加えて、債務者

等に対する企業再生関連業務について

も26業務に含めるべきである。本件につ

いては、「３か年計画」では取りあげられ

ていないが、改めて検討を行うべきであ

る。

「各省庁からの再回答」

では、「a.26業務に係る

規定等の見直し」につい

て、「いわゆる26業務と

して、派遣受入期間の制

限の対象外とするために

は、『専門的な知識、技

術又は経験を必要とする

業務』としてふさわしい

専門性が求められるとこ

ろであり、例示されてい

る資格については、適切

なものとして考えてい

る。ただし、例示した資格

を有しなくても、これに相

当すると認められる者に

ついては、例示された資

格を有する者に含めて考

えることは、労働者派遣

法施行令において既に

明示している通りであ

り、この考え方に変更は

ないため、労働者派遣事

業関係業務取扱要領を

見直す必要はない」とし

ている。
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

労働者派遣事業の

適正な運営の確保

及び派遣労働者の

就業条件の整備等

に関する法律（労働

者派遣法）第２６条

第７項、派遣元事業

主が講ずべき措置

に関する指針（平成

１１年労働省告示第

１３７号）第２の１１の

（１）、派遣先が講ず

べき措置に関する

指針（平成１１年労

働省告示第１３８号）

第２の３

○派遣先は、紹介予定派遣の場合を

除き、派遣元事業主が当該派遣先の

指揮命令の下に就業させようとする労

働者について、労働者派遣に先立っ

て面接すること等派遣労働者を特定

することを目的とする行為をしてはな

らない。

ｂ Ⅰ・Ⅲ

○労働者派遣については、派遣労働者の職業

能力を派遣元事業主が評価し、派遣先の必要と

する労働力に相応しい派遣労働者を派遣元事

業主が適切に判断して労働者派遣を行うことが

制度の基本であり、事前面接等の解禁のため

の条件整備等がなされずに事前面接等を可能

とした場合には、職業能力以外の要素である容

姿、年齢等に基づく選別が行われるおそれがあ

り、また、派遣先に直接の雇用責任が発生しか

ねず、労働者保護、雇用責任の明確化の観点

から問題があると考えられる。

○平成１６年３月から、労働者の判断の下に派

遣就業開始前の事業所訪問又は履歴書の送付

を行うことは可能である旨を派遣元指針・派遣先

指針に明記するとともに、紹介予定派遣の場合

に事前面接等を行うことを可能としたところであ

り、労働政策審議会において、「（１）の（ⅰ）

（注：派遣就業開始前の面接又は履歴書の送

付）を紹介予定派遣以外の労働者派遣につい

て認めることについては、引き続き、解禁のた

めの条件整備等について、紹介予定派遣にお

ける（１）の①の派遣就業開始前の面接、履歴

書の送付等（派遣労働者を特定することを目的と

する行為）の実施状況等を見ながら、慎重に検

討していくことが適当である」とされ、また、「規

制改革・民間開放推進３か年計画」（平成１６年

３月１９日閣議決定）において、「紹介予定派遣

以外の派遣を対象とした事前面接の解禁のた

めの条件整備等についても、紹介予定派遣に

おける事前面接等の実施状況を勘案しつつ、そ

の検討を速やかに開始する」とされていることを

踏まえ、対応してまいりたい。

z0900023 厚生労働省 派遣労働者の事前面接の自由化 5016 50160012 21 社団法人全国地方銀行協会 12
子会社における労働者派遣事業に係

る規制の緩和

労働者派遣事業に関して、b.事前面接の

禁止規制の緩和、の措置を講じる。

b に関しては、派遣に先だって派遣労働

者と面接することが禁止されているため、

当該労働者の能力や適性を事前に見極

めることができないという弊害が生じて

いる。本件については、「３か年計画」に

おいて、平成17年度検討とされたが、前

倒しで検討を行うべきである。

「各省庁からの再回答」

では、「b.事前面接の禁

止規制の緩和」について

は、「３か年計画」のなか

で、「紹介予定派遣以外

の派遣を対象とした事前

面接の解禁のための条

件整備等について、紹介

予定派遣における事前

面接等の実施状況を勘

案しつつ、その検討を速

やかに開始する。」として

いる。
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

労働者派遣事業の

適正な運営の確保

及び派遣労働者の

就業条件の整備等

に関する法律（労働

者派遣法）第２６条

第７項、派遣元事業

主が講ずべき措置

に関する指針（平成

１１年労働省告示第

１３７号）第２の１１の

（１）、派遣先が講ず

べき措置に関する

指針（平成１１年労

働省告示第１３８号）

第２の３

○派遣先は、紹介予定派遣の場合を

除き、派遣元事業主が当該派遣先の

指揮命令の下に就業させようとする労

働者について、労働者派遣に先立っ

て面接すること等派遣労働者を特定

することを目的とする行為をしてはな

らない。

ｂ Ⅰ・Ⅲ

○労働者派遣については、派遣労働者の職業

能力を派遣元事業主が評価し、派遣先の必要と

する労働力に相応しい派遣労働者を派遣元事

業主が適切に判断して労働者派遣を行うことが

制度の基本であり、事前面接等の解禁のため

の条件整備等がなされずに事前面接等を可能

とした場合には、職業能力以外の要素である容

姿、年齢等に基づく選別が行われるおそれがあ

り、また、派遣先に直接の雇用責任が発生しか

ねず、労働者保護、雇用責任の明確化の観点

から問題があると考えられる。

○平成１６年３月から、労働者の判断の下に派

遣就業開始前の事業所訪問又は履歴書の送付

を行うことは可能である旨を派遣元指針・派遣先

指針に明記するとともに、紹介予定派遣の場合

に事前面接等を行うことを可能としたところであ

り、労働政策審議会において、「（１）の（ⅰ）

（注：派遣就業開始前の面接又は履歴書の送

付）を紹介予定派遣以外の労働者派遣につい

て認めることについては、引き続き、解禁のた

めの条件整備等について、紹介予定派遣にお

ける（１）の①の派遣就業開始前の面接、履歴

書の送付等（派遣労働者を特定することを目的と

する行為）の実施状況等を見ながら、慎重に検

討していくことが適当である」とされ、また、「規

制改革・民間開放推進３か年計画」（平成１６年

３月１９日閣議決定）において、「紹介予定派遣

以外の派遣を対象とした事前面接の解禁のた

めの条件整備等についても、紹介予定派遣に

おける事前面接等の実施状況を勘案しつつ、そ

の検討を速やかに開始する」とされていることを

踏まえ、対応してまいりたい。

z0900023 厚生労働省 派遣労働者の事前面接の自由化 5028 50280006 11 社団法人　関西経済連合会 6
派遣労働者の「事前面接」の制限緩

和

派遣先による事前面接は派遣労働者を特

定することを目的とする行為として禁止し

ているが、この制限を緩和する。

派遣を依頼する業務内容の中には、事前

に面接を行うことによって、派遣労働者の

能力と業務内容のマッチングを行えるこ

とも考えられ、事前面接を行うことが必ず

しも派遣労働者を特定することを目的とす

る行為とはならない。

58/165



該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

労働者派遣事業の

適正な運営の確保

及び派遣労働者の

就業条件の整備等

に関する法律（労働

者派遣法）第２６条

第７項、派遣元事業

主が講ずべき措置

に関する指針（平成

１１年労働省告示第

１３７号）第２の１１の

（１）、派遣先が講ず

べき措置に関する

指針（平成１１年労

働省告示第１３８号）

第２の３

○派遣先は、紹介予定派遣の場合を

除き、派遣元事業主が当該派遣先の

指揮命令の下に就業させようとする労

働者について、労働者派遣に先立っ

て面接すること等派遣労働者を特定

することを目的とする行為をしてはな

らない。

ｂ Ⅰ・Ⅲ

○労働者派遣については、派遣労働者の職業

能力を派遣元事業主が評価し、派遣先の必要と

する労働力に相応しい派遣労働者を派遣元事

業主が適切に判断して労働者派遣を行うことが

制度の基本であり、事前面接等の解禁のため

の条件整備等がなされずに事前面接等を可能

とした場合には、職業能力以外の要素である容

姿、年齢等に基づく選別が行われるおそれがあ

り、また、派遣先に直接の雇用責任が発生しか

ねず、労働者保護、雇用責任の明確化の観点

から問題があると考えられる。

○平成１６年３月から、労働者の判断の下に派

遣就業開始前の事業所訪問又は履歴書の送付

を行うことは可能である旨を派遣元指針・派遣先

指針に明記するとともに、紹介予定派遣の場合

に事前面接等を行うことを可能としたところであ

り、労働政策審議会において、「（１）の（ⅰ）

（注：派遣就業開始前の面接又は履歴書の送

付）を紹介予定派遣以外の労働者派遣につい

て認めることについては、引き続き、解禁のた

めの条件整備等について、紹介予定派遣にお

ける（１）の①の派遣就業開始前の面接、履歴

書の送付等（派遣労働者を特定することを目的と

する行為）の実施状況等を見ながら、慎重に検

討していくことが適当である」とされ、また、「規

制改革・民間開放推進３か年計画」（平成１６年

３月１９日閣議決定）において、「紹介予定派遣

以外の派遣を対象とした事前面接の解禁のた

めの条件整備等についても、紹介予定派遣に

おける事前面接等の実施状況を勘案しつつ、そ

の検討を速やかに開始する」とされていることを

踏まえ、対応してまいりたい。

z0900023 厚生労働省 派遣労働者の事前面接の自由化 5039 50390043 11 社団法人 リース事業協会 43 派遣社員の事前面接の自由化

労働者派遣事業の適正な運営の確保及

び派遣労働者の就業条件の整備等に関

する法律第26条第7項を廃止し、事前面

接を紹介予定派遣以外でも可能にするこ

とを要望する。

人材派遣事業の拡充に繋がる。

派遣登録者、派遣先がともに就業前の事

前面接を希望するケースが大半である。

昨年度提出した同要望に対して、厚生労

働省から「紹介予定派遣以外の派遣を対

象とした事前面接の解禁のための条件

整備等について、紹介予定派遣における

事前面接等の実施状況を勘案しつつ、そ

の検討を速やかに開始する。」との回答

が示された。検討を踏まえて早急に措置

がされることを期待する。
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

労働者派遣事業の

適正な運営の確保

及び派遣労働者の

就業条件の整備等

に関する法律（労働

者派遣法）第２６条

第７項、派遣元事業

主が講ずべき措置

に関する指針（平成

１１年労働省告示第

１３７号）第２の１１の

（１）、派遣先が講ず

べき措置に関する

指針（平成１１年労

働省告示第１３８号）

第２の３

○派遣先は、紹介予定派遣の場合を

除き、派遣元事業主が当該派遣先の

指揮命令の下に就業させようとする労

働者について、労働者派遣に先立っ

て面接すること等派遣労働者を特定

することを目的とする行為をしてはな

らない。

ｂ Ⅰ・Ⅲ

○労働者派遣については、派遣労働者の職業

能力を派遣元事業主が評価し、派遣先の必要と

する労働力に相応しい派遣労働者を派遣元事

業主が適切に判断して労働者派遣を行うことが

制度の基本であり、事前面接等の解禁のため

の条件整備等がなされずに事前面接等を可能

とした場合には、職業能力以外の要素である容

姿、年齢等に基づく選別が行われるおそれがあ

り、また、派遣先に直接の雇用責任が発生しか

ねず、労働者保護、雇用責任の明確化の観点

から問題があると考えられる。

○平成１６年３月から、労働者の判断の下に派

遣就業開始前の事業所訪問又は履歴書の送付

を行うことは可能である旨を派遣元指針・派遣先

指針に明記するとともに、紹介予定派遣の場合

に事前面接等を行うことを可能としたところであ

り、労働政策審議会において、「（１）の（ⅰ）

（注：派遣就業開始前の面接又は履歴書の送

付）を紹介予定派遣以外の労働者派遣につい

て認めることについては、引き続き、解禁のた

めの条件整備等について、紹介予定派遣にお

ける（１）の①の派遣就業開始前の面接、履歴

書の送付等（派遣労働者を特定することを目的と

する行為）の実施状況等を見ながら、慎重に検

討していくことが適当である」とされ、また、「規

制改革・民間開放推進３か年計画」（平成１６年

３月１９日閣議決定）において、「紹介予定派遣

以外の派遣を対象とした事前面接の解禁のた

めの条件整備等についても、紹介予定派遣に

おける事前面接等の実施状況を勘案しつつ、そ

の検討を速やかに開始する」とされていることを

踏まえ、対応してまいりたい。

z0900023 厚生労働省 派遣労働者の事前面接の自由化 5040 50400001 11 オリックス 1 派遣社員の事前面接の自由化

労働者派遣事業の適正な運営の確保及

び派遣労働者の就業条件の整備等に関

する法律第26条第7項を廃止し、事前面

接を紹介予定派遣以外でも可能にするこ

とを要望する。

人材派遣事業の拡充に繋がる。

派遣登録者、派遣先がともに就業前の事

前面接を希望するケースが大半である。

昨年度提出した同要望に対して、厚生労

働省から「紹介予定派遣以外の派遣を対

象とした事前面接の解禁のための条件

整備等について、紹介予定派遣における

事前面接等の実施状況を勘案しつつ、そ

の検討を速やかに開始する。」との回答

が示された。検討を踏まえて早急に措置

がされることを期待する。
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

労働者派遣事業の

適正な運営の確保

及び派遣労働者の

就業条件の整備等

に関する法律（労働

者派遣法）第４条第

１項、労働者派遣事

業の適正な運営の

確保及び派遣労働

者の就業条件の整

備等に関する法律

施行令（労働者派

遣法施行令）第１

条、第２条

○派遣先は、紹介予定派遣の場合を

除き、派遣元事業主が当該派遣先の

指揮命令の下に就業させようとする労

働者について、労働者派遣に先立っ

て面接すること等派遣労働者を特定

することを目的とする行為をしてはな

らない。

ｂ Ⅰ・Ⅲ

○労働者派遣については、派遣労働者の職業

能力を派遣元事業主が評価し、派遣先の必要と

する労働力に相応しい派遣労働者を派遣元事

業主が適切に判断して労働者派遣を行うことが

制度の基本であり、事前面接等の解禁のため

の条件整備等がなされずに事前面接等を可能

とした場合には、職業能力以外の要素である容

姿、年齢等に基づく選別が行われるおそれがあ

り、また、派遣先に直接の雇用責任が発生しか

ねず、労働者保護、雇用責任の明確化の観点

から問題があると考えられる。

○平成１６年３月から、労働者の判断の下に派

遣就業開始前の事業所訪問又は履歴書の送付

を行うことは可能である旨を派遣元指針・派遣先

指針に明記するとともに、紹介予定派遣の場合

に事前面接等を行うことを可能としたところであ

り、労働政策審議会において、「（１）の（ⅰ）

（注：派遣就業開始前の面接又は履歴書の送

付）を紹介予定派遣以外の労働者派遣につい

て認めることについては、引き続き、解禁のた

めの条件整備等について、紹介予定派遣にお

ける（１）の①の派遣就業開始前の面接、履歴

書の送付等（派遣労働者を特定することを目的と

する行為）の実施状況等を見ながら、慎重に検

討していくことが適当である」とされ、また、「規

制改革・民間開放推進３か年計画」（平成１６年

３月１９日閣議決定）において、「紹介予定派遣

以外の派遣を対象とした事前面接の解禁のた

めの条件整備等についても、紹介予定派遣に

おける事前面接等の実施状況を勘案しつつ、そ

の検討を速やかに開始する」とされていることを

踏まえ、対応してまいりたい。

z0900023 厚生労働省 派遣労働者の事前面接の自由化 5054 50540013 31 東京商工会議所 13 労働者派遣法の更なる規制緩和 ③特定行為の解禁

①派遣労働市場の成長により雇用の拡

大を図るため。

②労使双方にとって解禁の意義があるた

め。
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

労働者派遣事業の

適正な運営の確保

及び派遣労働者の

就業条件の整備等

に関する法律（労働

者派遣法）第２６条

第７項、派遣元事業

主が講ずべき措置

に関する指針（平成

１１年労働省告示第

１３７号）第２の１１の

（１）、派遣先が講ず

べき措置に関する

指針（平成１１年労

働省告示第１３８号）

第２の３

○派遣先は、紹介予定派遣の場合を

除き、派遣元事業主が当該派遣先の

指揮命令の下に就業させようとする労

働者について、労働者派遣に先立っ

て面接すること等派遣労働者を特定

することを目的とする行為をしてはな

らない。

ｂ Ⅰ・Ⅲ

○労働者派遣については、派遣労働者の職業

能力を派遣元事業主が評価し、派遣先の必要と

する労働力に相応しい派遣労働者を派遣元事

業主が適切に判断して労働者派遣を行うことが

制度の基本であり、事前面接等の解禁のため

の条件整備等がなされずに事前面接等を可能

とした場合には、職業能力以外の要素である容

姿、年齢等に基づく選別が行われるおそれがあ

り、また、派遣先に直接の雇用責任が発生しか

ねず、労働者保護、雇用責任の明確化の観点

から問題があると考えられる。

○平成１６年３月から、労働者の判断の下に派

遣就業開始前の事業所訪問又は履歴書の送付

を行うことは可能である旨を派遣元指針・派遣先

指針に明記するとともに、紹介予定派遣の場合

に事前面接等を行うことを可能としたところであ

り、労働政策審議会において、「（１）の（ⅰ）

（注：派遣就業開始前の面接又は履歴書の送

付）を紹介予定派遣以外の労働者派遣につい

て認めることについては、引き続き、解禁のた

めの条件整備等について、紹介予定派遣にお

ける（１）の①の派遣就業開始前の面接、履歴

書の送付等（派遣労働者を特定することを目的と

する行為）の実施状況等を見ながら、慎重に検

討していくことが適当である」とされ、また、「規

制改革・民間開放推進３か年計画」（平成１６年

３月１９日閣議決定）において、「紹介予定派遣

以外の派遣を対象とした事前面接の解禁のた

めの条件整備等についても、紹介予定派遣に

おける事前面接等の実施状況を勘案しつつ、そ

の検討を速やかに開始する」とされていることを

踏まえ、対応してまいりたい。

z0900023 厚生労働省 派遣労働者の事前面接の自由化 5078 50780001 11 (社)日本経済団体連合会 1
派遣労働者特定行為（事前面接等）

の全面解禁

　労働者派遣契約の締結に際し､派遣労

働者を特定することが可能となるよう、規

制を緩和すべきである。

 　3か年計画（平成16年3月19日策定）

において、「紹介予定派遣における事前

面接等の実施状況を勘案しつつ、その検

討を速やかに開始する。」［平成17年度

検討］とあるが、速やかに検討を開始され

たい。

　労働者派遣において､事前面接等が禁

止されていることによって、一般の採用と

比較して雇用のミスマッチが発生してお

り、派遣労働者と派遣先とのトラブルの原

因となっている。派遣先･派遣労働者の双

方が満足して業務を円滑に遂行していく

ためには、事前面接等が重要である。

　派遣を受ける企業が派

遣受入に先立ち、派遣労

働者を事前面接すること

や履歴書送付等を求める

こと（派遣労働者の特定

行為）は禁止されている

（努力規定）。なお、

2003年６月に成立した

改正労働者派遣法では､

紹介予定派遣において

派遣労働者の特定行為

が解禁された。
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

確定拠出年金法
 運営管理機関の登録事項の変更届

出は、２週間以内に行う。
ｃ ⅠⅡⅢ

運営管理機関の変更届出期間の延長

については、適正な運営の監督を担

保する観点から、認めることはできな

い。

z0900024 厚生労働省

確定拠出年金制度における運営管理

機関登録事項の変更に係る期限の緩

和

5016 50160016 11 社団法人全国地方銀行協会 16

確定拠出年金制度における運営管理

機関登録事項の変更に係る期限の緩

和

運営管理機関の登録事項に変更があっ

たときは、その日から２週間以内に届け

出なければならないとの期間制限を緩和

する。

変更時より２週間以内に届け出ることは

時間的にタイトな場合もあるため、本期間

制限を緩和（例えば、変更の都度届け出

を行うのではなく、定期的に年１～２回の

基準日時点における情報を届け出れば

可とする等）すべきである。現状、役員の

氏名及び住所等、頻繁に変更が生じ得る

事項については、とりわけ登録事項を管

理する事務負担が大きくなっている。本件

については、「３か年計画」では取りあげ

られていないが、改めて検討を行うべき

である。

「各省庁からの再回答」

では、「確定拠出年金運

営管理機関の登録内容

については、加入者等が

閲覧できることとしてお

り、加入者の権利保護が

図れないおそれがあるこ

とから、遅滞なく処理を行

う必要がある。」としてい

る。
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

0

（生協における契約者保護）

①契約の内容的合理性・公平性の確

保という観点から

共済事業規約の行政庁による認可

②事業の財務・業務内容の健全性の

確保という観点から

支払備金、責任準備金の積立義務

契約者割戻準備金の行政庁による承

認

資産運用の方法及び割合の制限

業務及び財産の情報開示の努力規定

自主的な再共済の活用

③募集活動の適正性の確保という観

点から

組合が行う組合員（共済契約者）の加

入行為において、

・将来の利用分量割戻金又は出資配

当金の約束又は予想する宣伝の禁止

・共済期間について誤解を生じしめる

ような宣伝の禁止

・共済契約締結に当たり、契約者等に

不実のこと告げること又は規約上の重

要事項を告げないことの禁止　等

ｃ Ⅰ

（生協の共済事業と保険業の相違について）

　生協の共済事業は、相互扶助の精神に基づ

き、組合員の意思により事業を設け、組合員自

らそれを利用するものであり、組合員自身が自

らルールを決めて、それを利用するという責任を

負っているため、規制は最小限度にとどめてい

る。

　一方、保険業は、保険会社によって提供され

る保険商品を、その商品の内容や提供方法の

決定に直接関わらない不特定多数の者が購入

するものであるので、購入者に対して、商品の

内容や提供方法等、外的な規制により、保護を

行う必要がある。

　このように生協の共済事業と保険業は、契約

者保護にかかる規制のあり方において自ら性

格が異なるものである。

（生協と農協の相違について）

　生協と農協は、同様の協同組織体であるが、

事業の利用対象の範囲において、相違があ

る。

　農協は、農協法により、一定の割合で共済事

業を組合員以外に利用させることが可能であ

る。

　一方、生協における共済事業の利用対象の

範囲は、組合員に限定されている。

（結論）

　以上のように生協の共済事業のルールは自ら

定めるものであり、契約者保護の観点は、保険

業や農協の共済事業と同一である必要はない

と考えている。

z0900025 厚生労働省
共済事業にかかる契約者保護ルール

の整備等
5018 50180006 11 生命保険協会 6

共済事業にかかる契約者保護ルール

の整備

・ 根拠法のある共済についても、根拠法

によっては、消費者保護のための規制が

不十分なものがある。保険業法、農業協

同組合法、消費生活共同組合法が、－契

約の内容的合理性・公平性の確保－事

業の財務・業務内容の健全性の確保－

募集活動の適正性の確保等において整

合的な規制となっていないことを踏まえ、

各監督官庁において消費者保護の観点

から整合的な規制を整備する。

・ 保険業法上の「保険業」の定義におけ

る「不特定の者」の基準が曖昧であるた

め、実質的に共済業者が「保険業」を行っ

ていても、公的な監督が及ばないという

問題がある。

・ また、「保険」「共済」ともに一般消費者

から見た保障の確実性に対する期待に

変わりはないため、消費者保護のための

規制は必要不可欠である。

・ 公的な監督が及んでいないものにつ

いては、消費者保護のための規制が全く

ないという問題があり、公的な監督が及

んでいるものについても、その内容が異

なるため、根拠法によっては消費者保護

のための規制が不十分という問題があ

る。
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

0

（生協における契約者保護）

①契約の内容的合理性・公平性の確

保という観点から

共済事業規約の行政庁による認可

②事業の財務・業務内容の健全性の

確保という観点から

支払備金、責任準備金の積立義務

契約者割戻準備金の行政庁による承

認

資産運用の方法及び割合の制限

業務及び財産の情報開示の努力規定

自主的な再共済の活用

③募集活動の適正性の確保という観

点から

組合が行う組合員（共済契約者）の加

入行為において、

・将来の利用分量割戻金又は出資配

当金の約束又は予想する宣伝の禁止

・共済期間について誤解を生じしめる

ような宣伝の禁止

・共済契約締結に当たり、契約者等に

不実のこと告げること又は規約上の重

要事項を告げないことの禁止　等

c Ⅰ

（生協の共済事業と保険業の相違について）

　生協の共済事業は、相互扶助の精神に基づ

き、組合員の意思により事業を設け、組合員自

らそれを利用するものであり、組合員自身が自

らルールを決めて、それを利用するという責任を

負っているため、規制は最小限度にとどめてい

る。

　一方、保険業は、保険会社によって提供され

る保険商品を、その商品の内容や提供方法の

決定に直接関わらない不特定多数の者が購入

するものであるので、購入者に対して、商品の

内容や提供方法等、外的な規制により、保護を

行う必要がある。

　このように生協の共済事業と保険業は、契約

者保護にかかる規制のあり方において自ら性

格が異なるものである。

（生協と農協の相違について）

　生協と農協は、同様の協同組織体であるが、

事業の利用対象の範囲において、相違があ

る。

　農協は、農協法により、一定の割合で共済事

業を組合員以外に利用させることが可能であ

る。

　一方、生協における共済事業の利用対象の

範囲は、組合員に限定されている。

（結論）

　以上のように生協の共済事業のルールは自ら

定めるものであり、契約者保護の観点は、保険

業や農協の共済事業と同一である必要はない

と考えている。

z0900025 厚生労働省
共済事業にかかる契約者保護ルール

の整備等
5028 50280017 11 社団法人　関西経済連合会 17

共済事業にかかる契約者保護ルール

の整備

・根拠法のある共済についても、各監督

官庁において消費者保護の観点から整

合的な規制を整備する。

共済のなかには「根拠法のある共済」と

「根拠法のない共済」とがある。

根拠法のある共済は、「他の法律に規定

のあるもの（保険業法第２条第１項）」など

に該当することから、保険業法の規制は

受けないが、これに代わる特別の法律に

よる規制を受け、各々の主務官庁の監督

を受けて事業を行っている。ただし、根拠

法によっては、消費者保護のための規制

が不十分なものがある。保険業法、農業

協同組合法、消費生活協同組合法が、－

契約の内容的合理性・公平性の確保－

事業の財務・業務内容の健全性の確保

－募集活動の適正性の確保等において

整合的な規制となっておらず、それぞれ

の根拠法によって監督内容が異なり、規

制の整合性は取れていない。

公的な監督が及んでいないものは当然

であるが、公的な監督が及んでいるもの

についても、その内容が異なり、消費者

保護の観点から問題がある。
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

医療法第７条、第７

条の２、第１３条、第

３０条の３

診療所の管理者は、診療上やむを得

ない事情がある場合を除いては、同

一の患者を４８時間を超えて入院させ

ることのないように努めなければなら

ない。

都道府県が作成する医療計画では、

都道府県内の人口、入院率等に基づ

いて算定された病院の基準病床数が

定められており、都道府県知事は、基

準病床数を超える場合には病院の開

設・増床を認めないことができる。

ｃ

一定の入院期間を要する患者に対し

ては、適切な医療の提供を確保する

観点から、一定数以上の人員と一定

の水準を満たす構造設備を有すること

が必要であることから、現行の有床診

療所をそのままで病院として認め、48

時間の入院制限を撤廃することは不

適当である。従って、開設許可の権限

を当該病院群の開設地の市町村長と

することは認められない。

仮に上記の要件を満たした上で病院

として位置づけたときに、医療計画に

おける病床規制を適用しないのであ

れば、他の病院との間に不均衡を生じ

不適当である。

z0900026 厚生労働省
医療計画の適用を受けない小規模病

院群の新設
5022 50220001 11 医療法人 1

医療計画の適用を受けない小規模病

院群の新設

・医療法に定める病院としての施設の構

造設備及びその有する人員について厚

生労働省令の定める要件を満たす有床

診療所に対し、新たな病院群の名称を付

け、入院48時間規制と病床数規制を撤

廃、且つ、公的医療保険を適用し、入院は

有床診療所の診療報酬に準じた算定を

行い、いわゆる低報酬高品質医療を推進

する病院群の新設を要望する。

・新たに設けられた病院群においては、

公的医療保険制度の特定療養費の対象

となる選定療養と高度先進医療に限り自

由料金を徴収できるよう要望する。

・新たな病院群の開設に際しては医師、

非医師を問わず、開設を希望する個人、

団体、法人に対し開設地の市長村長が許

可する法改正を要望する。

・いわゆる高品質医療を病院に比し低額

な公的医療保険で提供し、地域に密着し

た特色ある病院事業を展開する。

・地域における患者とその世帯との交流

を通じて、医療の提供を行うとともに、医

療と関連する領域を活性化して地域の経

済、雇用、教育などに深く関わる新規事業

を展開する。

・現行の医療計画は、病院事業への新規参入の規制と既存病院の既

得権益を擁護し、良好な競合に基く医療の新陳代謝を阻害してい

る。病床に空きを生じない地域では、既設病院の増収を狙った増床

申請が原因となり、これが既得権益となっている。この実態が専門性

の追求、住民との密着、地域の要望、あるいは救急要請といった課題

を抱える個人または団体、或は診療所の病院事業への参入を妨げ

ている。このことは国民医療の将来に憂えるべき問題であり、住民が

真に望む医療の充実には程遠く、既設病院の肥大化を促し、地域医

療に意欲と情熱をもって飛込んだ医師達の活動を排除することに繋

がる。今後は国の負担を軽減する低い診療報酬で安全で高品質な

医療を実践する新たな小規模病院群を医療の核に据えるべきであ

る。　　　　　　　　　　　　　　　　　・全国各地における病院開設認可と

保険医療機関の指定を巡る訴訟については枚挙に遑が無い。
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

労働安全衛生法第

３０条第１項第３号、

同則第６３７条

労働安全衛生法第３０条第１項第３号

及び労働安全衛生規則第６３７条第１

項において建設業等における特定元

方事業者は毎作業日に少なくとも１

回、作業場所の巡視を行うこととして

いる。

C Ⅰ

??労働安全衛生法第３０条第１項第３

号、労働安全衛生規則第６３７条第１項

では特定元方事業者に、毎作業日に

少なくとも１回、作業場所の巡視を行う

ことを義務づけている。これは、住宅

建築工事現場においては、大工工

事、屋根工事、塗装工事等の様々な

関係請負人が同一の作業場所におい

て作業を行っており、このような中で

は、作業内容並びに関係請負人及び

労働者が日々変化することから、十分

な連絡調整がなされない等の問題が

考えられるため、これらを原因とする

労働災害防止のために、特定元方事

業者は当該現場の施工管理を工事期

間中継続して行う必要があり、毎作業

日ごとに当該作業場所における機械、

当該作業の状況の把握及び設備等の

確認等のために作業場所を巡視する

必要があるとしているものである。そ

れは、例えば、ある特定の日に労働者

が混在しない現場があったとしても、

工事期間中全体を見れば、労働者が

混在しない現場はありえないものと

考えられ、また、常時使用する労働者

の人数によっても、その必要性がなく

なるものではない。したがって、御要

望にはお応えする事は出来ない。

z0900027 厚生労働省

住宅建設現場における元方事業者の

１日1回の現場巡視に係る規制緩和

①元方及び請負人の労働者が混在し

ない場合の巡視義務規定の適用非適

用の明確化

②元方巡視の代替手段の容認

5028 50280005 11 社団法人　関西経済連合会 5

住宅建設現場における元方事業者の

１日1回の現場巡視に係る規制緩和

①元方及び請負人の労働者が混在し

ない場合の巡視義務規定の適用非適

用の明確化

②元方巡視の代替手段の容認

①労働安全衛生法第３０条の規定は、労

働者の混在する作業場での災害を防止

する目的であるとされているが、一般の

住宅建設現場においては、大工の一人

仕事等労働者が混在しない現場も多数

あるところ、これらの現場での災害発生に

ついて、第３０条違反による是正指導を受

ける場合がある。この点についての取扱

い基準を明確化する。

②労働者が混在しない住宅建設現場に

おいても、１日１回の巡視義務を適用する

場合においても、その適用基準を実情に

合わせて、代替措置でも可能とする。

（例えば(ｲ) 常時使用労働者５人以下の

場合は、必ずしも１日１回の巡視を要しな

い。

(ﾛ) 常時使用労働者５人以下の場合は、

現場職長による巡視報告及びこれに対す

る元請からの指示による方法）

各労働基準監督署により、判断基準につ

いての考えが異なっている。

実際の現場状況に合わせて、巡視すべき

頻度を調整することにより、実質的な安全

確保が図れる。

住宅業界の一般的な労働実態から考え

ると、｢全現場一律に１日１回巡視｣を厳守

することによる各現場間の移動時間等の

ロスが大きくなり、現場監督員等の長時

間労働の要因となりかねない。
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

労働基準法第３８条

の４第１項第１号

　企画業務型裁量労働制の対象業務

は、以下の要件のいずれにも該当す

ることが必要である。

１．事業の運営に関する事項について

の業務であること

２．企画、立案、調査、及び分析の業務

であること

３．当該業務の性質上これを適切に遂

行するにはその遂行の方法を大幅に

労働者の裁量にゆだねる必要がある

業務であること

４．当該業務の遂行の手段及び時間

配分の決定等に関し使用者が具体的

な指示をしないこととする業務である

こと

c Ⅰ

　企画業務型裁量労働制は、そもそ

も、事業活動の中枢にある労働者が

創造的な能力を十分に発揮しうる環

境づくりをすることが必要である等の

考え方から創設されたものであり、

「事業の運営に関する事項について

の企画、立案、調査及び分析の業務

であって、当該業務の性質上これを適

切に遂行するにはその遂行の方法を

大幅に労働者の裁量にゆだねる必要

があるため、当該業務の遂行の手段

及び時間配分の決定等に関し使用者

が具体的な指示をしないこととする業

務」を対象業務としている。以上の趣

旨に照らすと、営業の業務はこれにあ

たらず、また、対象業務の範囲を使用

者の判断に委ねることは適当ではな

いため、御要望にお応えすることはで

きない。

z0900028 厚生労働省
企画業務型裁量労働制の対象業務の

拡大
5028 50280007 11 社団法人　関西経済連合会 7

企画業務型裁量労働制の適用範囲の

拡大

企画型営業職も裁量労働制の適用対象

とする。

企画業務型裁量労働制の対象業務は｢企

画、立案及び分析の業務｣に限定されて

おり、営業職は一般に「企画、立案及び

分析の業務」を自ら主体的に行っている

にもかかわらず、対象外とされている。

企画型営業職においては、使用者の具

体的指揮監督や時間での労働対価の支

払よりも、自らの知識、技術を活かし、仕

事の進め方や時間配分を裁量に委ねた

働きかたの方が能力発揮の度合いも高ま

ることから、企画型営業職を適用対象に

加えることは、活力ある経済活動に寄与

する。
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

労働基準法第３８条

の４第１項第１号

　企画業務型裁量労働制の対象業務

は、以下の要件のいずれにも該当す

ることが必要である。

１．事業の運営に関する事項について

の業務であること

２．企画、立案、調査、及び分析の業務

であること

３．当該業務の性質上これを適切に遂

行するにはその遂行の方法を大幅に

労働者の裁量にゆだねる必要がある

業務であること

４．当該業務の遂行の手段及び時間

配分の決定等に関し使用者が具体的

な指示をしないこととする業務である

こと

c Ⅰ

　企画業務型裁量労働制は、そもそ

も、事業活動の中枢にある労働者が

創造的な能力を十分に発揮しうる環

境づくりをすることが必要である等の

考え方から創設されたものであり、

「事業の運営に関する事項について

の企画、立案、調査及び分析の業務

であって、当該業務の性質上これを適

切に遂行するにはその遂行の方法を

大幅に労働者の裁量にゆだねる必要

があるため、当該業務の遂行の手段

及び時間配分の決定等に関し使用者

が具体的な指示をしないこととする業

務」を対象業務としている。以上の趣

旨に照らすと、営業の業務はこれにあ

たらず、また、対象業務の範囲を使用

者の判断に委ねることは適当ではな

いため、御要望にお応えすることはで

きない。

z0900028 厚生労働省
企画業務型裁量労働制の対象業務の

拡大
5054 50540009 21 東京商工会議所 9 裁量労働制の更なる規制緩和

③対象業務は使用者が個人の裁量に委

ねることが可能と判断する業務に関して

対象に加える。
③現行の業務制限では対象者の特定が

しにくいため。
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

労働基準法第３８条

の４第１項第１号

　企画業務型裁量労働制の対象業務

は、以下の要件のいずれにも該当す

ることが必要である。

１．事業の運営に関する事項について

の業務であること

２．企画、立案、調査、及び分析の業務

であること

３．当該業務の性質上これを適切に遂

行するにはその遂行の方法を大幅に

労働者の裁量にゆだねる必要がある

業務であること

４．当該業務の遂行の手段及び時間

配分の決定等に関し使用者が具体的

な指示をしないこととする業務である

こと

c Ⅰ

　企画業務型裁量労働制は、そもそ

も、事業活動の中枢にある労働者が

創造的な能力を十分に発揮しうる環

境づくりをすることが必要である等の

考え方から創設されたものであり、

「事業の運営に関する事項について

の企画、立案、調査及び分析の業務

であって、当該業務の性質上これを適

切に遂行するにはその遂行の方法を

大幅に労働者の裁量にゆだねる必要

があるため、当該業務の遂行の手段

及び時間配分の決定等に関し使用者

が具体的な指示をしないこととする業

務」を対象業務としている。以上の趣

旨に照らすと、営業の業務はこれにあ

たらず、また、対象業務の範囲を使用

者の判断に委ねることは適当ではな

いため、御要望にお応えすることはで

きない。

z0900028 厚生労働省
企画業務型裁量労働制の対象業務の

拡大
5078 50780002 11 (社)日本経済団体連合会 2

企画業務型裁量労働制に係る規制の

緩和

①対象業務を拡大すべきである。例え

ば、現在認められていない営業職の業務

についても、「企画、立案、調査及び分

析」に加え、対象業務として取り扱うべき

である。

　企画業務型裁量労働制をより一層使い

やすい制度とすることにより、自立的で自

由度の高い柔軟な働き方を求める勤労者

の能力や意欲をより有効に発揮させ、生

産性と成果を向上させることができる。

①対象業務は、事業の運

営に関する事項につい

ての企画､立案､調査およ

び分析に限定されてい

る。
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

薬事法第６７条

医師又は歯科医師の指導のもとに使

用されるのでなければ危害を生ずる

おそれが特に大きいものについて

は、その医薬品に関する広告につき、

医薬関係者以外の一般人を対象とす

る広告方法を制限。

c Ⅰ

医薬品は他の商品と異なり、時に死

に至る副作用があるほか、適正な選

択を誤ると適切な医療の機会を逸する

結果にもなることから、医師等の専門

的判断のもとに使用すべき医療用医

薬品について、一般消費者への広告

を制限しているところであり、この点に

ついてはインターネット上における広

告についても同様である。ただし、添

付文書情報を製薬企業等のホーム

ページ上で公開することについては

広告に該当しない旨示しているところ

である。

z0900029 厚生労働省 医薬品に関する広告規制の緩和 5028 50280008 11 社団法人　関西経済連合会 8 医薬品に関する広告規制の緩和

医療機関用医薬品の一般向けの広告を

可能とする。

企業の立場からは、他社製品との性能比

較等を含めた製品情報を可能な限り消費

者(患者）へ提供し製品価値を消費者へ

直接伝えることにより、製品力を基本とし

た自由競争を行うことができるようにな

る。

消費者の立場からは、当該商品に関する

情報の入手が可能となり、医療の質の向

上に資する。

（なお、最近ではインターネットという法

律制定当時には想定されていなかった

媒体が普及し、インターネット上の広告と

その他の広告の間での規制上の取り扱

いに齟齬が生じているため、この整理も

必要である。）
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

医薬品の承認申請

に際し留意すべき

事項について」（平

成11年４月８日　医

薬審666号）

平成１１年４月８日医薬審第６６６号に

おいて、医療用配合剤として承認を受

けるためには、次のいずれかの事由

に該当するものとされている。①輸液

等用時調整が困難なもの　②副作用

（毒性）軽減又は相乗効果があるもの

③その他特に必要と認められるもの

  d

医療用配合剤については、疾病の治

療に必要な成分を適正量臨床使用す

ることを念頭にその配合意義につい

て個別に検討しており、治療に当たり

症状の推移や副作用に応じて使用量

を変動させる場合等にあっては使用

量の調節が困難となること等を考慮の

うえ、配合意義が認められるものにつ

いては随時承認することになる。

z0900030 厚生労働省 医療用配合剤承認に関する規制緩和 5028 50280009 11 社団法人　関西経済連合会 9 医療用配合剤承認に関する規制緩和

平成11年４月８日医薬審第666号におい

て、医薬用配合剤として承認を受けるた

めの承認事由をより明確にするとともに、

承認事由の「その他特に必要と認められ

るもの」について適用緩和する。

医療用配合剤として承認を受けるために

は、①輸液等用時調整が困難なもの、②

副作用（毒性）軽減又は相乗効果がある

もの、③その他特に必要と認められるも

の、とされているが、③については適用

例がない。

医療用配合剤のメリットとして、多剤服用

患者の服薬コンプライアンス向上や医療

費の効率化（削減）等がある。

実際に欧米ではさまざまな配合剤が広く

開発販売され、服薬コンプライアンス向上

を通じて治療効果の改善が図られる等の

実績があるにもかかわらず、日本では上

記③の事由に相当するものについてはこ

れまで事実上認められていなかったこと

で、患者に治療上および利便上の不都合

を強いてきたといえるため。

患者主権やセルフメディケーションの観点

からも、患者の治療選択肢を増やすこと

になる本規制の緩和およびルールの明

確化が必要である。
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

ボイラー及び圧力

容器安全規則第２４

条、労働安全衛生

規則別表第１

　事業者はボイラーの取扱いの作業

のうち、取り扱うボイラーの伝熱面積

の合計が25平方メートル未満である

場合、特級、１級又は２級ボイラー技士

をボイラー取扱作業主任者として選任

し、その者に当該作業に従事する労

働者の指揮等を行わせなければなら

ない。

C Ⅲ

  ボイラー取扱作業主任者の選任基

準は、取り扱うボイラーの伝熱面積の

大きさに基づいて定めているが、この

理由はボイラーは伝熱面積が大きくな

るほど内部に保有するエネルギーが

大きく、破裂、爆発等の危険性が増大

するとともに、附属装置や制御装置が

多くなって構造、機能等が複雑にな

り、緊急時の点検監視等の職務遂行

に当たって、より高度の技術が要求さ

れるようになるからである。特に、近年

のボイラーについては、高性能化、高

効率化の要請により最大蒸発量の増

加、負荷変動に対する脆弱化等が進

み、一面では危険性が増大している

面もあると承知しており、一概に安全

性や性能が向上していると評価するこ

とができない。また、全てのボイラー

に安全性の高い監視・制御システム

が備え付けられているわけでもない

ことから、一律の要件緩和は適当では

なく、御要望にお応えする事はできな

い。なお、先般、ボイラー及び圧力容

器安全規則の改正（平成１６年厚生労

働省令第４４号）を行い、ボイラーの安

全管理水準が確保される自動制御装

置を設置した場合においては、ボイ

ラー取扱作業主任者の選任に当たっ

て、伝熱面積に算入しないことができ

る特例措置を講じたところであり、この

措置を講じることによって本件要望を

満たす場合がある。

z0900031 厚生労働省
ボイラー取扱作業主任者になる為の

伝熱面積に関する制限の緩和
5028 50280010 11 社団法人　関西経済連合会 10

ボイラー取扱作業主任者になる為の

伝熱面積に関する制限の緩和

現在、二級ボイラー技士でボイラー取扱

作業主任者になることができるのは、

伝熱面積の合計が２５㎡未満の作業であ

るが、これを１５０㎡未満まで制限を緩和す

る。

ボイラー技士の資格があればボイラーの

運転は可能であるが、ボイラー取扱作業

主任者になるには、伝熱面積に関する制

限がある。ボイラー設備は、安全性や性

能が向上するとともに、監視・制御システ

ムも進歩を続けていることから、伝熱面積

に関する制限を緩和しても問題はない。
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

中小企業退職金共

済法第４１条第１項

中小企業者は建設業退職金共済制度

に加入することができることとされて

いる。

ｃ Ⅳ

  建設業退職金共済制度は、従業員

の福祉の増進と中小企業の振興を目

的としている制度であり、そもそも当

該共済制度を活用するかどうかは中

小企業者の自由であるため、御要望

である一律に電気通信工事分野の適

用を除外することについては、お応え

することはできない。

    また、ＩＣカードによる納入につい

ては、現在、独立行政法人勤労者退

職金共済機構において建設業界と連

携しつつ「新たな掛金納入方式の導

入に関する意見交換会」の場で検討

しているところであり、当省としてはそ

の状況を踏まえながら新たな掛金納

入方式のあり方について検討してま

いりたい。

z0900032 厚生労働省
建設業退職金共済制度の健全化につ

いて
5030 50300010 11 情報通信ﾈｯﾄﾜｰｸ産業協会 10

建設業退職金共済制度の健全化につ

いて

公共工事では、労働者保護、労働者福祉

を目的とした制度として、建設業者に対し

着工前に掛金納入（証紙購入）が求めら

れる。この掛金の額は、必要枚数分であ

るが、実質は発注者指定計算（率）式によ

り算出された額の証紙を購入する事と

なっている。また、本制度の加入と履行

は、官公庁の入札参加資格の要件とされ

ることがあり、経営事項審査における評

価項目にもなっている。

電気通信工事分野に置いては、本制度

の適用を除外していただきたい。

それがかなわぬなら、現在検討されてい

る掛金のＩＣカードによる新納入方式で

は、掛金納入は就労実績カウントし、余剰

証紙は払戻可能とするか、もしくは、余剰

証紙でも他の工事の掛金納入に使用可

能とする、購入しなくとも良い場合などの

制度として頂きたい。（平成15年度試行

しているとのことであるが評価について

是非公開していただきたい）

電気通信工事では当制度の保護対象と

なる季節労働者等はほとんど存在せず、

従って証紙払出しニーズは少なく、実態

として購入した証紙の大半が余剰となっ

ている。更に、仕様書上で現行の発注者

指定の計算（率）式により購入を規定さ

れ、払戻不可、転売不可および購入業者

での処理等、ＩＴ通信業界には適さない制

度と思われる。

建退共本部が販売し建設業者が購入し

た証紙は、100％労働者に交付され“退

職金”として還元されるべきものである

が、建退共本部の収支はバランスしてい

ないと考えられる。

建設業の労働福祉制度としての意義は

認めるが、一律に経営事項審査の評価要

素にしたり、入札参加資格の要件にする

ことは適当ではない。

添付資料CIAJ-04-10
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

中小企業退職金共

済法第４１条第１項

中小企業者は建設業共済制度に加入

することができることとされている。
ｃ Ⅳ

  建設業退職金共済制度は、従業員

の福祉の増進と中小企業の振興を目

的としている制度であり、そもそも当

該共済制度を活用するかどうかは中

小企業者の自由であるため、御要望

である一律に電気通信工事分野の適

用を除外することについては、お応え

することはできない。

    また、ＩＣカードによる納入につい

ては、現在、独立行政法人勤労者退

職金共済機構において建設業界と連

携しつつ「新たな掛金納入方式の導

入に関する意見交換会」の場で検討

しているところであり、当省としてはそ

の状況を踏まえながら新たな掛金納

入方式のあり方について検討してま

いりたい。

z0900032 厚生労働省
建設業退職金共済制度の健全化につ

いて
5032 50320002 11 （社）電子情報技術産業協会 2

建設業退職金共済制度の健全化につ

いて

電気通信工事分野に置いては、本制度

の適用を除外していただきたい。

それがかなわぬなら、現在検討されてい

る掛金のICカードによる新納入方式では、

掛金納入は就労実績カウントし、余剰証

紙は払戻可能とするか、もしくは、余剰証

紙でも他の工事の掛金納入に使用可能

とする、購入しなくとも良い場合などの制

度として頂きたい。（平成15年度試行し

ているとのことであるが評価について是

非公開していただきたい。

【規制の現状】

公共工事では、労働者保護、労働者福祉

を目的とした制度として、建設業者に対し

着工前に掛金納入（証紙購入）が求めら

れる。この掛金の額は、必要枚数分であ

るが、実質は発注者指定計算（率）式によ

り算出された額の証紙を購入する事と

なっている。

また、本制度の加入と履行は、官公庁の

入札参加資格の要件とされることがあり、

経営事項審査における評価項目にもなっ

ている。

なし

電気通信工事では当制度の保護対象と

なる季節労働者等はほとんど存在せず、

従って証紙払出しニーズは少なく、実態

として購入した証紙の大半が余剰となっ

ている。更に、仕様書上で現行の発注者

指定の計算（率）式により購入を規定さ

れ、払戻不可、転売不可および購入業者

での処理等、IT通信業界には適さない制

度と思われる。

建退共本部が販売し建設業者が購入し

た証紙は、100％労働者に交付され“退

職金”として還元されるべきものである

が、建退共本部の収支はバランスしてい

ないと考えられる。

建設業の労働福祉制度としての意義は

認めるが、一律に経営事項審査の評価要

素にしたり、入札参加資格の要件にする

ことは適当ではない。
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

食品衛生法第27条

検疫法第6条、第11

条、第11条第2項、

第17条第2項

　食品衛生法に基づき、輸入食品の安

全性を確保する目的から、販売又は営

業上使用する食品等を輸入しようとす

る者は厚生労働大臣に届出を行わな

ければならない。

　検疫感染症の国内侵入を防止する

目的から、本邦に入港しようとする船

舶の長は、検疫法に基づいた通報を

行い検疫所長の許可を受けた後でな

ければ、国内の港に入港してはなら

ない。また、本邦到着後船舶の健康状

態に関する報告書等を検疫所長に提

出することとしている。

b Ⅰ

　手続の見直しについては、規制改

革・民間開放推進3か年計画におい

て、シングルウィンドウ化の成果と問

題点を踏まえ、申請手続や申請書類

の徹底した省略、簡素化を図り、速や

かにワンストップサービスの一層の推

進を図ることとしており、関係者の意

見をふまえて、業務・システムの最適

化計画を平成17年度末までのできる

限り早期に策定するよう、関係府省と

検討を進めているところである。

　また、手続の簡素化、国際標準への

準拠の一環として、外国船舶の入出

港に関する手続や必要書類の簡易化

を図ることを内容とする「国際海運の

簡易化に関する条約（仮称）（FAL条

約）」の平成16年度中の批准に向け

関係省庁は一体となって取り組んで

いるところである。

z0900032 厚生労働省 輸出入・港湾諸手続の簡素化促進 5031 50310003 11 社団法人日本船主協会 3
港湾・輸出入手続き等の一層の簡素

化

全ての港湾・輸出入関連手続を対象とし

て、申請の必要性が失われたもの、申請

の中で削除できる項目、さらに省庁間に

共通する項目の標準化、統一化できるも

のを抽出した上で、申請手続を徹底的に

削減・簡素化するよう要望する。

2003年7月23日より輸出入・港湾諸手続

のシングルウィンドウ化が関係省庁により

実現されてはいるが、実態は各種申請・

手続の見直しや簡素化がなされず、単に

既存のシステムが接続されただけのもの

であるため、利便性の向上には結びつい

ていない。従って、全ての関連手続を対

象として、申請の必要性が失われたも

の、申請の中で削除できる項目、更に省

庁間に共通する項目の標準化、統一化で

きるものを抽出した上で、申請手続きを徹

底的に削減・簡素化することを要望する。
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

食品衛生法第27条

検疫法第6条、第11

条、第11条第2項、

第17条第2項

　食品衛生法に基づき、輸入食品の安

全性を確保する目的から、販売又は営

業上使用する食品等を輸入しようとす

る者は厚生労働大臣に届出を行わな

ければならない。

　検疫感染症の国内侵入を防止する

目的から、本邦に入港しようとする船

舶の長は、検疫法に基づいた通報を

行い検疫所長の許可を受けた後でな

ければ、国内の港に入港してはなら

ない。また、本邦到着後船舶の健康状

態に関する報告書等を検疫所長に提

出することとしている。

b Ⅰ

　手続の見直しについては、規制改

革・民間開放推進3か年計画におい

て、シングルウィンドウ化の成果と問

題点を踏まえ、申請手続や申請書類

の徹底した省略、簡素化を図り、速や

かにワンストップサービスの一層の推

進を図ることとしており、関係者の意

見をふまえて、業務・システムの最適

化計画を平成17年度末までのできる

限り早期に策定するよう、関係府省と

検討を進めているところである。

　また、手続の簡素化、国際標準への

準拠の一環として、外国船舶の入出

港に関する手続や必要書類の簡易化

を図ることを内容とする「国際海運の

簡易化に関する条約（仮称）（FAL条

約）」の平成16年度中の批准に向け

関係省庁は一体となって取り組んで

いるところである。

z0900032 厚生労働省 輸出入・港湾諸手続の簡素化促進 5078 50780048 11 (社)日本経済団体連合会 48 輸出入・港湾諸手続の簡素化促進

　2003年7月に、輸出入・港湾関連手続

のシングルウィンドウシステムが供用開始

されたが、現行の申請書類の徹底した簡

素化など、電子化に先立って行うべき輸

出入・港湾諸手続全般の業務改革

（BPR）については未だ不十分である。

　ワンストップサービスの実現に当たって

は、まず、（1）民間事業者の意見聴取に

基づき、提出の必要性が疑われる申請を

徹底的に抽出すること、（2）申請の中で

削除できる項目を可能な限り削除するこ

と、（3）省庁間での共通項目を標準化、

統一化すること、が必要不可欠である。そ

の上で、全ての手続きを統合し、１回の入

力・送信で複数の申請を可能とするシス

テムの整備に向け、全関係省庁は強力な

連携・協議を重ねて取り組むべきである。

　例えば、シングルウィンドウ化により、複

数の官庁で共通する手続について同時

に送信することが可能となったものは、

入・出港届等、ほんの一握りに過ぎず、

従来通り各省庁ごとの手続や紙ベースで

の手続が残されているのが現状である。

　従って、シングルウィンドウシステムが運

用開始されたものの、現状では真のワン

ストップサービスにはなっておらず、輸出

入・港湾諸手続の簡素化、物流効率化、

ひいては産業競争力強化の支障となるこ

とが懸念される。

　港湾・輸出入手続に関

係する各省庁の協力のも

と、2003年７月から港

湾・輸出入手続のシング

ルウィンドウシステムが

運用を開始したが、これ

は単に既存のシステムが

接続されただけのもので

あり、予てより産業界が

要望してきた諸手続の見

直しおよび簡素化を反映

したものとはなっていな

い。
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

検疫法

　検疫法に係る船舶の入港手続にお

いて、ねずみ族駆除施行（免除）証明

書の有効期間は６ヶ月とし、１ヶ月の延

長は認めていない。

a
Ⅳ

Ⅰ

　検疫港に入港する船舶については、

国際保健規則に準じて延長された、

ねずみ族駆除施行（免除）証明書の

受け入れ等を認める方向で検討する。

　なお、検疫法第２１条に基づき検疫

港以外に入港する船舶、並びに、検疫

を実施した際にねずみ族の駆除が十

分に行われていないと認めた船舶の

取扱いについては、平成１７年度に予

定されている国際保健規則の改正に

あわせ検討する。

z0900033 厚生労働省
ねずみ族駆除免除検査証書の有効期

間の延長
5031 50310008 11 社団法人日本船主協会 8

ねずみ族駆除免除検査証書の有効期

間の延長

国際条約(International Health

Regulation）では標記証書の有効期間を

６ヵ月とし、さらに１ヵ月延長の採用を各国

政府の裁量に委ねている。わが国では当

該１ヵ月延長を認めておらず、外国政府

の発給した１ヵ月延長の証書も認めてい

ない。当該証書は国際条約に基づき締約

政府が発給するものであり、有効性を認

めるべきである。

ねずみ族駆除免除検査証書は国際条約

に基づき締約政府が発給するものであ

り、有効性を認めるべきである。
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

労働者派遣事業の

適正な運営の確保

及び派遣労働者の

就業条件の整備等

に関する法律（労働

者派遣法）第４０条

の２、附則第５項

○平成１６年３月から、物の製造業務

についての労働者派遣事業の実施が

可能となったところ。

○物の製造業務についての労働者派

遣に係る派遣受入期間の制限につい

ては、平成１９年２月末までは１年、平

成１９年３月からは３年とされている。

ｃ Ⅰ

○労働者派遣の派遣受入期間については、労

働政策審議会において平成１３年８月から平成

１５年１２月にかけて行った労働者派遣事業制

度全体の見直しの中で検討したところ、「派遣期

間の一定の限定は、いわゆる長期雇用慣行の

我が国における位置付けを踏まえると、今回の

見直しにおいては、引き続き維持することが適

当」とされたところである。

○厚生労働省としても専門的な知識、技術又は

経験を必要とする業務等を除き、労働者派遣事

業は、その利用の仕方によっては、安定した雇

用機会の確保、長期雇用慣行を前提とした雇用

の安定、職業能力の有効発揮、安定した労使

関係等我が国の雇用慣行に悪影響を及ぼすお

それもあること等を勘案すると、派遣受入期間に

一定の制限を設け、労働者派遣事業を臨時的・

一時的な労働力需給調整システムと位置付け

ることが適当であると考えている。

○なお、平成１６年３月から、常用雇用との調

和を図りつつ、派遣労働者や派遣先のニーズ

に的確に応える観点から、一律１年という制限

を見直し、３年までの期間で臨時的・一時的と

判断できる期間については労働者派遣を受け

入れることができることとしたところであるが、同

じく平成１６年３月から実施が可能となった物の

製造業務についての労働者派遣事業について

は、派遣先等に急激な環境の変化をもたらすこ

となく、円滑な定着を進めていくことが必要であ

ることから、施行後３年間は派遣受入期間の制

限を１年としているところである（平成１８年３月

以降に労働者派遣を開始したものは、翌年３月

以降派遣先が必要な手続を経た上で派遣受入

期間を延長することができる。）。

z0900034 厚生労働省 派遣労働者の事前面接の自由化 5032 50320001 11 （社）電子情報技術産業協会 1
製造業務への労働者派遣期間の規制

緩和

製造業務への派遣受入期間の制限を撤

廃すべきである。

【規制の現状】

2004年3月より製造業務への労働者派

遣が解禁されたが、派遣受け入れ期間に

制限が設けられている。

（2007年2月末までは1年間、2007年3

月からは3年間）

【予想効果】

労働市場の活性化、労働者派遣ビジネス

の拡大、製造業における業務効率の向

上。

製造業務における外部労働力の活用に

ついては、従来よりアウトソーシング（構

内請負）にて対応しているが、今回の労

働者派遣の解禁によって選択肢が増え

たことは、メーカーとしては望ましい方向

へ向かっている。しかし、派遣労働者の作

業の熟練・習熟からの観点からは、今回

の改正派遣法にて定められた派遣の受

入可能期間では短すぎるため、製造部門

で労働者派遣を有効活用するには、さら

なる規制緩和が望まれる。
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

労働者派遣事業の

適正な運営の確保

及び派遣労働者の

就業条件の整備等

に関する法律（労働

者派遣法）第４０条

の２、附則第５項

○平成１６年３月から、物の製造業務

についての労働者派遣事業の実施が

可能となったところ。

○物の製造業務についての労働者派

遣に係る派遣受入期間の制限につい

ては、平成１９年２月末までは１年、平

成１９年３月からは３年とされている。

ｃ Ⅰ

○労働者派遣の派遣受入期間については、労

働政策審議会において平成１３年８月から平成

１５年１２月にかけて行った労働者派遣事業制

度全体の見直しの中で検討したところ、「派遣期

間の一定の限定は、いわゆる長期雇用慣行の

我が国における位置付けを踏まえると、今回の

見直しにおいては、引き続き維持することが適

当」とされたところである。

○厚生労働省としても専門的な知識、技術又は

経験を必要とする業務等を除き、労働者派遣事

業は、その利用の仕方によっては、安定した雇

用機会の確保、長期雇用慣行を前提とした雇用

の安定、職業能力の有効発揮、安定した労使

関係等我が国の雇用慣行に悪影響を及ぼすお

それもあること等を勘案すると、派遣受入期間に

一定の制限を設け、労働者派遣事業を臨時的・

一時的な労働力需給調整システムと位置付け

ることが適当であると考えている。

○なお、平成１６年３月から、常用雇用との調

和を図りつつ、派遣労働者や派遣先のニーズ

に的確に応える観点から、一律１年という制限

を見直し、３年までの期間で臨時的・一時的と

判断できる期間については労働者派遣を受け

入れることができることとしたところであるが、同

じく平成１６年３月から実施が可能となった物の

製造業務についての労働者派遣事業について

は、派遣先等に急激な環境の変化をもたらすこ

となく、円滑な定着を進めていくことが必要であ

ることから、施行後３年間は派遣受入期間の制

限を１年としているところである（平成１８年３月

以降に労働者派遣を開始したものは、翌年３月

以降派遣先が必要な手続を経た上で派遣受入

期間を延長することができる。）。

z0900034 厚生労働省 派遣労働者の事前面接の自由化 5048 50480003 11 社団法人　日本自動車工業会 3
労働者派遣法における派遣期間制度

の見直し（製造業）

派遣は、製造業における生産量の変動に

対応するための選択肢の一つとして、短

期なものから中長期的なものまでを含め

た、要員対応の手段として非常に有効な

ものである。

また、雇用の多様化に対応していくという

観点からも、「物の製造」業務だけ制限を

設けるのでなく、早期に派遣期間制限を

緩和することを要望する。

改正労働者派遣法で、製造業への派遣

は可能になったが、経過措置として施行

後３年間は派遣期間を１年としている。

製造業では、市場動向に伴う要員変動へ

の対応として、短期のみならず中長期の

派遣社員を活用するというニーズがある

が、それに対応できない。
・重点要望項目
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

労働者派遣事業の

適正な運営の確保

及び派遣労働者の

就業条件の整備等

に関する法律（労働

者派遣法）第４０条

の２

○平成１６年３月から、専門的な知識、

技術又は経験等を必要とする業務（い

わゆる「２６業務」）等を除いた労働者

派遣に係る派遣受入期間の制限につ

いて、最長３年とされたところである。

ｃ Ⅰ

○労働者派遣の派遣受入期間につい

ては、労働政策審議会において平成

１３年８月から平成１５年１２月にかけて

行った労働者派遣事業制度全体の見

直しの中で検討したところ、「派遣期

間の一定の限定は、いわゆる長期雇

用慣行の我が国における位置付けを

踏まえると、今回の見直しにおいて

は、引き続き維持することが適当」とさ

れたところである。

○厚生労働省としても専門的な知識、

技術又は経験を必要とする業務等を

除き、労働者派遣事業は、その利用の

仕方によっては、安定した雇用機会の

確保、長期雇用慣行を前提とした雇用

の安定、職業能力の有効発揮、安定し

た労使関係等我が国の雇用慣行に悪

影響を及ぼすおそれもあること等を勘

案すると、派遣受入期間に一定の制

限を設け、労働者派遣事業を臨時的・

一時的な労働力需給調整システムと

位置付けることが適当であると考えて

いる。

○なお、平成１６年３月から、常用雇用

との調和を図りつつ、派遣労働者や派

遣先のニーズに的確に応える観点か

ら、一律１年という制限を見直し、３年

までの期間で臨時的・一時的と判断

できる期間については労働者派遣を

受け入れることができることとしたとこ

ろである。

z0900034 厚生労働省 派遣労働者の事前面接の自由化 5048 50480004 11 社団法人　日本自動車工業会 4
労働者派遣法における派遣期間制度

の見直し（通常派遣）

派遣は、業務量の変動に対応するための

選択肢の一つとして、短期的なものから

中長期的なものまでを含めた、要員対応

の手段として非常に有効なものである。

また、就業形態の幅を広げ、雇用の多様

化に対応していくという観点からも、派遣

期間の規制を無くすことを要望する。

特定２６業種以外については、３年を超え

る期間継続して労働者を派遣することは

出来ない。

業務量の変化に対して、フレキシブルに

対応出来ない。また、短期のみならず、中

長期の派遣社員を活用するニーズに対

応できない。
・重点要望項目
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

労働者派遣事業の

適正な運営の確保

及び派遣労働者の

就業条件の整備等

に関する法律（労働

者派遣法）第４０条

の２

○平成１６年３月から、専門的な知識、

技術又は経験等を必要とする業務（い

わゆる「２６業務」）等を除いた労働者

派遣に係る派遣受入期間の制限につ

いて、最長３年とされたところである。

ｃ Ⅰ

○労働者派遣の派遣受入期間につい

ては、労働政策審議会において平成

１３年８月から平成１５年１２月にかけて

行った労働者派遣事業制度全体の見

直しの中で検討したところ、「派遣期

間の一定の限定は、いわゆる長期雇

用慣行の我が国における位置付けを

踏まえると、今回の見直しにおいて

は、引き続き維持することが適当」とさ

れたところである。

○厚生労働省としても専門的な知識、

技術又は経験を必要とする業務等を

除き、労働者派遣事業は、その利用の

仕方によっては、安定した雇用機会の

確保、長期雇用慣行を前提とした雇用

の安定、職業能力の有効発揮、安定し

た労使関係等我が国の雇用慣行に悪

影響を及ぼすおそれもあること等を勘

案すると、派遣受入期間に一定の制

限を設け、労働者派遣事業を臨時的・

一時的な労働力需給調整システムと

位置付けることが適当であると考えて

いる。

○なお、平成１６年３月から、常用雇用

との調和を図りつつ、派遣労働者や派

遣先のニーズに的確に応える観点か

ら、一律１年という制限を見直し、３年

までの期間で臨時的・一時的と判断

できる期間については労働者派遣を

受け入れることができることとしたとこ

ろである。

z0900034 厚生労働省 派遣受入期間の見直し 5054 50540013 21 東京商工会議所 13 労働者派遣法の更なる規制緩和 ②派遣期間の見直し

①派遣労働市場の成長により雇用の拡

大を図るため。

②労使双方にとって解禁の意義があるた

め。
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

①診療録等の保存

を行う場所につい

て平成14年3月29

日医政発第

0329003号／保発

第0329001号

②診療録等の外部

保存に関するガイド

ラインについて平成

14年5月31日　医

政発第0531005号

診療録等の外部保存を行う際の基準

は、電気通信回線を通じて外部保存を

行う場合にあっては、保存に係るホス

トコンピュータ、サーバ等の情報処理

機器が医療法第1条の5第1項に規定

する病院又は同条第2項に規定する

診療所その他これに準ずるものとして

医療法人等が適切に管理する場所に

置かれるものであることとされている。

b

電子カルテ等診療情報の保存を行うこ

とについては、規制改革・民間開放推

進３か年計画（平成16年３月19日閣

議決定）において、個人情報と管理に

ついての遵守が確認できる場合には

医療機関等以外であっても保存を認

めることとされており、現在具体的な

条件を検討しているところであり、平

成１６年度中に得られる結論を踏まえ

具体的なガイドラインを策定する。

z0900035 厚生労働省 電子カルテの医療機関外での保存 5032 50320003 11 （社）電子情報技術産業協会 3 電子カルテの医療機関外での保存

医療法人だけではなく、一般の電子アー

カイブ事業者なども含めた電子カルテ外

部保存を可能となるよう、通知を見直して

いただきたい。

【規制の現状】

診療機関以外のものが、診療録（カルテ）

を電子的に保存し、これを関連する診療

機関に開示することは禁じられている。

【予想効果】

電子カルテの導入、運用コストが低減する

ため、EDP部門を持たない中小診療機関

でも容易に電子カルテが採用できるよう

になる。EDP部門を持ち、すでに電子カル

テを導入している大規模医療機関におい

てもコストの低減が図れる。このため全体

として、医療費の適正化が可能になる。

ひいては、保険機構や保険者の負担を軽

減できる。

医療法人（等とついてはいるが）に限定

するため、他のアーカイブ対象と同じIT環

境を使用できず、割高になる。これがひい

ては電子カルテの普及を阻害する要因と

なると考えられるため。

83/165



該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

民生委員法第６条

民生委員法第６条において民生委員

を推薦するに当たっては、「当該市町

村の議会の議員の選挙権を有する者

のうち、人格識見高く、広く社会の実情

に通じ、且つ、社会福祉の増進に熱意

のある者であって児童福祉法の児童

委員としても、適当である者」から推

薦することとされている。また、市町村

の議会の議員の選挙権の要件は、公

職選挙法第９条第２項に規定されてお

り、外国籍の者は該当しないものと

なっている。

c Ⅰ

　民生委員・児童委員（民生委員は、

民生委員法に定められており、同時

に児童委員は、児童福祉法によって

民生委員が兼ねることとなっている。）

は特別職の地方公務員であり、地方

公務員の国籍要件については、「公

権力の行使を行う公務員となるため

には日本国籍を必要とする」こととさ

れている。

　民生委員・児童委員については、児

童委員として児童虐待等の立入調査

権に基づく公権力の行使を行うことな

どから、日本国籍を必要とする。

z0900036 厚生労働省
民生委員の推薦に係る国籍条項の撤

廃
5033 50330002 11 滋賀県　米原町 2

民生委員の推薦に係る国籍条項の撤

廃

●法令等による規制を撤廃する要望

民生委員推薦にあたり、外国人であって

も、人格意識が高く、広く社会の事情に通

じ、社会福祉の増進に熱意のある者であ

れば、地域の実情に応じて民生委員とし

て推薦できるよう所要の措置をお願いし

たい。

       ―

日本に来て住む外国人が増え、生活・文

化が多様化、多国籍化する中で、従来よ

りある在日児童に対するいじめや大学入

試差別に加えて、マイノリィティ差別や外

国人入店拒否等多数の問題が顕在化し

てきている。ここで、日本人の外国人に対

する差別意識や言葉、文化の違いが大き

な壁となって、生活や人権について悩み

事を相談できずに苦しんでいる外国人も

多いと思われる。民生委員の中に外国人

が含まれていれば問題を抱える外国人も

相談しやすくなるので、民生委員の推薦

に係る国籍条項の撤廃をお願いしたい。
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

厚生年金保険法第

１３６条の３

　厚生年金基金の年金給付等積立金の運用方

法は、①信託会社、生命保険会社、投資顧問

業者との契約による運用と、②厚生年金基金自

らが行う運用（自家運用）に分けられる。年金給

付等積立金は安全かつ効率的に運用しなけれ

ばならないため、厚生年金保険法等により運用

方法等が規定されているところであるが、①に

ついては、信託会社等の専門家も受託者責任

を負い、運用を行うことから運用先の特段の制

限を設けてなく、商品ファンドへの運用や商品投

資顧問業者との契約も明示的には制限されて

いない。なお、②については、厚生年金基金

においては、受託者責任の観点に加え、必ず

しも様々な運用方法に応じた専門家がいるなど

運用管理体制が整っているものではないことか

ら、運用対象資産や契約の相手方について一

定の制限を設けているところであり、商品ファン

ドへの直接の運用や、商品投資顧問業者との

直接の契約の締結は認めていない。

　なお、自家運用においては、有価証券であっ

ても、先物・オプション取引については、法令

上、当該現物の価格変動のリスクヘッジを目的

としたものに限って認めているところである（先

物・オプション取引のみにより利益を求めること

は禁止している。）

c,d Ⅰ

　厚生年金基金の運用は、専ら加入者等の利

益のために、受託者責任を遵守し、安全かつ効

率的に行わなければならないとされているとこ

ろである。また、厚生年金基金の積立金は、中

長期的な視点で、安定的な収益を確保できるよ

う運用される必要がある。

　商品ファンドは、投資家から資金を集め、専門

家が農産物や鉱物など様々な商品に投資し、

その収益を投資家に還元するものである。その

運用方法は、商品先物・オプション取引を基本

としているため、少ない資金（証拠金）で非常に

高い収益を上げること（レバレッジ効果）が可能

である一方、投資元本をすべて失う可能性もあ

るハイリスク・ハイリターンの投資対象である。さ

らに、証券市場との相関関係が低いことから短

期的には効率的な運用となる可能性はあるもの

の、リスク管理が難しいこと、農産物や鉱物な

どの商品を投資対象としているため長期的には

経済成長に見合った収益を得ることができない

ことから、長期的に保持する対象とはならないと

考えている。

   したがって、商品ファンドは、こうした厚生年金

基金の自家運用の手段としては不適当と言わ

ざるを得ない。

  なお、現在でも、信託会社等との契約に基づく

運用においては、これらの運用機関の運用対

象資産や契約の相手方について特段の規制は

なく、受託者責任に反しない限り、商品ファンド

による運用も商品投資顧問業者との契約の締結

も制約されていない。

z0900037 厚生労働省
年金資金運用品目としての商品ファン

ド法に基づく商品投資受益権の解禁
5038 50380002 11

社団法人日本商品投資販売業

協会
2

年金資金運用品目としての商品ファン

ド法に基づく商品投資受益権を解禁

する

厚生年金保険法における年金給付等積

立金の運用方法として、商品投資に係る

事業の規制に関する法律上の商品ファン

ド（商品投資受益権）による運用を明示的

に認めることを要望する。　　　　第136条

の3第1項第4号に項目を追加し、「商品

投資に係る事業の規制に関する法律」に

規定する商品投資受益権の売買を加える

ことを要望する。

年金資金の運用に携わる者にとって、運

用の選択肢の拡大を図り、投資対象とし

て採用するかどうかの投資判断は、運用

を専門とする者に委ねられるべきものと考

える。

投資対象は商品投資であってもあるいは

株式投資であっても、運用におけるリス

ク管理が極めて重要なことは言うまでも

ないことであり、決して投資商品の属性

ではないと考える。今日では、運用の世

界において多種多様な運用商品が提供

されており、パフォーマンスにおけるリス

ク管理の面では金融工学的な角度より、

またスキームにおけるリスク管理はリー

ガル的な視点より、と厳しい管理手法が

採られている。将来的な年金受給の効率

性を鑑み、幅広い選択肢の中で採用に耐

えられるかどうかのデューデリジェンス機

能より検討の可能性を要望する。
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

厚生年金保険法第

１３６条の３

　厚生年金基金の年金給付等積立金の運用方

法は、①信託会社、生命保険会社、投資顧問

業者との契約による運用と、②厚生年金基金自

らが行う運用（自家運用）に分けられる。年金給

付等積立金は安全かつ効率的に運用しなけれ

ばならないため、厚生年金保険法等により運用

方法等が規定されているところであるが、①に

ついては、信託会社等の専門家も受託者責任

を負い、運用を行うことから運用先の特段の制

限を設けてなく、商品ファンドへの運用や商品投

資顧問業者との契約も明示的には制限されて

いない。なお、②については、厚生年金基金

においては、受託者責任の観点に加え、必ず

しも様々な運用方法に応じた専門家がいるなど

運用管理体制が整っているものではないことか

ら、運用対象資産や契約の相手方について一

定の制限を設けているところであり、商品ファン

ドへの直接の運用や、商品投資顧問業者との

直接の契約の締結は認めていない。

　なお、自家運用においては、有価証券であっ

ても、先物・オプション取引については、法令

上、当該現物の価格変動のリスクヘッジを目的

としたものに限って認めているところである（先

物・オプション取引のみにより利益を求めること

は禁止している。）

c,d Ⅰ

　厚生年金基金の運用は、専ら加入者等の利

益のために、受託者責任を遵守し、安全かつ効

率的に行わなければならないとされているとこ

ろである。また、厚生年金基金の積立金は、中

長期的な視点で、安定的な収益を確保できるよ

う運用される必要がある。

　商品ファンドは、投資家から資金を集め、専門

家が農産物や鉱物など様々な商品に投資し、

その収益を投資家に還元するものである。その

運用方法は、商品先物・オプション取引を基本

としているため、少ない資金（証拠金）で非常に

高い収益を上げること（レバレッジ効果）が可能

である一方、投資元本をすべて失う可能性もあ

るハイリスク・ハイリターンの投資対象である。さ

らに、証券市場との相関関係が低いことから短

期的には効率的な運用となる可能性はあるもの

の、リスク管理が難しいこと、農産物や鉱物な

どの商品を投資対象としているため長期的には

経済成長に見合った収益を得ることができない

ことから、長期的に保持する対象とはならないと

考えている。

   したがって、商品ファンドは、こうした厚生年金

基金の自家運用の手段としては不適当と言わ

ざるを得ない。

  なお、現在でも、信託会社等との契約に基づく

運用においては、これらの運用機関の運用対

象資産や契約の相手方について特段の規制は

なく、受託者責任に反しない限り、商品ファンド

による運用も商品投資顧問業者との契約の締結

も制約されていない。

z0900037 厚生労働省
年金資金運用品目としての商品ファン

ド法に基づく商品投資受益権の解禁
5039 50390054 11 社団法人 リース事業協会 54 商品ファンドに係る規制撤廃・緩和

１．年金給付等積立金の運用方法として、

商品ファンド法上の商品ファンド（商品投

資受益件）による運用を明示的に認める

ことを要望する。具体的には、年金給付等

積立金の運用方法として、厚生年金保険

法136条の３の三の投資顧問業者の定義

に商品投資顧問業者を加えることを要望

する。

・年金資金の運用・商品ファンドの運用に

投資顧問の起用・バックオフィス業務の

簡素化・商品ファンドの運用コストの軽

減・投資家への多様な商品の提供・映画

ファンドの振興を通じた映画制作・配給・

興行業界の活性化

多くの年金基金が株式相場の下落によって3期連続

のマイナス運用に苦しんでいる状況において、既

存の有価証券のみに運用対象を限定しておく根拠

は無い。商品先物投資は年金資金運用の選択肢を

増やし、リスク分散の観点から運用成績の安定化へ

の寄与も期待できる。厚生労働省からの回答では

「商品ファンドは、投資家から資金を集め、専門家が

農産物や鉱物などの様々な商品に投資し、その収

益を投資家に還元するものである。･･･＜省略＞･･･

リスク管理が難しいこと、農産物や鉱物などの商品

を投資対象としているため長期的には経済成長に

見合った収益をえることができないことから、長期的

に保持する対象とはならないと考えている。」として

いるが、商品性について誤った認識の回答であり、

遺憾である。商品ファンドの大半は、Modern　Ｐｏｒｔｆｏ

ｌｉｏ理論に基づき、総合的にリスクをコントロールする

ことが特徴であり、「リスク管理が難しい」という認識

は改めるべきである。また、年金資金の運用は、全

てが一律に長期運用とするわけでなく、年金受給者

の人数等の状況やMarketの状況により、期間の長

短、リスクの大小等を組替えることが必要となるので

はないか。年金基金は、プロの投資家であり、証券

投資信託においても金融先物や為替先物で運用し

ているものやレバレッジを用いてハイリスク＆ハイリ

ターンとなっているものも多く、各基金の選択に委ね

るべきである。
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

厚生年金保険法第

１３６条の３

　厚生年金基金の年金給付等積立金の運用方

法は、①信託会社、生命保険会社、投資顧問

業者との契約による運用と、②厚生年金基金自

らが行う運用（自家運用）に分けられる。年金給

付等積立金は安全かつ効率的に運用しなけれ

ばならないため、厚生年金保険法等により運用

方法等が規定されているところであるが、①に

ついては、信託会社等の専門家も受託者責任

を負い、運用を行うことから運用先の特段の制

限を設けてなく、商品ファンドへの運用や商品投

資顧問業者との契約も明示的には制限されて

いない。なお、②については、厚生年金基金

においては、受託者責任の観点に加え、必ず

しも様々な運用方法に応じた専門家がいるなど

運用管理体制が整っているものではないことか

ら、運用対象資産や契約の相手方について一

定の制限を設けているところであり、商品ファン

ドへの直接の運用や、商品投資顧問業者との

直接の契約の締結は認めていない。

　なお、自家運用においては、有価証券であっ

ても、先物・オプション取引については、法令

上、当該現物の価格変動のリスクヘッジを目的

としたものに限って認めているところである（先

物・オプション取引のみにより利益を求めること

は禁止している。）

c,d Ⅰ

　厚生年金基金の運用は、専ら加入者等の利

益のために、受託者責任を遵守し、安全かつ効

率的に行わなければならないとされているとこ

ろである。また、厚生年金基金の積立金は、中

長期的な視点で、安定的な収益を確保できるよ

う運用される必要がある。

　商品ファンドは、投資家から資金を集め、専門

家が農産物や鉱物など様々な商品に投資し、

その収益を投資家に還元するものである。その

運用方法は、商品先物・オプション取引を基本

としているため、少ない資金（証拠金）で非常に

高い収益を上げること（レバレッジ効果）が可能

である一方、投資元本をすべて失う可能性もあ

るハイリスク・ハイリターンの投資対象である。さ

らに、証券市場との相関関係が低いことから短

期的には効率的な運用となる可能性はあるもの

の、リスク管理が難しいこと、農産物や鉱物な

どの商品を投資対象としているため長期的には

経済成長に見合った収益を得ることができない

ことから、長期的に保持する対象とはならないと

考えている。

   したがって、商品ファンドは、こうした厚生年金

基金の自家運用の手段としては不適当と言わ

ざるを得ない。

  なお、現在でも、信託会社等との契約に基づく

運用においては、これらの運用機関の運用対

象資産や契約の相手方について特段の規制は

なく、受託者責任に反しない限り、商品ファンド

による運用も商品投資顧問業者との契約の締結

も制約されていない。

z0900037 厚生労働省
年金資金運用品目としての商品ファン

ド法に基づく商品投資受益権の解禁
5040 50400024 11 オリックス 24 商品ファンドに係る規制撤廃・緩和

１．年金給付等積立金の運用方法として、

商品ファンド法上の商品ファンド（商品投

資受益件）による運用を明示的に認める

ことを要望する。具体的には、年金給付等

積立金の運用方法として、厚生年金保険

法136条の３の三の投資顧問業者の定義

に商品投資顧問業者を加えることを要望

する。

・年金資金の運用・商品ファンドの運用に

投資顧問の起用・バックオフィス業務の

簡素化・商品ファンドの運用コストの軽

減・投資家への多様な商品の提供・映画

ファンドの振興を通じた映画制作・配給・

興行業界の活性化

多くの年金基金が株式相場の下落によって3期連続

のマイナス運用に苦しんでいる状況において、既

存の有価証券のみに運用対象を限定しておく根拠

は無い。商品先物投資は年金資金運用の選択肢を

増やし、リスク分散の観点から運用成績の安定化へ

の寄与も期待できる。厚生労働省からの回答では

「商品ファンドは、投資家から資金を集め、専門家が

農産物や鉱物などの様々な商品に投資し、その収

益を投資家に還元するものである。･･･＜省略＞･･･

リスク管理が難しいこと、農産物や鉱物などの商品

を投資対象としているため長期的には経済成長に

見合った収益をえることができないことから、長期的

に保持する対象とはならないと考えている。」として

いるが、商品性について誤った認識の回答であり、

遺憾である。商品ファンドの大半は、Modern　Ｐｏｒｔｆｏ

ｌｉｏ理論に基づき、総合的にリスクをコントロールする

ことが特徴であり、「リスク管理が難しい」という認識

は改めるべきである。また、年金資金の運用は、全

てが一律に長期運用とするわけでなく、年金受給者

の人数等の状況やMarketの状況により、期間の長

短、リスクの大小等を組替えることが必要となるので

はないか。年金基金は、プロの投資家であり、証券

投資信託においても金融先物や為替先物で運用し

ているものやレバレッジを用いてハイリスク＆ハイリ

ターンとなっているものも多く、各基金の選択に委ね

るべきである。
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

0

平成１３年１２月より売掛債権担保融資

保証制度を利用する場合に限り、譲渡

禁止特約の部分解除を実施。平成１６

年７月より経済産業省において、譲渡

対象者を拡大する形で部分解除を実

施。

ｂ Ⅳ

ａ：制度の担当省である経済産業省の

説明を受けたうえで、検討し、可能で

あるならば通達により周知を図ってい

く。

z0900038 厚生労働省
国・地方自治体向け金銭債権の証券

化に係る債権譲渡禁止特約の解除
5039 50390022 11 社団法人 リース事業協会 22

国・地方自治体向け金銭債権の証券

化に係る債権譲渡禁止特約の解除

経済産業省などの一部の国の機関にお

いては、債権譲渡禁止特約の解除が行

われているが、すべての国の機関及び地

方自治体においても速やかに債権譲渡

禁止特約を解除すること。

企業の資金調達の円滑化が図られる。
債権譲渡禁止特約が資産流動化の適格

要件の障害となっている。
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

外国為替及び外国

貿易法第26条第1

項（外国投資家の

定義）、第27条（事

前届出）、第55条の

5（事後報告）

「外国投資家」の定義のうち、「非居住

者である個人」または「外国法令に基

づいて設立された法人その他の団体

又は、外国に主たる事務所を有する法

人その他の団体」により直接または間

接に保有される議決権の合計が50％

以上を占める会社については「外国

投資家」と規定され、対内直接投資等

の事前届出、又は事後報告が義務づ

けられている。

C -

（理由）

　ご指摘の点については、多数の外国

機関投資家が株式市場で株式を取得

した場合であっても、個々の投資家間

の関係がどのようなものであるかにつ

いて外形では判断できないことから、

適用除外とすることは不適当である。

また、仮に、個別に審査することとした

場合には、手続が煩雑となり、投資家

等の負担となる。

　対内直接投資については、国の安

全保障等に支障をきたすことになるお

それがある業種等限られた業種につ

いて事前届出制としているが、外国人

による企業支配を管理する観点から、

非居住者等の議決権比率の合計が

50％以上である場合を対象とすること

が適当である。同様に、事後報告につ

いても、国際収支統計や事業所管官

庁において取引の実態を把握する観

点から外国資本の流入の状況を把握

する必要があり、非居住者等の議決

権比率の合計が50％以上である場合

を対象とすることが適当である。

財務省とりまとめ z0900039 厚生労働省
外為法に基づく「外国投資家」規制の

適用除外
5039 50390032 11 社団法人 リース事業協会 32

外為法に基づく「外国投資家」規制の

適用除外

「外国投資家」の定義のうち、「非居住者

である個人」または「外国法令に基づい

て設立された法人その他の団体または

外国に主たる事務所を有する法人その他

の団体」により直接または間接に保有さ

れる議決権の合計が50％以上を占める

法人に関し、株式公開企業で極めて多数

の外国機関投資家が株式市場で株式を

取得したことによって、その保有比率合

計が50％以上となってしまったような場

合には、実質的に外国人が事業を支配し

ている場合に当たらないもので、何らか

の適用除外を検討いただきたい。例え

ば、上場会社の場合、株主１名の議決権

比率が20％未満である場合などは、当該

法の規制の趣旨の範囲外であり、適用除

外とする措置等を検討いただきたい。

適正かつ自由な経済活動の実施

本来この規制は、外国人による日本企業

への経営支配を管理するのが目的であ

る。その法の趣旨に鑑みれば、実質的に

外国人が支配している場合に当たらない

ケースでこの規制を適用する必要性はな

いものと考えられる。
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

外国為替及び外国

貿易法第26条第1

項（外国投資家の

定義）、第27条（事

前届出）、第55条の

5（事後報告）

「外国投資家」の定義のうち、「非居住

者である個人」または「外国法令に基

づいて設立された法人その他の団体

又は、外国に主たる事務所を有する法

人その他の団体」により直接または間

接に保有される議決権の合計が50％

以上を占める会社については「外国

投資家」と規定され、対内直接投資等

の事前届出、又は事後報告が義務づ

けられている。

C -

（理由）

　ご指摘の点については、多数の外国

機関投資家が株式市場で株式を取得

した場合であっても、個々の投資家間

の関係がどのようなものであるかにつ

いて外形では判断できないことから、

適用除外とすることは不適当である。

また、仮に、個別に審査することとした

場合には、手続が煩雑となり、投資家

等の負担となる。

　対内直接投資については、国の安

全保障等に支障をきたすことになるお

それがある業種等限られた業種につ

いて事前届出制としているが、外国人

による企業支配を管理する観点から、

非居住者等の議決権比率の合計が

50％以上である場合を対象とすること

が適当である。同様に、事後報告につ

いても、国際収支統計や事業所管官

庁において取引の実態を把握する観

点から外国資本の流入の状況を把握

する必要があり、非居住者等の議決

権比率の合計が50％以上である場合

を対象とすることが適当である。

財務省とりまとめ z0900039 厚生労働省
外為法に基づく「外国投資家」規制の

適用除外
5040 50400027 11 オリックス 27

外為法に基づく「外国投資家」規制の

適用除外

「外国投資家」の定義のうち、「非居住者

である個人」または「外国法令に基づい

て設立された法人その他の団体または

外国に主たる事務所を有する法人その他

の団体」により直接または間接に保有さ

れる議決権の合計が50％以上を占める

法人に関し、株式公開企業で極めて多数

の外国機関投資家が株式市場で株式を

取得したことによって、その保有比率合

計が50％以上となってしまったような場

合には、何らかの適用除外を検討いただ

きたい。例えば、上場会社の場合、株主１

名の議決権比率が20％未満である場合

などは、当該法の規制の趣旨の範囲外で

あり、適用除外とする措置等を検討いた

だきたい。

適正かつ自由な経済活動の実施

株式公開企業で極めて多数の外国機関

投資家が株式市場で株式を取得したこと

によって、その保有比率合計が50％以上

となってしまったような場合に、外国為替

及び外国貿易法第27条の事前届出およ

び第55条の5の事後報告を義務付けるの

は過剰ではないかと思われる。
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

0
医療用具の中古品販売は、新品販売

と同様の規制がなされている。
c

医療用具を中古品として販売すること

は、新品販売と同等以上のリスクを有

する。市販後の不具合情報提供等は

一般販売と同等以上の安全対策が必

要であることから、リース終了後の医

療機器の販売について、薬事法の適

用除外とするのは適切ではない。

z0900040 厚生労働省 薬事法の「販売業」規制について 5039 50390038 11 社団法人 リース事業協会 38 薬事法の「販売業」規制について

改正薬事法（平成１７年4月施行）の「販

売業」規制について、割賦販売取引、

リース終了後の売却について、法の適用

除外とするなどの措置を要望する。

医療機関の様々な設備投資ニーズに対

応することができる。

顧客に金融的便宜を与えているに過ぎ

ない割賦販売取引を行う際、あるいは、

リース取引の付随的な業務である終了

後の売却を行う際、改正薬事法により販

売業者に課される義務は、過重なものと

考えられる。
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

労働基準法第３６条

第１項

法定労働時間を超えて労働する場合

は、労働者の過半数を代表する者との

書面による協定を締結する必要があ

り、当該協定は厚生労働大臣が定め

る基準に適合したものとなるようにし

なければならないものとされている。

当該基準は、時間外労働の上限を定

めている（１箇月につき４５時間、１年

間につき３６０時間等）。

c Ⅲ

　時間外労働の限度基準は、時間外

労働は本来臨時的なものとして必要

最小限にとどめられるべきものである

との考えの下、長時間にわたる労働

の実効ある抑制を図るという趣旨で設

定されている。過重労働による健康障

害防止の観点からも時間外労働の削

減は重要であり、限度基準を緩和する

ことは困難である。

z0900041 厚生労働省 時間外労働の上限規制の緩和 5039 50390044 11 社団法人 リース事業協会 44 時間外労働の上限規制の緩和

裁量労働制を導入する一方で、労働の対

価を時間で管理すべき業務について弾

力的な対応を可能にするために、1年に

おいて延長することができる限度時間が

360時間とされている36協定による労働

時間について、労働者からの不服申立て

受付機関の設置を義務付けるなど一定の

要件を課した上で、労使間の合意により

任意に労働時間を決定できる制度とする

ことを要望する。

雇用者、労働者の双方において合意の

上で柔軟な労働時間の設定を望むニー

ズがある。昨年度提出した同要望に対し

て、厚生労働省から「米国のホワイトカ

ラーエグゼンプション制度（その改革の動

向も含む。）を参考にしつつ、裁量性の高

い業務については、改正後の労働基準

法の裁量労働制の施行状況を踏まえ、今

般専門業務型裁量労働制の導入が認め

られた大学教員を含め、労働者の健康に

配慮する等の措置を講ずる中で、適用除

外方式を採用することを検討する。」との

回答が示された。検討を踏まえて早急に

措置がされることを期待する。
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

労働基準法第３６条

第１項

法定労働時間を超えて労働する場合

は、労働者の過半数を代表する者との

書面による協定を締結する必要があ

り、当該協定は厚生労働大臣が定め

る基準に適合したものとなるようにし

なければならないものとされている。

当該基準は、時間外労働の上限を定

めている（１箇月につき４５時間、１年

間につき３６０時間等）。

c Ⅲ

　時間外労働の限度基準は、時間外

労働は本来臨時的なものとして必要

最小限にとどめられるべきものである

との考えの下、長時間にわたる労働

の実効ある抑制を図るという趣旨で設

定されている。過重労働による健康障

害防止の観点からも時間外労働の削

減は重要であり、限度基準を緩和する

ことは困難である。

z0900041 厚生労働省 時間外労働の上限規制の緩和 5040 50400002 11 オリックス 2 時間外労働の上限規制の緩和

裁量労働制を導入する一方で、労働の対

価を時間で管理すべき業務について弾

力的な対応を可能にするために、1年に

おいて延長することができる限度時間が

360時間とされている36協定による労働

時間について、労働者からの不服申立て

受付機関の設置を義務付けるなど一定の

要件を課した上で、労使間の合意により

任意に労働時間を決定できる制度とする

ことを要望する。

雇用者、労働者の双方において合意の

上で柔軟な労働時間の設定を望むニー

ズがある。昨年度提出した同要望に対し

て、厚生労働省から「米国のホワイトカ

ラーエグゼンプション制度（その改革の動

向も含む。）を参考にしつつ、裁量性の高

い業務については、改正後の労働基準

法の裁量労働制の施行状況を踏まえ、今

般専門業務型裁量労働制の導入が認め

られた大学教員を含め、労働者の健康に

配慮する等の措置を講ずる中で、適用除

外方式を採用することを検討する。」との

回答が示された。検討を踏まえて早急に

措置がされることを期待する。
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

少子化対策基本方

針（平成１１年１２月

１７日少子化対策推

進関係閣僚会議決

定）、新エンゼルプラ

ン（平成１１年１２月１

９日６大臣合意）

新エンゼルプラン等に基づき、延長保

育、休日保育、低年齢児の受入れの

拡大、乳幼児健康支援一時預かり事

業等についてその実施の推進に努め

ている。

ｄ Ⅰ

○　ご要望の「多様な保育サービス制

度の拡充」については、新エンゼルプ

ラン等に基づき、延長保育、休日保

育、低年齢児の受入れの拡大、乳幼

児健康支援一時預かり事業等につい

てその実施の推進に努めている。

○　なお「経済財政運営と構造改革に

関する基本方針２００３」において検討

することとされた「就学前の教育・保

育を一体として捉えた一貫した総合

施設」については、平成１６年度中に

基本的な考え方のとりまとめを行い、

平成１７年度に試行事業を実施し、平

成１８年度からの実現を目指している。

z0900042 厚生労働省 保育所に関する制度改正 5039 50390045 11 社団法人 リース事業協会 45 保育所に関する制度改正

保育所について、①夜間保育や休日保

育の実施を含めた保育時間の延長、②入

所時期の弾力化、③夕食の提供を含めた

サービス内容の多様化、④待機期間をな

くすための保育園と幼稚園の一元化、⑤

発病時の保育サービスの拡充を図る政策

を早期に実施することを要望する。

昨年、同要望に対して、厚生労働省は

「新エンゼルプラン等に基づき、延長保

育、休日保育、低年齢児の受入れの拡

大、乳幼児健康支援一時預かり事業等に

ついてその実施の推進に努めており、延

長保育、休日保育といった事業について

は、平成１６年度予算案において、新エン

ゼルプランにおける平成１６年度の目標値

を大幅に超えた予算を確保しているとこ

ろである。また、平成１６年度においては、

もう一段の取組として、パートタイム労働

者等が保育所を利用しやすくするため、

週２・３日程度又は午前か午後のみ必要

に応じて柔軟に保育所を利用できる特定

保育事業について、対象年齢を就学前ま

で拡充するなどの措置を講じることとして

いる。」との回答を示している。出産後、再

度、就業機会を求める女性のニーズに合

わせた制度改革をさらに推進する必要が

ある。

94/165



該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

少子化対策基本方

針（平成１１年１２月

１７日少子化対策推

進関係閣僚会議決

定）、新エンゼルプラ

ン（平成１１年１２月１

９日６大臣合意）

新エンゼルプラン等に基づき、延長保

育、休日保育、低年齢児の受入れの

拡大、乳幼児健康支援一時預かり事

業等についてその実施の推進に努め

ている。

d Ⅰ

○　ご要望の「多様な保育サービス制

度の拡充」については、新エンゼルプ

ラン等に基づき、延長保育、休日保

育、低年齢児の受入れの拡大、乳幼

児健康支援一時預かり事業等につい

てその実施の推進に努めている。

○　なお「経済財政運営と構造改革に

関する基本方針２００３」において検討

することとされた「就学前の教育・保

育を一体として捉えた一貫した総合

施設」については、平成１６年度中に

基本的な考え方のとりまとめを行い、

平成１７年度に試行事業を実施し、平

成１８年度からの実現を目指している。

z0900043 厚生労働省 保育所に関する制度改正 5040 50400003 11 オリックス 3 保育所に関する制度改正

保育所について、①夜間保育や休日保

育の実施を含めた保育時間の延長、②入

所時期の弾力化、③夕食の提供を含めた

サービス内容の多様化、④待機期間をな

くすための保育園と幼稚園の一元化、⑤

発病時の保育サービスの拡充を図る政策

を早期に実施することを要望する。

昨年、同要望に対して、厚生労働省から

「新エンゼルプラン等に基づき、延長保

育、休日保育、低年齢児の受入れの拡

大、乳幼児健康支援一時預かり事業等に

ついてその実施の推進に努めており、延

長保育、休日保育といった事業について

は、平成１６年度予算案において、新エン

ゼルプランにおける平成１６年度の目標値

を大幅に超えた予算を確保しているとこ

ろである。また、平成１６年度においては、

もう一段の取組として、パートタイム労働

者等が保育所を利用しやすくするため、

週２・３日程度又は午前か午後のみ必要

に応じて柔軟に保育所を利用できる特定

保育事業について、対象年齢を就学前ま

で拡充するなどの措置を講じることとして

いる。」との回答が示された。出産後、再

度、就業機会を求める女性のニーズに合

わせた制度改革をさらに推進する必要が

ある。
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

食品衛生法第５１条

食品衛生法により、飲食店営業等公

衆衛生上影響の著しい営業につい

て、政令で定める業種別に、都道府県

が必要な基準を条例で定めることとさ

れている。

要望内容の詳細を確認した上で、対

応を判断したい。（担当者と照会中）
z0900044 厚生労働省

・ファーストフードカウンターの厨房と

しての取扱い撤廃
5041 50410009 11

（社）日本フランチャイズチェー

ン協会
9
・ファーストフードカウンターの厨房と

しての取扱い撤廃

・ファーストフードカウンターの厨房として

の取扱い撤廃。

・全国統一基準の設定。

・ファーストフードカウンター内が、保健所

の指導により、厨房扱いとなっている地

域もあればそうでない地域もあり、全国

統一した基準が存在していない。保健所

によって厨房部分に腰高位の区画扉が

必要になり又厨房の器材の指定等、地域

より大きく仕様を変更する必要がある。

・全国展開のフランチャイズ本部コストの

削減と資源の有効活用。
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

薬事法

薬局開設者又は医薬品の販売業の許

可を受けたものでなければ、業として

医薬品の販売、授与等を行ってはなら

ない。

ｂ Ⅰ

医薬分業の進展、ドラッグストアの進

出や薬学教育６年制の導入に伴う薬

剤師の専門性の向上など、一般用医

薬品を取り巻く環境の大きな変化を踏

まえ、厚生科学審議会に「医薬品販売

制度改正検討部会」を本年４月に設置

し、検討を開始したところであり、今後

医薬品のリスク等の程度に応じた医

薬品販売のあり方全般の見直しにつ

いて調査審議することとしている。本

検討部会においては遅くとも平成１８

年の通常国会に必要な法案が提出さ

れるよう、必要な制度改正について最

終的な意見を取りまとめることとして

いる。

z0900045 厚生労働省 ・一般用医薬品の規制緩和 5041 50410013 11
（社）日本フランチャイズチェー

ン協会
13 ・一般用医薬品の規制緩和

・一般用医薬品全商品を一般小売業での

取扱い解禁。

・現薬事法の改正。商品区分（医薬品、医

薬部外品、化粧品、医療用具）及び医薬

品販売業許可（一般販売業、薬種商販売

業、配置販売業、特例販売業）の全面的

見直し。

・平成１５年１２月１８日厚生労働省の「医

薬品のうち安全上特に問題のないものの

選定に関する検討会」の報告は同年６月

２８日閣議決定の趣旨と大きく乖離し、且

生活者が緊急時に必要として居る一般用

医薬品が専門家的所見によって除外され

ている。

・調査研究機関等による各消費者調査や

世論に依ると一般生活者が緊急時に最も

必要として居る解熱鎮痛薬、総合感冒薬

（内服用）、複合胃腸薬等が除外された。

・薬剤師非配置の配置販売業及び特例

販売業において概ね取扱って居り納得

できる説明がない。

・今回選定された品目は医薬品としてで

はなく医薬部外品であり、その理由の説

明がない。

　一般消費者に対してはその効能につい

て精神的影響を与える。
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

労働安全衛生法事

務所衛生基準規則

第５条第３項

　空気調和設備を設けている場合に

おける室の気温を１７度以上２８度以下

と努力目標値を定めている

ｃ Ⅲ

　事務所衛生基準規則第5条第3項の

規定は、事務所における労働者の健

康を保持するための環境基準として

必要なものであることから、御要望に

お応えする事は出来ない。

z0900046 厚生労働省
事業所の室温等規制にかかる、規制

の整合性確保
5042 50420008 11 ソニー㈱ 8

事業所の室温等規制にかかる、規制

の整合性確保

省エネルギー・省資源対策推進会議指

針、労働安全衛生法事務所衛生基準規

則第５条第３項の両規定の整合性を持た

せる方向で（例えば指針と規則の数値統

一化、または規則の基準緩和など）、規定

の整理につき検討されたい。

省エネルギーの視点から規定が整理され

た場合、夏場では状況に応じて冷房の温

度を高めに設定できるため、省エネ対策

に資するものと考える。

　内閣に設置されている省エネルギー・省資源対策

推進会議は毎年、同会議の決定事項（以下、指針）

として「夏季の省エネルギー対策について」を出し

ている（実施状況について経済産業省資源エネル

ギー庁が毎年、調査している）。そこでは住宅、ビル

等におけるエネルギー管理につき、「冷房中の室温

が２８℃を下回らないよう適切に調整する等、エネ

ルギー消費について適正な管理を行うこと」として

いる（湿度は規定なし。冬季は２０℃以下）。しかし

一方、労働安全衛生法事務所衛生基準規則第５条

第３項では「事業所は中央管理方式の空調調和設

備を設けている場合は、室の気温が１７度以上２８

度以下及び相対湿度が４０パーセント以上７０パー

セント以下になるように努めなければならない」との

規定を設けている。前者の指針と後者の規則との間

に「運用上」の矛盾が生じており問題である。

　室温等規制につき、指針については直接、国民

の権利義務にかかわる規定ではないが、政府とし

て広く国民に協力要請を行っており、また規則につ

いては罰則等を伴わない努力規定である。しかし一

企業としてコンプライアンスを推進する観点から、国

からの指針や努力規定がおかれている以上、適切

にそれらに従うよう、取り組んでいる次第である。し

たがって両規定の趣旨に副えば、夏場であれば両

規定を満たす温度は２８℃ということになるが、事務

所エリアの空調は±２～３℃程度の制御が実情で

あり、２８℃に保ち続けることは実質的に難しい。両

規定に整合性を持たせる必要があると考える。
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

労働基準法第３９条

　使用者は、雇入れの日から起算して

６箇月継続勤務し全労働日の８割以上

出勤した労働者に対して、１０労働日

の年次有給休暇を与えなければなら

ず、その後１年間が経過するごとに全

労働日の８割以上出勤した労働者に

対して、１日又は２日を加算した年次

有給休暇を与えなければならない。

雇入れの日から６年６箇月以後経過し

た労働者には上限である２０労働日の

年次有給休暇を与えなければならな

い。

c Ⅰ

　年次有給休暇の法定付与日数の上

限20日に至るまでの勤続期間は平成

10年の労働基準法改正により、従前

より4年間短縮されており、現在これ

以上短縮することについて、労使双方

の合意が得られていないものと考え

る。

　なお、労働基準法は労働条件の最

低基準を定めるものであり、これを上

回る年次有給休暇を付与することは差

し支えなく、労使に委ねられているも

のである。

z0900047 厚生労働省
年次有給休暇の付与条件と日数の変

更
5045 50450001 11 日本バカンス振興会 1

年次有給休暇の付与条件と日数の変

更

使用者が労働者に付与する年次有給休

暇について、採用年度より継続した２０労

働日を与えるようにしてほしい。

労働基準法の適用される独立行政法人

などでは採用初年度より年間２０日間の

休暇が付与されており、現状の労働基準

法の規定と整合していない。
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

労働基準法第３２条

の３

フレックスタイム制の清算期間内にお

ける時間外労働は、原則として「週法

定労働時間×清算期間の暦日数÷

７」で計算される労働時間の総枠を超

えた部分を時間外労働とするが、清算

期間を１箇月としたときに、曜日の巡り

等により総労働時間が労働時間の総

枠を超えることがある。このような問題

に対応するため、行政解釈により、

①　清算期間が１箇月であること

②　清算期間を通じて毎週必ず２日以

上休日が確保されていること

③　当該清算期間の２９日目を起算日

とする１週間（特定期間）における労

働者の実際の労働日ごとの労働時間

の和が週法定労働時間を超えるもの

でないこと

④　清算期間における労働日ごとの労

働時間がおおむね一定であること

の４条件を満たす場合には、労働基準

法第３２条の３に規定する「清算期間と

して定められた期間を平均」した１週

間当たりの労働時間について、「（清

算期間として定められた期間を平均し

た１週間の労働時間）＝（（清算期間

における最初の４週間の労働時間）＋

（特定期間における労働時間））÷５」

としても差し支えないとしている。

c Ⅳ

　フレックスタイム制は労働日ごとの労働時間が

労働者の始業時刻及び終業時刻の決定により

変動する制度である。

　清算期間を１か月とするフレックスタイム制を導

入している場合に、清算期間を通じて完全週休

二日制を実施しており、かつ、労働者の実際の

労働日ごとの労働時間がおおむね一定で、各

月ごとの労働の実態が変わらないときであって

も、清算期間における曜日の巡り及び労働日の

設定によっては、清算期間における法定労働時

間の総枠を超えることとなる場合がある。この場

合に、

①清算期間を一箇月とするフレックスタイム制の

労使協定が締結されていること

②清算期間を通じて毎週必ず２日以上休日が

付与されていること

③当該清算期間の２９日目を起算日とする一週

間（以下「特定期間」という。）における当該労働

者の実際の労働日ごとの労働時間の和が法第

３２条第１項に規定する週の法定労働時間（４０

時間）を超えるものでないこと

④清算期間における労働日ごとの労働時間が

おおむね一定であること

を満たす場合、すなわち、完全週休２日制を採

用する事業場における清算期間中の労働日ご

との労働時間についてはおおむね８時間以下

であることを満たす限りにおいては、１か月間

の法定労働時間（１か月間が３１日の場合は１

７７．１時間、３０日の場合は１７１.４時間）を超

えた部分も時間外労働として取り扱うものでは

ないとしているところである（平成９年３月３１日

基発第２２８号）。

　従って、提出意見のような取扱いを行うこと

は、労働者の保護に欠けるおそれがあり、１か

月以内の清算期間を基礎にフレックスタイム制

の導入を認めた労働基準法の趣旨に反するた

め、不可能である。

z0900048 厚生労働省
週休２日制の場合のフレックスタイム

制度の適用について
5048 50480001 11 社団法人　日本自動車工業会 1

週休２日制の場合のフレックスタイム

制度の適用について

適用にならない日のみ、フレックスタイム

の除外日を設定するなどが必要となり、

労働時間管理の煩雑さが生じるだけでな

く、そもそも、フレックスタイム制度を導入

することの効果自体が薄れてしまうことか

ら、通達の４つの要件を緩和することを要

望する。

１ヶ月のフレックスタイム制度において

は、清算期間における法定労働時間の総

枠は「40時間×清算期間の暦日数／７」

により計算するものとされており、完全週

休２日制で労働する場合でも、暦日数や

休日数に差異があることにより、計算上

法定労働時間の総枠を超えることがあ

る。一方、完全週休２日制を実施し、４つの

要件を満たす場合は、時間外労働として

扱わなくても差し支えないと通達されて

いる。

通達で、時間外労働として扱わなくても

差し支えないとされている要件は、特定

期間については実際の労働時間の和

が、週法定時間（４０時間）を超えるもので

はないなど、厳しいものとなっている。こ

のため、実際問題としては、暦日数の多

い月でフレックスタイムの除外日の設定

などの対応が必要になってくる。

・重点要望項目
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

労働基準法第１４条

平成１５年の労働基準法の改正によ

り、有期労働契約の契約期間の上限

は原則３年とされ、また、高度の専門

的な知識等を有する者や満６０歳以上

の者については、その期間の上限は

５年とされ、平成１６年１月１日より施行

されているところである。

C Ｉ

  第１５６回国会において平成１５年６月２７日

に成立した「労働基準法の一部を改正する法律

(平成15年法律第104号)」による有期労働契約の

期間の延長は、産業・雇用構造の変化が進ん

でいる中で、我が国の経済社会の活力を維持・

向上させていくために、労働者ひとりひとりが主

体的に多様な働き方を選択できる可能性を拡大

することを目的の一つとしたものであり、要望理

由の「働き方・雇用形態の多様化に充分対応で

きず、企業と労働者双方のニーズに応えられな

い。」との指摘については、当該改正において

既に対応しているものと考える。

  一方、当該改正においては、有期労働契約の

期間について原則３年（一定の場合は５年）ま

での延長としたところであるが、当該改正に対し

てすら、国会における改正法案の審議過程に

おいて、「常用労働者が有期契約労働者へ置き

換えられるといった常用代替や、事実上の若年

定年制につながるおそれがあるのではないか」

といった強い懸念が示されたところである。この

ため、附則第３条において、「この法律の施行

後３年を経過した場合において、この法律によ

る改正後の労働基準法第１４条の規定につい

て、その施行の状況を勘案しつつ検討を加え、

その結果に基づいて必要な措置を講ずるものと

する。」との規定が国会修正により加えられたも

のであり、施行後３年を経過していない段階に

おいては、御要望にお応えする事は出来な

い。

z0900049 厚生労働省 有期労働契約に係る規制の緩和 5048 50480002 11 社団法人　日本自動車工業会 2 有期労働契約に係る規制の緩和

働く側の立場からは、就業意識の多様化

に対応するための選択肢の拡大が望ま

れ、企業側の立場からは、プロジェクトなど

中長期的な観点での要員のニーズが高

まってきており、双方のニーズに応える

ためには、有期雇用契約期間制限の更

なる緩和を要望する。

また、制限の緩和により、新たな雇用の

創出と、企業活動の活性化を図ることにも

つながると考える。

期間の定めのある労働契約については、

契約期間の上限を３年に制限されてい

る。

働き方・雇用形態の多様化に充分対応で

きず、企業と労働者双方のニーズに応え

られない。
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

労働基準法第３７条

法定労働時間を超えて労働した場合

においては、使用者はその時間につ

いて、通常の労働時間の賃金の計算

額の２割５分以上５割以下の範囲内で

政令で定める率以上の率で計算した

割増賃金を支払わなければならな

い。現在、時間外労働に対する割増率

は政令で２割５分以上とされている。

e

　時間外労働における割増賃金の割

増率については、労働基準法（昭和

22年法律第49号）第37条第1項にお

いて「政令で定める率以上の率で計

算」することとされており、政令で定め

る率は、労働基準法第３７条第１項の

時間外及び休日の割増賃金に係る率

の最低限度を定める政令（平成6年政

令第5号）において定められている。

　その割増率の見直しについては、労

働政策審議会令（平成12年政令第

284号）第１条及び第６条に基づく公

労使三者構成の労働政策審議会労働

条件分科会における議論を踏まえて、

適切に決定・見直しがなされるもので

あり、「基準を定めた規定・制度がな

い」との要望理由については、事実誤

認である。

z0900050 厚生労働省
時間外労働における賃金割増率の見

直し制度の創設
5050 50500001 11 日本アフターファイブ振興会 1

時間外労働における賃金割増率の見

直し制度の創設

時間外労働における賃金割増率の見直

し制度を制定してほしい

時間外労働における賃金割増率は、労働

基準法第３７条第１項により「２割５分以上

５割以下の範囲内で命令で定める。」と規

定されているが、どのようにして割増率が

決められ、命令が出されるのか、また、ど

のような場合にこの命令が見直されるの

か、その基準を定めた規定・制度がな

い。
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

改正高年齢者雇用

安定法第９条及び

附則第５条

（平成18年４月１日

施行）

６５歳までの安定した雇用を確保する

ために改正高年齢者雇用安定法第９

条において導入を求めている措置の

うち、継続雇用制度を事業主が導入し

た場合には、同条２項の規定により、

その事業主は、各企業の実情に応じ

た柔軟な取り組みを可能とするよう、

労使協定により継続雇用制度の対象

となる高年齢者に係る基準を定めるこ

とができるとされている。また、改正法

附則第５条第１項において施行から一

定期間は就業規則等で基準を定める

ことができることとされている。

d ー

改正高年齢者雇用安定法の附則第５

条第３項において就業規則で基準を

定めることができる期間については、

中小企業における高年齢者雇用の状

況や社会経済情勢の変化等を勘案し

て検討を加え所要の措置を講ずること

ができると定められており、また、労働

政策審議会の建議においても、「その

後の社会経済情勢の変化等、特に中

小企業の実情等を踏まえ、当部会の

意見を聴いて見直すこととする」とさ

れているところから、当該期間が経過

するまでに企業の実情等を踏まえて、

労働政策審議会においてその見直し

の必要性について御議論いただいた

上で対応することとしている。

z0900051 厚生労働省
改正高年齢者雇用安定法に関する取

り扱い
5054 50540001 11 東京商工会議所 1

改正高年齢者雇用安定法に関する取

り扱い

中小企業は制度導入後5年間、大企業は

3年間の経過措置期間が盛り込まれてい

るが、経過措置期間終了後は、企業の実

情について改めて調査し慎重に対応す

る。

企業にとっては総人件費の上昇につな

がる懸念も大きく、積極的に取り組む状況

にない。また若年雇用が依然として深刻

であり、高齢者の雇用延長が法制化され

た場合、結果として若年の採用がさらに

抑制されるなど、企業の人員構成に影響

を与えることが懸念されるため。
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

最低賃金法

　使用者は、最低賃金の適用を受ける

労働者に対し、その最低賃金額以上

の賃金を支払わなければならないも

のとされており、都道府県労働局長の

許可を受けることにより特定の労働者

について、最低賃金の適用を除外す

ることができることとなっている

c

Ⅰ

Ⅲ

　最低賃金法は、賃金の最低額を保障すること

により、賃金の低廉な労働者の労働条件の改

善を図り、もって、労働者の生活の安定、事業

の公正な競争の確保等に資することを目的とし

ているものであり、労働者であれば原則として

最低賃金の適用を受けるものである。したがっ

て、御要望のように、企業の負担軽減の観点か

ら一部の労働者について最低賃金の適用を除

外することはできない。

日本版デュアルシステムは、企業における実

務経験と教育訓練機関による座学を並行して行

い、修了時においては能力評価も行うことによ

り、一人前の職業人を養成するプログラムであ

るが、雇用労働者の能力開発の向上は、企業

経営に資するものであることから、その職業訓

練については、デュアルシステムによるもので

あっても、第一義的には当該企業の負担で賄

われることが原則である。こうしたことに加え、

財政上の制約も踏まえると、デュアルシステム

による職業訓練について企業負担を解消する内

容での助成等までを行うことは困難である。な

お、特に厳しい状況にある若年者に対しては、

国としてもデュアルシステムによる職業訓練を

積極的に促進していく必要があると考えてお

り、これらの若年者に対してデュアルシステム

訓練を計画的に実施する事業主に対し、本年１

０月より、キャリア形成促進助成金の助成率を

特に高率とするとともに、訓練実施計画策定費

の助成措置も併せて講ずることとしているところ

である。

z0900052 厚生労働省 若年者の就労教育 5054 50540003 11 東京商工会議所 3 若年者の就労教育

日本版デュアルシステムは、

①OJT中に学生へ支払われる賃金は最

低賃金の適用除外とする。

②企業負担をほぼ解消するレベルの助成

金を設置する

①②日本版デュアルシステムは、若年雇

用の促進に対して一定の役割を果たすも

のと考えられるが、企業負担が重くなれ

ば受入企業数が伸びずその成果は期待

できないため。
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

出入国管理及び難

民認定法　　　　　第

９次雇用対策基本

計画（平成11年８月

閣議決定）

不熟練・単純労働分野に従事する目

的の外国人労働者の受入れは現行制

度上認められていない

ｃ ー

１　我が国の人口は、2006（平成18）

年をピークに減少に転ずる見通しであ

り、それに伴い、労働力人口も減少す

ることが見込まれるが、高齢者や女性

などが意欲と能力に応じて働くことが

できる社会を実現することにより、今後

１０年程度は大幅に減少する状況には

なく、労働力不足解消の面から外国人

労働者を受け入れる必要はないと考

えている。　　　　　（注)2015（平成

27）年までの労働力人口の減少は

種々の施策を講じることにより70万人

程度に抑えられ、労働力人口の減少

に伴う経済成長の押し下げ分は技術

革新などの生産性の上昇で十分に補

うことが可能。

２　外国人労働者が入ることにより、外

国人子弟の教育、地域コミュニティー

での摩擦や外国人による犯罪の増加

の問題など国民生活に与える影響は

大きいことから、外国人労働者の受入

れのあり方を検討する場合、長期に在

留する外国人労働者及びその家族

が、日本社会で共生していくためには

どのような対応をすべきか、という問

題も含め、長期的な視点から国民的

な議論を行う必要がある。

z0900053 厚生労働省 外国人労働者の受入体制 5054 50540004 11 東京商工会議所 4 外国人労働者の受入体制

不熟練・単純労働分野に従事する外国人

労働者の受入については「労働許可制」

により管理を徹底するなど、具体的な検

討を進める。

中長期的に見てわが国の人口は確実に

減少すると推計されており、将来の労働

力不足は避けられない。また、国内労働

力の掘り起こしや有効活用にも関わらず

人手が不足する分野が存在するため。
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

出入国管理及び難

民認定法　　　　　第

９次雇用対策基本

計画（平成11年８月

閣議決定）

我が国の経済社会の活性化や一層の

国際化を図る観点から、専門的、技術

的分野の外国人労働者の受入れをよ

り積極的に推進

ｄ－１ ー

１　政府の外国人労働者の受入れ方

針は、第９次雇用対策基本計画（平成

11年８月閣議決定）に示されていると

おり、専門的、技術的分野の外国人労

働者については、受入れをより積極的

に推進することとしている。

　　また、我が国の経済、社会等の状

況の変化に応じ、制度の見直しも行う

としているものの、日本周辺には巨大

な潜在的流入圧力が存在しているこ

とから、我が国の産業及び国民生活

に与える影響その他の事情を勘案し

つつ、雇用情勢の悪化等我が国の労

働市場の状況を反映して的確かつ流

動的に入国者数を調整できるような受

入れのあり方についても検討する必

要があるとしている。

z0900054 厚生労働省 外国人労働者の受入体制 5054 50540005 11 東京商工会議所 5 外国人労働者の受入体制

専門的・技術的外国人労働者に関して

は、資格要件の緩和や手続きの簡素化な

ど引き続き一層の拡充が必要

中長期的に見てわが国の人口は確実に

減少すると推計されており、将来の労働

力不足は避けられないため。
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

雇用保険法（昭和

49年法律第116

号）第62条、同第

63条、同第64条、

同第66条第1項、同

第68条

労働保険の保険料

の徴収等に関する

法律（昭和44年法

律第84号）第12条

第4項、第6項

○　政府は、被保険者等に関し、雇用

安定事業、能力開発事業、雇用福祉

事業（雇用保険三事業）を行うことが

できることとされている。

○ 雇用保険三事業における事業主

負担の保険料率は、１０００分の３．５と

されている。

○ 雇用保険三事業は、事業主による

保険料負担のみで実施している。

ｄ

（一部

ｃ）
Ⅰ

○　平成１６年度予算において、「雇用維持支

援・雇入れ助成から労働移動支援・ミスマッチ

の解消へ、生活支援から早期再就職支援等の

自立支援への重点化」及び「民間の積極的活

用、地域の実情を踏まえた施策の実施」を基本

としつつ、政策効果や利用実績を踏まえた見直

しを行い、事業の整理・合理化を図りメリハリの

ある事業展開により、全体として支出を１１％程

度圧縮。

○　効率的・効果的な事業運営を図るため、平

成１６年度から、雇用保険三事業について、各

事業の性格を踏まえ目標を設定するとともに、

年度終了後に実績を公表し、適正な評価を行っ

たうえで、事業の見直し等所要の措置を講ずる

こととし、本年４月８日に８０事業について目標

を公表。

○　「経済財政運営と構造改革に関する基本方

針２００４」において、雇用関連事業のワンス

トップ化が指摘されているところであることから、

助成金の受付についても、一元的な申請取次

サービスの実施を現在検討。

○　費用負担者への説明責任を徹底するため、

雇用保険三事業については、費用を負担して

いる使用者団体（日本経済団体連合会、日本商

工会議所、全国中小企業団体中央会）と定期的

に懇談会を開催し、雇用保険三事業の予算・決

算の状況、主要施策等について説明するととも

に、意見交換を行い、懇談会での意見を踏まえ

つつ、事業を実施。

○　平成１６年４月の完全失業率は、低下傾向

にあるとはいえ４．６％と絶対的水準としては引

き続き高水準にとどまっており、また、平成１６

年度予算においては１１％の支出削減により収

支均衡を実現するなど、雇用保険財政は引き続

き厳しい状況にあることから、現段階で保険料

率の引き下げを行うことは困難。

○　三事業の費用については、その事業の対

象とする雇用上の諸問題が雇用賃金慣行その

z0900055 厚生労働省
雇用保険三事業の見なおしと保険料

引下げの検討
5054 50540006 11 東京商工会議所 6

雇用保険三事業の見なおしと保険料

引下げの検討

情報をわかりやすく開示したうえで一層

の助成金の整理統合を進め、保険料を引

下げるべきである。また、財源は全額事業

主負担となっているがその在り方につい

ても検討を進める。

保険料の使途に関しては依然事業主に

とって不明な点が多く、事業主負担を軽

減する必要があるため。
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

労働基準法第３８条

の４第１項、第２項及

び第４項

平成１６年１月１日より改正労働基準法

が施行され、企画業務型裁量労働制

については、使用者及び事業場の労

働者を代表する者を構成員とする労使

委員会を設置し、当該委員会がその

委員の５分の４以上の多数による議決

により法に定める事項に関する決議を

し、かつ、使用者が当該決議を行政官

庁に届け出た場合において、対象労

働者にみなし労働時間を適用できるこ

ととなっている。

b Ⅰ

  専門業務型裁量労働制の対象業務

は、特別の専門的な業務として確立し

ているものを前提としたものであり、

対象労働者も人事労務管理上特別な

扱いがなされているものである。一

方、企画業務型裁量労働制の対象業

務は、通常のホワイトカラーとして処

遇されている労働者が従事するもの

であり、ある業務が企画・立案等の対

象業務に当たるかどうかを事業場の

実態に即して実質的に見極めた上

で、対象労働者の適正な労働条件を

確保することが必要である。このた

め、制度の導入に当たっては、労使の

自主的な話合いを実質的に確保する

ことを目的に、労使委員会の設置を要

件とするとともに、労使委員会におけ

る決議事項を労働基準監督署長に届

け出させているものである。

  企画業務型裁量労働制の導入手続

については、平成15年の労働基準法

改正において要件を緩和したばかり

であり、制度改正後の施行状況を踏ま

え、今後、慎重に検討していくべきも

のと考える。

z0900056 厚生労働省
企画業務型裁量労働制における手続

の緩和
5054 50540009 11 東京商工会議所 9 裁量労働制の更なる規制緩和

①労働基準監督署への諸届の緩和。

②労使委員会の設置の廃止。

①②労使委員会の立上げや労働基準監

督署への諸届など導入時の手間や制約

が多いため。
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

労働基準法第３８条

の４第１項第、第２項

及び第４項

平成１６年１月１日より改正労働基準法

が施行され、企画業務型裁量労働制

については、使用者及び事業場の労

働者を代表する者を構成員とする労使

委員会を設置し、当該委員会がその

委員の５分の４以上の多数による議決

により法に定める事項に関する決議を

し、かつ、使用者が当該決議を行政官

庁に届け出た場合において、対象労

働者にみなし労働時間を適用できるこ

ととなっている。

b Ⅰ

  専門業務型裁量労働制の対象業務

は、特別の専門的な業務として確立し

ているものを前提としたものであり、

対象労働者も人事労務管理上特別な

扱いがなされているものである。一

方、企画業務型裁量労働制の対象業

務は、通常のホワイトカラーとして処

遇されている労働者が従事するもの

であり、ある業務が企画・立案等の対

象業務に当たるかどうかを事業場の

実態に即して実質的に見極めた上

で、対象労働者の適正な労働条件を

確保することが必要である。このた

め、制度の導入に当たっては、労使の

自主的な話合いを実質的に確保する

ことを目的に、労使委員会の設置を要

件とするとともに、労使委員会におけ

る決議事項を労働基準監督署長に届

け出させているものである。

  企画業務型裁量労働制の導入手続

については、平成15年の労働基準法

改正において要件を緩和したばかり

であり、制度改正後の施行状況を踏ま

え、今後、慎重に検討していくべきも

のと考える。

z0900056 厚生労働省
企画業務型裁量労働制における手続

の緩和
5078 50780002 21 (社)日本経済団体連合会 2

企画業務型裁量労働制に係る規制の

緩和

②導入・運営については、専門業務型裁

量労働制と同様に労使協定による導入を

認める等、さらに手続きを簡素化すべきで

ある。

　企画業務型裁量労働制をより一層使い

やすい制度とすることにより、自立的で自

由度の高い柔軟な働き方を求める勤労者

の能力や意欲をより有効に発揮させ、生

産性と成果を向上させることができる。

②導入するにあたって

は、労使委員会の設置が

必要である。また、制度

導入後、定期的に労働基

準監督署へ定期的な報

告を行うことが義務付け

られている。
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

労働基準法第４１条

監督・管理の地位にある者などにつ

いては、労働時間規制の適用が除外

されている。

b Ⅰ

　労働時間規制の適用除外を認めるこ

とについては、平成16年3月19日付

け閣議決定「規制改革・民間開放推

進3ヵ年計画」において、「米国のホ

ワイトカラーエグゼンプションの制度

（その改革の動向を含む。）を参考に

しつつ、裁量性の高い業務について

は、改正後の労働基準法の裁量労働

制の施行状況を踏まえ、今般専門業

務型裁量労働制の導入が認められた

大学の教員を含め、労働者の健康に

配慮する等の措置を講ずる中で、適用

除外方式を採用することを検討する」

とされており、平成16年度中に海外

事例の調査を行うこととしている。

　労働時間規制の適用除外の在り方

については、上記を踏まえ、今般の労

働基準法の改正の施行状況を把握し

た上で検討すべきであると考える。

z0900057 厚生労働省
ホワイトカラーエグゼンプション制度の

導入
5054 50540010 11 東京商工会議所 10 裁量労働制の更なる規制緩和

労働時間規制を管理監督者と同様、適用

除外とする。

裁量労働制の効果を最大限に発揮する

ため
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

労働基準法第４１条

監督・管理の地位にある者などにつ

いては、労働時間規制の適用が除外

されている。

b Ⅰ

　労働時間規制の適用除外を認めるこ

とについては、平成16年3月19日付

け閣議決定「規制改革・民間開放推

進3ヵ年計画」において、「米国のホ

ワイトカラーエグゼンプションの制度

（その改革の動向を含む。）を参考に

しつつ、裁量性の高い業務について

は、改正後の労働基準法の裁量労働

制の施行状況を踏まえ、今般専門業

務型裁量労働制の導入が認められた

大学の教員を含め、労働者の健康に

配慮する等の措置を講ずる中で、適用

除外方式を採用することを検討する」

とされており、平成16年度中に海外

事例の調査を行うこととしている。

　労働時間規制の適用除外の在り方

については、上記を踏まえ、今般の労

働基準法の改正の施行状況を把握し

た上で検討すべきであると考える。

z0900057 厚生労働省
ホワイトカラーエグゼンプション制度の

導入
5078 50780003 11 (社)日本経済団体連合会 3

ホワイトカラーエグゼンプション制度の

導入

　裁量性の高い労働者については労働

時間規制の適用除外とすべく、米国で実

施されているホワイトカラーエグゼンプショ

ン制度をわが国においても導入するた

め、速やかに具体的検討を開始し、早期

に結論を得て実施すべきである。

　平成16年度中に海外事例の調査を予

定しているとのことであるが、具体的な検

討スケジュールを明確にし、早期に結論

を得るべきである。

　現行の裁量労働制は、対象業務やみな

し労働時間などさまざまな規制がなされ

ており、極めて限定的な運用しかできて

いないのが実態である。そもそも裁量労

働制は労働時間にとらわれず、仕事の成

果を重視すべき制度であり､労基法第41

条の管理監督者のような労働時間規制

の適用除外の制度とすべきである。

　管理･監督の地位にあ

る者等、最も裁量がある

と考えられるものについ

ては、労働基準法第41

条第２号により労働時間

規制は適用除外となって

いる。
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

なし なし ｂ Ｉ

  解雇のいわゆる「金銭的解決制度」

については、平成１４年１２月末の労働

政策審議会建議において、このような

制度を設けることが必要である旨の提

言をいただいたところである。

  しかしながら、その後、その申立の

要件や金銭の額等の在り方につい

て、労使をはじめとする関係者から

様々な意見が出されていることから、

同建議を踏まえ、今後も、関係者の意

見を十分に踏まえつつ、引き続き検討

を行っていくこととしている。

  具体的には、平成１６年４月から「今

後の契約法制の在り方に関する研究

会」を開催しているが、労働契約法制

全般について広く検討を行っていく中

で、併せて、｢金銭的解決制度｣の法律

的論点等について、金銭の額の在り

方等も含め、検討を行っているところ

である。

z0900058 厚生労働省
企業の実情に配慮した解雇無効時の

「金銭賠償方式」の検討
5054 50540011 11 東京商工会議所 11

企業の実情に配慮した解雇無効時の

「金銭賠償方式」の検討

「金銭賠償方式」は導入を改めて検討す

べきである。但し、その際の解決金につ

いては一律に設定するのでなく、企業の

実情に応じて労使の合意に委ねるべき

労使紛争の解決は相当の時間がかかる

上、労働委員会は実態として調停機能が

なく、解雇無効となった場合は職場復帰

しか方策がないなど、問題は残されたま

まとなっている。現実には職場復帰する

ケースは少なく、大半は金銭によって退

職している実態を考慮すれば、紛争解決

の選択肢を広げるという観点から改めて

「金銭賠償方式」を検討すべき
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

①労働安全衛生法

第１７条、同法第１８

条、同法第１９条、同

令第８条、同令第９

条、同則第２１条

②労働安全衛生法

第６６条の７、同法第

１３条

①安全委員会・衛生委員会は、事業

場において、労働者の危険又は健康

障害を防止するための基本的対策等

安全又は衛生に関する重要事項につ

いて調査審議し、事業者が措置を講

ずるに際して労働者の意見を反映さ

せるとともに、労働者の関心を高め、

労働災害防止対策を一層向上させる

ため、一定規模の事業場において設

置が義務付けられている。また、開催

回数については、毎月１回以上開催

するようにしなければならないと規定

されている。

②産業医は、労働安全衛生法第１３条

により、労働者の健康管理などの医学

に関する専門的知識を必要とするもの

を行うこととされている。産業医がこの

職務を行うに当たり、すべて自ら行う

のではなく、保健師等の産業保健ス

タッフと協同して行うことは可能であ

り、産業医の医学的専門知識に基づく

指揮の下、日常的な健康相談、健康

教育において保健師等を活用してい

くことは差し支えない。

①c

②d
①I

①安全委員会・衛生委員会は、事業場におい

て、労働者の危険又は健康障害を防止するた

めの基本的対策等安全又は衛生に関する重要

事項について調査審議し、事業者が措置を講

ずるに際して労働者の意見を反映させるととも

に、労働者の関心を高め、労働災害防止対策を

一層向上させるため、一定規模の事業場にお

いて設置が義務付けられているものである。

また、開催回数については、毎月１回以上開

催するようにしなければならないと規定されて

いるが、これは定期的に関係者が意見交換を行

うことにより、労働災害の防止を図ることができる

ためである。

このように安全委員会・衛生委員会について

は、事業場における労働災害を防止するために

重要な役割を果たすものでり、現場運営の中心

的メンバーこそが、当該委員会を活用すべきで

あることから、業務に支障をきたすことを理由とし

て、その要件を緩和することは適当でない。

②産業医は、労働安全衛生法第１３条により、

労働者の健康管理などの医学に関する専門的

知識を必要とするものを行うこととされている。産

業医がこの職務を行うに当たり、すべて自ら行

うのではなく、保健師等の産業保健スタッフと協

同して行うことは可能であり、産業医の医学的

専門知識に基づく指揮の下、日常的な健康相

談、健康教育において保健師等を活用していく

ことは差し支えない。

　なお、この健康管理の一環として、法第６６条

の７により事業者が、健康診断に基づく健康指

導を行うときに保健師も行うことができることとさ

れている。

要望元へ要望内容を確認したところ、

①安全委員会・衛生委員会を構成す

る委員は現場運営の中心的メンバー

であり、中小企業や人数の少ない事

業場では業務に支障をきたすため月

に一度の開催が困難である。従って、

設置が義務付けられている事業場の

人数要件（50人以上）の緩和と開催

回数（現在月1回）の緩和を求める（労

働安全衛生法第17・18条関連）。

②産業医は、一般診療との兼ね合い

等で必ずしも産業医活動が十分に確

保されず、契約が形骸化している例も

少なくない。従って、労働者の日常の

健康相談や職場の健康教育等は、企

業が「保健師」等に依頼できるよう求

める（労働安全衛生法第１３条関連）。

との趣旨であったため、これら２項目

について回答している。

z0900059 厚生労働省
今後の労働安全衛生の在り方につい

て
5054 50540012 11 東京商工会議所 12

今後の労働安全衛生の在り方につい

て

事業所の分散や企業の分社化が進むこ

とにより事業所ごとに適用される現在の

制度が負担となる一方、独自に安全衛生

対策を講じてきた中小企業にとっても一

律な制度が多大な負荷をもたらしてい

る。労働安全衛生の在り方については企

業の現状に配慮する方向で検討を始める

べき

労働安全衛生法は、そもそも戦後の製造

業における安全と衛生の確保を目的とし

て整備され、高度成長期における重厚長

大産業の健全な発展にその役割を果た

してきたが、現在の第３次産業中心の中

では機能しにくくなっているため
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

労働者派遣事業の

適正な運営の確保

及び派遣労働者の

就業条件の整備等

に関する法律（労働

者派遣法）第４条第

１項、労働者派遣事

業の適正な運営の

確保及び派遣労働

者の就業条件の整

備等に関する法律

施行令（労働者派

遣法施行令）第１

条、第２条

①港湾運送業務、②建設業務、③警

備業務及び④病院等における医療関

連業務（当該業務について紹介予定

派遣をする場合を除く。）については、

労働者派遣事業を行うことはできな

い。

Ｂ・Ｃ Ⅰ・Ⅱ

○港湾運送業務については、業務の波動性等

その特殊性にかんがみ、港湾労働法において

特別な労働力需給調整制度として港湾労働者

派遣制度が導入されているところであり、労働

者派遣法の労働者派遣事業の対象とすることは

適当でない。

○建設業務については、強制労働、中間搾取

等支配従属関係による弊害が発生するおそれ

は未だ払拭されておらず、悪質ブローカーが労

務供給者等として介入することを防ぐためにも、

労働者派遣法第４条第１項第２号を削除するこ

とは適当でない。なお、「経済財政運営と構造

改革に関する基本方針２００４」（平成１６年６月

４日閣議決定）において、地域の中小・中堅建

設事業主の新分野進出への取組の支援策を関

係省庁が連携して本年秋までに取りまとめ、速

やかに実施するとされたこと等を踏まえ、厚生

労働省としては、今後の建設労働対策の在り方

について労使その他の関係者の意見を聴きな

がら検討を行うこととしており、この中で建設労

働者の雇用の安定を図る観点から、建設業務に

おける労働力需給調整システムの在り方につ

いても検討することとしている。

○警備業務については、請負形態により業務を

処理することが警備業法上求められており、労

働者派遣を認めた場合、その業務の適正実施

に問題が生ずることから、労働者派遣事業の適

用対象業務とすることは適当でない。

○医療関連業務については、医療安全の確保

を図る観点から、チーム医療の円滑な遂行は不

可欠であるため、その観点を十分に踏まえ、

「医療分野における規制改革に関する検討会」

及び労働政策審議会の検討を経て、本年３月

に紹介予定派遣の形態による労働者派遣を解

禁したところであり、その実施状況を十分踏ま

えるべきである。

z0900060 厚生労働省 派遣適用除外業務の撤廃 5054 50540013 11 東京商工会議所 13 労働者派遣法の更なる規制緩和
①派遣禁止業務を撤廃

①派遣労働市場の成長により雇用の拡

大を図るため。

②労使双方にとって解禁の意義があるた

め。
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

少子化対策基本方

針（平成１１年１２月

１７日少子化対策推

進関係閣僚会議決

定）、新エンゼルプラ

ン（平成１１年１２月１

９日６大臣合意）

新エンゼルプラン等に基づき、延長保

育、休日保育、低年齢児の受入れの

拡大等についてその実施の推進に努

めている。

c Ⅲ

○　児童の保育サービスについては、

児童の健康を守り、その心身の健全

な育成を図るため、児童福祉施設最

低基準を満たす認可を受けた保育所

が保育サービス提供の基本であると

考えている。

○ ご要望の「ゼロ歳児保育」や「延長

保育」については、新エンゼルプラン

に基づき、その実施の推進に努めて

いるところである。

○　なお、認証保育所など地方単独の

施策による施設については、待機児

童ゼロ作戦への活用を図っているとこ

ろである。

z0900061 厚生労働省 労働者の利便性に立脚した保育行政 5054 50540014 11 東京商工会議所 14 労働者の利便性に立脚した保育行政 認証保育所設置拡大

少子化への歯止めは将来の日本経済の

成長を支える上での大きな課題である。

現在、働きながら育児を行う女性に対す

る支援は、育児休暇取得など企業負担に

よるところが大きい。「ゼロ歳児保育」や

「深夜（延長）保育」など労働者の利便性

に立脚した保育行政が必要。
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

「化学物質の審査

及び製造等の規制

に関する法律の運

用について」（平成

１６年３月２５日　薬

食発第０３２５００１

号、平成１６年３月１

９日第３号　環補企

発第０４０３２５００１

号）

化審法においては、有害な化学物質

が環境を経由して人の健康又は動植

物の生息・生育に与える影響を未然

に防止することを目的に、新規化学物

質(高分子化合物を含む)を製造又は

輸入しようとする者は、あらかじめ厚

生労働大臣、経済産業大臣及び環境

大臣に必要事項を届け出ることとされ

ている。

c

化学物質の構成モノマーが全て既存

化学物質や届出済みの新規化学物質

であっても、合成された化学物質は構

成モノマーとは別の物質として有害な

性質を有する可能性があることから、

化審法の目的に照らして、組成が異

なるポリマーはそれぞれ新規化学物

質としての届出と審査を行うことが必

要である。なお、各国の化学物質規制

法における新規化学物質(高分子化

合物を含む)の取扱いについて、

OECD等の場においてその整合化に

係る議論が行われており、結論が得ら

れた場合にはそれらを踏まえて再検

討することが適当であり、現時点で規

制緩和を講じることは時期尚早であ

る。

z0900062 厚生労働省

化審法において全ての構成モノマー

が登録されているポリマーは登録免

除とする改正
5062 50620001 11 化成品工業協会 1

化審法において全ての構成モノマー

が登録されているポリマーは登録免

除とする改正

化審法におけるポリマーの取扱いにつ

いては、一般の化学物質と同様にポリ

マーごとに登録することになっています

が、欧州（EINECS)や米国(TSCA)の制度

と同様に、当該ポリマーの構成モノマー

が既に登録されていれば、新たな登録が

必要でなくなるように改正していただき

たい

ポリマーは単一モノマーから成るものと

複数のモノマーの組み合わせで構成され

ているものがあり、種類は後者が圧倒的

に多数である。したがって、化審法では

若干の組成の違いでも別のポリマーとし

て登録する必要があり、類似ポリマーの

登録数が不必要に多くなって、事業者の

みならず規制側である国にも過大な負担

をかけている。化審法が欧米制度のよう

に改正されれば、この負担が大幅に軽減

される。

116/165



該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

化学物質の審査及

び製造等の規制に

関する法律

化審法においては、新規化学物質を

製造又は輸入する場合にはあらかじ

め届け出て判定結果を受けることが

必要であり、判定において用いられる

試験方法及び試験を実施する施設に

関する優良試験所基準（GLP）が定め

られている。試験方法については

OECDテストガイドラインに、GLPにつ

いてはOECD-GLP原則に準拠してい

る。

ｅ

化審法に関連する試験方法、ＧＬＰは

左記のとおり国際的に調和している。

また、これらの試験データの相互受け

入れについては、ＯＥＣＤの「化学物

質の評価におけるデータ相互受け入

れに関する理事会決定」において、Ｏ

ＥＣＤテストガイドライン及びＯＥＣＤ優

良試験所基準（ＧＬＰ）に基づいてあ

る加盟国（本プログラムに参加する非

加盟国を含む。以下同じ。）で得られ

た試験データは、他の加盟国の評価

においても受入れられるべきと規定さ

れており、既に対応されている。従っ

て、当該事項は事実誤認である。

z0900063 厚生労働省

化学物質の

試験方法の国際統一と試験結果の相

互認証の促進
5062 50620002 11 化成品工業協会 2

化学物質の

試験方法の国際統一と試験結果の相

互認証の促進

化審法に関連して、

化学物質の試験項目・試験方法の国際

的な共通化および

試験結果の世界的な

相互認証を促進していただきたい

産業のグローバル化

に伴って、１つの新規化学物質を上市す

る国数が増加し、それにかかる費用と時

間も非常に増大しています。

試験項目と規制にかかる判定基準は各

国の国情によって設定されるべき部分が

多いと考えられるが、試験方法と試験結

果（データ）は国際的に共通化・相互認

証

できる項目であり、産業のグローバル化

に対応して促進されるべきである
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

地方自治法２４４条

の２

○　保育分野においては、指定管理

者の指定に関して特定の形態の法人

に資格を限定するような規制は設け

ていない。

ｄ Ⅳ

○　保育分野においては、指定管理

者の指定について、具体的な選考の

要件等については各地方公共団体体

の個別の判断に委ねられており、地

域の実情に応じて各地方公共団体が

適切に判断すべきものと考える。

z0900064 厚生労働省 指定管理者制度の運用の適正化 5064 50640008 11
株式会社東京リーガルマイン

ド
8 指定管理者制度の運用の適正化

指定管理者の指定の申請にあたって、地

方公共団体が条例等により社会福祉法

人等特定の形態の法人に資格を限定す

ることがないよう、総務省から各地方公共

団体に向けて通知を行うこと

保育等、公共サービス分野における株式

会社の積極的参入

平成15年の地方自治法改正により「指定

管理者制度」が導入され、「公の施設」の

管理を広く民間事業者に代行させること

が可能となったが、地方公共団体におい

て、指定管理者の申請資格を社会福祉法

人等に限定する例が多くみられ、株式会

社の参入が事実上不可能となっている。

添付資料：

保育分野における株式

会社の参入促進にかか

る提案
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

規制改革・民間開

放推進のための基

本方針

保育所における設置主体について

は、平成

１２年に撤廃

ｄ Ⅳ

○　公設保育所の民間への移管につ

いては、設置者である地方公共団体

が、地域の実情に応じて適切に移管

先の選定を行うべきものと考える。

z0900065 厚生労働省
公営施設の民間移管における株式会

社の参入促進
5064 50640010 11

株式会社東京リーガルマイン

ド
10
公営施設の民間移管における株式会

社の参入促進

公営施設の民間移管に際して、地方公共

団体が社会福祉法人等特定の形態の法

人に移管先を限定することがないよう、総

務省から各地方公共団体に向けて通知

を行うこと

保育等、公共サービス分野における株式

会社の積極的参入

地方公共団体において、公共施設・サー

ビスの民間移管に際し、応募要件を社会

福祉法人等に限定する例が多くみられ、

株式会社の参入が事実上不可能となっ

ている。

添付資料：

保育分野における株式

会社の参入促進にかか

る提案
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

各都道府県条例

○　地方公共団体の普通財産は、貸

付け、交換し、売り払い、譲与すること

ができる。（地方自治法第２３８条の５）

ｄ Ⅳ

○　公設保育所の建物等を民間に譲

渡する場合には、児童福祉法第５６条

の７の規定により「市町村は公有財産

の貸付けその他の必要な措置を積極

的に講ずることにより、社会福祉法人

その他の多様な事業者の能力を活用

した保育所の設置又は運営を促進」と

規定し、国及び都道府県も必要な支

援を行うこととしているところであり、

法の趣旨について、あらゆる機会をと

らえて周知を図ってまいりたい。

z0900066 厚生労働省
公営施設の民間移管における株式会

社の参入促進
5064 50640011 11

株式会社東京リーガルマイン

ド
11
公営施設の民間移管における株式会

社の参入促進

民間移管の際には「財産の有償譲渡・貸

付」を原則とするか、株式会社に対しても

財産の無償譲渡・貸付が可能となるよう

条例を改正する旨、国レベルで指針を出

すこと

保育等、公共サービス分野における株式

会社の積極的参入

現在、多くの地方公共団体において、条

例により「財産（土地・建物）の無償譲

渡・貸付」を株式会社に対してはなしえ

ない旨の定めがなされている。このた

め、公営施設の民間移管において、社会

福祉法人等が著しく有利な条件に立ち、

株式会社が厳しい競争を強いられてい

る。

添付資料：

保育分野における株式

会社の参入促進にかか

る提案
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

憲法89条等
保育所の施設設備の整備について

は、補助対象は社会福祉法人である。
ｃ Ⅰ

○公の支配に属さない株式会社等が

保育所を建設する場合については、

憲法８９条において「公金その他の財

産は（中略）公の支配に属しない慈善

若しくは博愛の事業に対し、これを支

出し、又はその利用に供してはならな

い。」と規定されていることから、施設

整備費の補助対象とすることはできな

い。

z0900067 厚生労働省
株式会社経営の認可保育所に対する

施設整備費補助
5064 50640013 11

株式会社東京リーガルマイン

ド
13
株式会社経営の認可保育所に対する

施設整備費補助

株式会社経営の認可保育所に対しても、

社会福祉法人と同様の施設整備費補助

を行うこと

保育分野における株式会社の参入促進

社会福祉法人による施設整備について

は、国と自治体双方から大幅な補助がな

されるが、株式会社は「公の支配」に属し

ないため、公金支出は憲法上問題がある

として、右補助金が支給されない。このた

め、株式会社は認可保育所を設立するの

に多額のコストがかかり、認可保育所を

設立するインセンティブが働きにくくなって

いる。しかし、認可保育所の枠組みでの

経営であれば行政の厳しい監督下に置

かれているのだから「公の支配」に十分

属しているといえる。よって、株式会社経

営の認可保育所に対しても、社会福祉法

人と同様の施設整備費補助をなすべきで

ある。

添付資料：

保育分野における株式

会社の参入促進にかか

る提案
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

法人税法第4条等、

地方税法第25条1

項2号・第73条の４

第１項・第348条2

項等

保育所における設置主体について

は、平成

１２年に撤廃

ｃ Ⅰ

保育等、社会福祉サービスが一定の

量を確保し、安定的・継続的に運営さ

れるためには、自由にサービスを廃止

できないなどの監督を受けた社会福

祉法人への優遇措置は必要である。

なお、退職手当共済制度への補助の

在り方については、民間事業者の参

入状況等を踏まえながら、今後検討し

てまいりたい。

また、保育所における設置主体につ

いては、それまで市町村と社会福祉

法人に限定していた制限を撤廃し、Ｎ

ＰＯ株式会社などによる保育所の設置

が可能となっている。（「保育所の設

置認可等について」（平成１２年児発

第２９５号））

z0900068 厚生労働省
社会福祉法人と株式会社の間のイ

コールフッティングの実現
5064 50640014 11

株式会社東京リーガルマイン

ド
14
社会福祉法人と株式会社の間のイ

コールフッティングの実現

社会福祉法人に対して認められている税

制上の優遇措置及び退職手当共済制度

への国・都道府県による補助を廃止する

こと

保育分野における株式会社の参入促進

社会福祉法人には、法人税・固定資産

税・寄付等について税制上の優遇措置

が講じられている。また、社会福祉法人の

経営する社会福祉施設の職員等につい

ては、退職手当共済制度が設けられ、国

及び都道府県により多額の補助がなされ

ている。しかし、同一の事業（保育）を実

施しながら、社会福祉法人か株式会社か

の主体の違いのみでこうした優遇支援措

置の違いが設けられることに合理的理由

は見出せない。かかる社会福祉法人に対

する手厚い保護が民業（弊社は税金を納

付するもののみを「民間」と考えている）

を圧迫し、また、社会福祉法人の非効率

な経営体質を温存させてしまっている。そ

こで、社会福祉法人と株式会社の間のイ

コールフッティングを実現するため、上記

の優遇支援措置を廃止することを提案す

る。

添付資料：

保育分野における株式

会社の参入促進にかか

る提案

122/165



該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

児童福祉法第24条

第2項

保育の実施を希望する保護者は、入

所を希望する保育所等を記載した申

込書を市町村に提出する。

ｃ Ⅰ

　

○　直接契約方式の導入について

は、「規制改革・民間開放推進３カ年

計画」（平成１６年３月１９日閣議決定）

に基づき、その可否について長期的

に検討することとしているが、市町村

は、母子家庭の児童や障害児等の特

別な配慮が必要な家庭の児童が保育

サービスを受けられるよう適切な対応

を図る必要があり、仮に直接契約制度

が導入されると、これらの保育サービ

スを必要とする者が保育サービスを受

けられなくなるという可能性があるこ

とから、慎重な検討が必要である。

z0900069 厚生労働省
認可保育所における直接契約制度の

導入
5064 50640015 11

株式会社東京リーガルマイン

ド
15
認可保育所における直接契約制度の

導入

現行の認可保育所における入所制度を

見直し、直接契約制度を導入すること
保育分野における株式会社の参入促進

現在認可保育所は、市区町村が画一的

に入所を決定する仕組みをとっている。そ

のため、サービス向上に努める保育所が

利用者に選ばれるという成果主義が十分

に働かず、利用者本位のサービス向上や

経営改善の意欲が育たない結果となっ

ている。また、認可保育所の運営費は委

託費という形で市区町村から支払われる

形となるため、委託費の性質上その資金

使途に強い規制がかかり、事実上株式会

社が認可保育所を経営することが困難と

なっている。そこで、認可保育所における

現行の入所制度を見直し、直接契約制度

を導入すべきである。

添付資料：

保育分野における株式

会社の参入促進にかか

る提案

123/165



該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

児発第299号「保育

所運営費の経理等

について」

運営費の３ヶ月相当額の範囲内で保

育所の

施設整備等の用途に充当することが

可能

ｃ Ⅳ

○保育所運営費については、待機児

童対策や多様なニーズに対応するた

め、今まで使途制限の緩和を行ってき

たところである。

○　同一の設置者が設置する保育所

に係る保育所の建物等に要する経

費、保育所の土地・建物の賃借料、保

育所を経営する事業に係る租税公課

等について、平成１６年３月より運営費

の充当、積立預金の目的外使用、当

期末支払資金残高の取り崩しにより

運営費の３ヶ月相当まで拡大したとこ

ろである。

z0900070 厚生労働省
認可保育所における運営費の使途制

限の一層の弾力化
5064 50640016 11

株式会社東京リーガルマイン

ド
16
認可保育所における運営費の使途制

限の一層の弾力化

同一法人が経営する複数の保育所間で

の運営費の繰り入れを原則自由化する

等、運営委託費の使途制限の一層の弾

力化を図っていくこと

保育分野における株式会社の参入促進

認可保育所の運営費の使途について

は、依然様々な制限が残されており、経

営努力によるコスト削減や事業拡大等の

インセンティブが働きにくい構造になって

いる。そこで、同一法人が経営する複数

の保育所間での運営費の繰り入れを原

則自由化する等、運営委託費の使途制限

の一層の弾力化を図っていくべきである。

添付資料：

保育分野における株式

会社の参入促進にかか

る提案

124/165



該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

平成12年3月30日

児発第299号「保育

所運営費の経理等

について」及び児

保21号「保育所運

営費の経理等につ

いて」の取扱いに

ついて

運営費の３ヶ月相当額の範囲内で保

育所の

施設整備等の用途に充当することが

可能

ｄ Ⅳ

○保育所運営費については、待機児

童対策や多様なニーズに対応するた

め、今まで使途制限の緩和を行ってき

たところである。

○　保育所の土地・建物の賃借料、保

育所の建物、設備の整備・修繕、環境

の改善に要する経費について、平成１

６年３月から運営費の３ヶ月相当まで

拡大したところである。

z0900071 厚生労働省
認可保育所における運営費の支出内

容制限の弾力化
5064 50640017 11

株式会社東京リーガルマイン

ド
17
認可保育所における運営費の支出内

容制限の弾力化

保育所の土地又は建物の賃借料、保育

所の建物、設備の整備・修繕、環境の改

善等に要する経費などを補助金から支出

できるように、運営費の支出内容の制限

を緩和すること。

保育分野における株式会社の参入促進

認可保育所の運営費は支出内容が厳しく

制限されているため、経営努力によるコ

スト削減の成果によって余剰金が生じた

としても、これを、保育所の土地建物の賃

借料や保護者送迎用の駐車場代、保育

環境の改善等に要する経費の支出に充

てることができず、これらの費用は保育所

が自己負担せざるをえなくなっている。こ

うした仕組みが株式会社の認可保育所

への参入をためらわせる一因となってい

る。そこで、こうした費用についても、運

営費の余剰金から充てることができるよう

に、運営費の支出内容の制限を緩和すべ

きである。

添付資料：

保育分野における株式

会社の参入促進にかか

る提案

125/165



該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

児童福祉法第24条

第2項等

保育の実施を希望する保護者は、入

所を希望する保育所等を記載した申

込書を市町村に提出する。

ｃ Ⅰ

○　保育分野における直接補助方式

については「規制改革・民間開放推

進３か年計画（平成１６年３月１９日閣

議決定）」に基づき、その導入の可否

について検討することとしているが、

保育の実施主体である市町村は特別

な配慮が必要な家庭の児童が保育

サービスを受けられるよう適切な対応

を図る必要があり、仮に直接補助方式

が導入されると、これらの保育サービ

スを必要とする者が保育サービスを受

けられなくなるという可能性があるこ

と、また保育所における保育サービス

の質の確保が困難となる可能性があ

ることなどから、慎重な検討が必要で

ある。

z0900072 厚生労働省
保育分野における直接補助制度の導

入
5064 50640018 11

株式会社東京リーガルマイン

ド
18
保育分野における直接補助制度の導

入

利用者に対して保育サービスのための

補助金を直接交付する直接補助方式（バ

ウチャー制度）を導入すること

保育分野における株式会社の参入促進

現在、認可外保育園が保育ニーズの多

様化や増大する待機児童の受け皿として

重要な機能を営んでいる。しかし、認可保

育所と認可外保育所の間には公的補助

に大きな格差が存在するため、株式会社

の認可外保育所への参入のインセンティ

ブを削ぐ結果となっている。また、利用者

側からみても認可保育所利用者と認可外

保育所利用者（あるいはそれさえ利用で

きない潜在的需要者）の間の不公平を招

いている。こうした事態を解消するため、

利用者に対して保育サービスのための

補助金を直接交付する直接補助方式を導

入し、利用者が自身のニーズに合致した

保育所を自由に選択できるシステムを構

築すべきである。

添付資料：

保育分野における株式

会社の参入促進にかか

る提案

126/165



該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

規制改革・民間開

放推進のための基

本方針等

　自己分析の手法や労働市場理解の

促進などのキャリアコンサルティングの

一部については、セミナーの形で実

施している。

ｄ Ⅳ

　　求職者に対し実施されるキャリアコ

ンサルティングについては、的確な職

業選択等の観点から非常に重要であ

ると認識しており、適切な職業紹介を

実施するために、個々の求職者の

ニーズに対応して実施してきている。

そのうち、自己分析の手法や労働市

場理解の促進などについては、民間

の活用も考えられるところであり、的

確な職業選択やキャリア形成を目的と

して、現在も民間に委託するなどして

セミナーを実施している。今後も、セミ

ナーの内容の充実に努めるとともに、

より効果的なものについては、民間の

活用をはかってまいりたい。

z0900074 厚生労働省
ハローワークにおけるコンサルティン

グ業務の民間委託推進
5064 50640021 11

株式会社東京リーガルマイン

ド
21
ハローワークにおけるコンサルティン

グ業務の民間委託推進

ハローワークにおけるキャリアコンサル

ティング業務の民間委託を推進すること

職業紹介分野における株式会社の参入

促進

雇用のミスマッチを解消していくために

は、求職者に対して、的確な職業選択・

キャリア形成に向けたコンサルティングを

行い、求職者の円滑な再就職及び労働

移動を支援していく必要がある。しかし、

ハローワークにおいては、このキャリアコ

ンサルティングが十分行われていない。

他方、民間職業紹介事業は、高いコンサ

ルティング技術を生かして効果的効率的

な職業紹介を達成している。そこで、こう

した民間のノウハウや活力を生かし、ハ

ローワークにおけるコンサルティング業務

の民間委託を推進すべきである。

添付資料：

職業紹介事業における

民間事業者の参入促進

に係る提案

127/165



該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

職業安定法第３２条

の３第２項、職業安

定法施行規則第２０

条第２項、職業安定

法施行規則第２０条

第２項の規定に基

づき厚生労働大臣

の定める額（平成１

４年厚生労働省告

示第２６号）

○有料職業紹介事業者は、原則とし

て求職者から手数料を徴収してはな

らないこととされており、例外的に一

定の求職者（芸能家、モデル並びに年

収７００万円を超える科学技術者、経営

管理者及び熟練技能者）からのみ徴

収することが認められている。

ｂ Ⅲ

○ＩＬＯ第１８１号条約においては、求職者保護

の観点から、求職者からの手数料徴収は原則

禁止されており、①関係する労働者の利益のた

めに、②最も代表的な使用者団体及び労働者

団体と協議した上で、③特定の種類の労働者

及び特定の種類のサービスについて、例外を

認めることができることとされている。

○給与水準の低い者からの求職者手数料徴収

を認めた場合には、職業紹介事業者が求職者

手数料の額によって職業紹介における取扱い

に差を設けたり、弱い立場にある求職者から不

当な額の手数料を徴収するなど、求職者保護

に欠けることとなるおそれがあり、経営管理者、

科学技術者及び熟練技能者については、これ

らの職種であって、給与水準の高い者であれ

ば、職業紹介事業者との交渉力も十分にあり、

求職者保護に欠けるおそれが少ないと考えら

れるため、例外的に求職者からの手数料の徴

収が認められているところである。

○平成１６年３月から、有料職業紹介事業にお

ける手数料徴収の対象となる求職者に熟練技

能者の職業に紹介した求職者を追加するととも

に、有料職業紹介事業における手数料徴収の

対象となる科学技術者、経営管理者及び熟練

技能者に係る年収要件について１２００万円超

から７００万円超に引き下げたところであるが、

「経済財政運営と構造改革に関する基本方針２

００４」（平成１６年６月４日閣議決定）におい

て、「有料職業紹介事業者が求職者から手数料

を徴収できる範囲（現行年収７００万円超）につ

いて、施行状況を踏まえ、更なる拡大に関し検

討する」とされていることを踏まえ、対応してま

いりたい。

z0900075 厚生労働省
有料職業紹介事業の手数料徴収に係

る年収要件の撤廃
5064 50640022 11

株式会社東京リーガルマイン

ド
22
有料職業紹介事業の手数料徴収に係

る年収要件の撤廃

有料職業紹介事業の手数料徴収に係る

年収要件を撤廃すること

職業紹介分野における株式会社の参入

促進

ハローワークは、全ての求職者に公平中

立に職業紹介サービスを提供しなければ

ならないという立場上、求職者の適性適

職に見合った企業を探し出し、当該企業

に求職者を売り込んでいくといった、積極

的・戦略的な職業紹介を行うことができ

ない。このように、雇用のミスマッチを解

消するためには公的職業紹介では限界

があり、民間職業紹介事業者を積極的に

利用していくことが不可欠。そこで、希望

する求職者が誰でも民間の効果的・効率

的な職業紹介サービスを受けやすい仕

組みを作るべき。そのためには、年収の

如何を問わず、希望する全ての求職者

が、有料のきめ細かい民間職業紹介サー

ビスも選択できるよう規制を撤廃すべきで

ある。

添付資料：

職業紹介事業における

民間事業者の参入促進

に係る提案
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

職業安定法第３２条

の３第２項、職業安

定法施行規則第２０

条第２項

○現在、職業紹介サービスについて、

バウチャー制度は導入していない。

○有料職業紹介事業者は、原則とし

て求職者から手数料を徴収してはな

らないこととされており、例外的に一

定の求職者からのみ徴収することが

認められている。

ｆ Ⅲ・Ⅳ

○本提案は、「求職者が公費で民間

の職業紹介サービスを利用できる」よ

うにするため、バウチャー制度を導入

することを求めるものであり、補助金

等に関するものである。

z0900076 厚生労働省
職業紹介サービスにおけるバウ

チャー制の導入
5064 50640023 11

株式会社東京リーガルマイン

ド
23
職業紹介サービスにおけるバウ

チャー制の導入

求職者が公費で民間の職業紹介サービ

スを利用できるよう、バウチャー制を導入

すること

職業紹介分野における株式会社の参入

促進

ハローワークは、全ての求職者に公平中

立に職業紹介サービスを提供しなければ

ならないという立場上、求職者の適性適

職に見合った企業を探し出し、当該企業

に求職者を売り込んでいくといった、積極

的・戦略的な職業紹介を行うことができ

ない。雇用のミスマッチを解消するため

には公的職業紹介では限界があり、民間

の活力・ノウハウを積極的に利用してい

く必要がある。そこで、現在のハローワー

クを中心とした職業紹介制度を見直し、希

望する求職者が誰でも民間の効果的・効

率的な職業紹介サービスを受けやすい

仕組みを作るべき。具体的には、バウ

チャー制度を導入し、求職者が公費で民

間の職業紹介サービスを利用できるよう

にすることを提案する。

添付資料：

職業紹介事業における

民間事業者の参入促進

に係る提案
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

「教育訓練給付制

度の講座指定を希

望される方へ（教育

訓練施設向けパン

フレット）」

教育訓練給付制度の講座指定にあ

たっては、「趣味的又は教養的な教育

訓練や入門的又は基礎的な水準の教

育訓練等は対象とならないこと」「公

的職業資格（資格、試験等であって国

若しくは地方自治団体又は国から委

託を受けた機関が法律に基づいて実

施するものをいう。）又は修士等の取

得を訓練目標とするものであること」

等を指定基準としており、訓練目標が

職業に役立つものとして明確であるこ

と、訓練目標の設定及び客観的な測

定が可能であり、かつ、その訓練効果

が明確に認められるものであることが

確認できることが必要となる。また、指

定は「講座」に対して行っており、複

数の講座の組み合わせについては、

受講修了した一つの講座のみが支給

の対象としている。

Ｃ Ⅳ

　教育訓練給付金制度は、労働者の職業能力

の開発及び向上を促進させることにより、雇用の

安定と就職の促進を図るための給付制度である

ことから、その給付の対象となる教育訓練は、

その制度趣旨に適合する内容のものであること

が必須である。

　　このため、現在、教育訓練給付金対象講座

の指定に当たっては、当該教育訓練の訓練目

標やカリキュラム等が、趣味的・教養的なもので

はなく、雇用の安定と就職の促進に資するもの

であるか否か等の見地から、個別にその可否を

判断しているところであるが、ご要望のように、

事前指定制度を廃止することは、こうした確認を

経ない教育訓練（教育訓練給付金の給付目的

に整合しない教育訓練）も給付対象とするもの

であり、制度上の見地からその実施は困難で

ある。

　　また、こうした給付制度の趣旨を踏まえる

と、給付金の対象となる教育訓練の指定は、あ

くまでも、個々の教育訓練（講座）の内容等に着

目したものとならざるを得ず、ある要件に該当す

る教育訓練施設であれば当該施設が開設する

講座はすべて制度目的に適合する教育訓練内

容であるとの関係は生じないこと等も踏まえる

と、ご要望のように、教育訓練施設単位で指定

を行った上で、その中で受講者が講座を組み合

わせて選択できるようにする形で指定を行うこと

は困難である。

z0900077 厚生労働省
教育訓練給付制度の指定講座範囲の

緩和
5064 50640024 11

株式会社東京リーガルマイン

ド
24
教育訓練給付制度の指定講座範囲の

緩和

「職業に必要な専門的知識の習得に資

する教育訓練の認定に関する規程第12

条」に基づき、厚生労働省職業能力開発

局長の裁量で定めらている「教育訓練給

付金の支給の対象となる教育訓練の指

定基準」を改正し、「内容・水準による指

定対象講座の限定」を廃止するとともに

「教育訓練施設単位の指定」も可能とす

る。

受講者・企業双方のタイムリーなニーズ

に応じた的確な講座を企画・開発・提供

する。

現行の教育訓練給付制度の運用におい

ては、「趣味的又は教養的な教育訓練」

「入門的又は基礎的な水準の教育訓練」

は給付対象から除外されるとともに、指定

教育訓練単位も「講座」に限定されてい

る。しかし、個人の価値観・就職観が多様

化する中、「何が職業となるか」「どのよう

な講座が職業に役立つのか」を政府が事

前判断しえなくなっており、それは自己

責任のもとに受講者たる労働者の主体的

判断・選択に委ねるべきである。そこで、

①給付対象講座の事前指定制度を廃止

し、講座選択範囲を受講者本位の自由選

択とする、②事前指定制度を維持するの

であれば、指定対象として教育訓練施設

単位も可能とし、受講者がそこで提供さ

れる複数の講座を自由に組み合わせて

選択できるようにすることを提案する。

添付資料：「より受講者

本位の教育訓練給付制

度改革に向けて」
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

「教育訓練給付制

度の講座指定を希

望される方へ（教育

訓練施設向けパン

フレット）」

教育訓練給付制度の講座指定にあ

たっては、「４月１日と10月１日の年２

回」としており、また、受付期間も「１６

年１０月指定の場合は５月２０日まで」

としている。

C Ⅳ

　教育訓練給付金対象講座としての

指定審査については、昨年、教育訓

練施設による制度を悪用した不正詐

欺事案が生じたこともあり、再発防止

の見地からの審査の厳格化や、適切

な給付制度運営の見地から、講座指

定の重点化等も強く求められている状

況にある。

　　このため、昨年、指定基準も改正

し、当該教育訓練のカリキュラム内

容、訓練目標、訓練時間、教材の内

容、指導体制の状況、修了認定基準

の内容、講座の運営実績（受験率、合

格率等）等のほか、受講費用の内容、

過去の違反の有無、販売活動適正化

のための措置など、極めて多くの項目

について審査を行うこととし、その内

容に疑義がある場合等には、個々に

施設に対して事実照会等も行ってい

るところである。また、審査事務として

は、①各指定期ごとにおける詳細な判

断基準・項目の検討、②これに基づく

指定審査書類の作成・印刷、③審査

書類の施設に対する郵送・配布、④申

請受理、⑤審査の実施、⑥指定通知

書等の発送等の過程を伴うものであ

るが、現在の組織体制においては、こ

れら審査に要する一連の過程を処理

するためには、概ね半年程度を要する

ところであり、これらを一括して合理的

に処理する観点からみて現状では、

指定については、年２回体制が限度

である。

z0900078 厚生労働省
教育訓練給付制度の「指定希望手続

き受付」恒常化と手続きの迅速化
5064 50640025 11

株式会社東京リーガルマイン

ド
25
教育訓練給付制度の「指定希望手続

き受付」恒常化と手続きの迅速化

「職業に必要な専門的知識の習得に資

する教育訓練の認定に関する規程第12

条」に基づき、厚生労働省職業能力開発

局長の裁量で定めらている「指定に必要

な手続き」を改正することによって、現行

で年2回に限られている「指定希望手続

き受付期間」を「常時受付」とし、併せて

申請から指定までの期間を短縮化する。

受講者・企業双方のタイムリーなニーズ

に応じた的確な講座を企画・開発・提供

する。

現行の教育訓練給付制度の運用におい

ては、教育訓練施設による指定申請期間

と指定日は年2回に限定されている。そ

のため、例えば、ある年の3月に開講しよ

うとする講座について対象講座としての

指定を受けるためには、前年10月1日の

指定を受ける必要があり、その年の5月

20日が希望受付期限となる。このように

講座企画から実際の開講まで1年近くタイ

ムラグが生じることにより、教育訓練施設

が企業・受講者双方のタイムリーなニー

ズに応じて的確な講座を企画・実施する

ことが困難である。そこで、「指定希望受

付」を恒常化し、教育訓練施設の申請か

ら指定決定に至る手続きの迅速化を提案

する。

添付資料：「より受講者

本位の教育訓練給付制

度改革に向けて」
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

厚生労働省「児童

福祉施設最低基準

第３２条第１号及び

第５号、保育所にお

ける調理業務の委

託について（平成１

０年２月１８日児発第

８６号）

保育所において調理業務を委託する

場合、そ

の取扱い方法について、「保育所に

おける調理業務の委託について」（平

成１０年２月１８日児発第８６号）規定

ｅ Ⅲ

○　「保育所における調理業務の委託

について」（平成１０年２月１８日児発

第８６号）において規定している事項

は、各保育所において調理業務を委

託する際の基本的な考え方等を示し

ているものであり、具体的な衛生基準

確保のための方策等については、地

方自治体に委ねられているものと考

えている。

z0900079 厚生労働省
官製給食市場における権限委譲・地

域統合とそのモデル事業推進
5072 50720001 11

特定非営利活動法人シンクバ

ンク研究所 ・広島国際大学PFI

研究会　　　　　　　　　　　　　 <呉

市提案・交渉継続中＞

1
官製給食市場における権限委譲・地

域統合とそのモデル事業推進

官製市場の給食市場は、各省庁独自の

制度管理で行われ、非効率であり「食の

安全」にも不安が残る。１）文部科学省の

学校給食の衛生基準権限を地方自治体

に移譲する。２）厚生労働省の私立保育

所の衛生基準権限を地方自治体に移譲

する。３）防衛施設局内の食事を地方自治

体に外部委託する。上記１）～３）の地方

自治体（本提案のモデル地域は呉市）へ

の権限委譲とその地域統合を行い、新調

理法を利用したＰＰＰ・ＰＦＩ手法による民

間開放で地域再生を行う。

これまで、前項１）２）３）の分野の官制給

食サービス市場は、行政的には縦割りの

制度管理であり、個別の市場形成のため

経済効果が少なく、非効率的であった。こ

の官制給食サービス市場の開放と統合と

自治体への権限委譲によって、食品衛生

管理の精度の向上、新市場の形成、雇用

促進、民間投資機会の創出が望める。さ

らに、IT教育や在宅高齢者配食システム

など新産業の構築で地域経済の活性化

を行う。また、モデル地域の呉市の場合、

地域集積も高く、水平展開のモデルプロ

ジェクトとして適した地域である。

　　　　　　　　　　　　第１回の地域再生提案

（3055)として提案。１）、２）については

可能性があるとの回答。一方、３）は、内

部資料では隊員給食の民間開放は実現

度が高いとあるが　＜【防衛庁からの回

答】　御指摘のとおり、当庁において作成

した「自衛隊施設へのＰＦＩ導入可能性等

調査業務」には検討項目の一つとして食

堂の記載があります。現在、同文書などを

踏まえつつ、具体的にどの分野にＰＦＩを

導入するかについて継続的に検討して

いると。　一方で、自衛隊の給食サービス

については、自衛隊は自己完結組織で

あり自ら食事を整えることが要求されて

いるため、現時点で直ちにＰＦＩを導入する

ことは困難であると考える。＞よって呉地

域において、モデル事業として民間開放

し、取り組みたい為。

■「ＰＰＰ（公共サービス

の民間開放）による地域

活性化推進モデル構築

調査」報告書(PDF)・概

要版（ＰＤＦ）　　■　中国

地域イノベーション促進

方策検討調査報告書

[PDFファイル]

http://www.chugoku.me

ti.go.jp/research/serch.

html　　　　自衛隊施設へ

のＰＦＩ導入可能性等調査

業務：

http://www.jda.go.jp/j/in

fo/pfi/gaiyou.htm

http://www.jda.go.jp/j/in

fo/pfi/03.pdf

www8.cao.go.jp/pfi/shiry

o_b_24_3.pdf
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

労働安全衛生法第

４５条、同則第１５１

条の２１

　労働安全衛生法令においては、一

定の危険又は有害な業務に関わる機

械等について、定期に自主検査を行

うことが義務づけられている。

　このうち、特に検査が技術的に難し

く、また一度事故が発生すると重篤な

災害をもたらすおそれのある機械等

については、特定自主検査として、必

要な研修を受けた労働者自ら又は検

査業者が検査を行うこととされてい

る。フォークリフトについては、一ヶ月

ごとに一回、定期に自主検査を行うと

ともに、一年ごとに一回、定期に特定

自主検査を行うことが義務付けられて

いる。

　また、これら自主検査の適正かつ有

効な実施を図るため、当該検査の項

目、方法、判定基準を定めた自主検査

指針が公示されている。

ｃ Ⅲ

　フォークリフトについては、重量物の

昇降を伴う積み卸し、旋回等の荷役作

業が頻繁に繰り返し行われるため、制

動装置及び走行装置等を含めて単一

機能の貨物自動車に比べ過酷な使用

状況にあること、また、年次の特定自

主検査では、新車使用後１年目であっ

ても約９割の検査車両で何らかの不

良箇所が見出されている（フォークリ

フトの約３万台の新車を対象とした最

新(平成16年7月）の調査データがあ

ると承知している。）ことから、当該機

械による労働災害を防止するために

は、１年ごとに所定の項目について検

査（専門的知識・技能を有する検査者

による分解検査）を行う必要があり、

貨物自動車の車検に合わせて、特定

自主検査の期間を２年に延長すること

は適当でない。

　また、月次の自主検査では外観検査

を基本としており、専門的知識を必要

とする重要項目についての検査が行

われず、これをもって年次の特定自主

検査に代えることはできない。

なお、フォークリフトに関する本調査

は、特定のメーカーの製品、特定の検

査業者を対象とした調査ではないと

承知している。

z0900080 厚生労働省
フォークリフトの特定自主検査期間の

延長
5076 50760008 11 （社）全日本トラック協会 8

フォークリフトの特定自主検査期間の

延長

フォークリフトの特定自主検査期間の延

長

フォークリフトの特定自主検査期間→１年

に１回

トラック運送事業者においては、労働安

全衛生規則等に基づき、日々の作業前点

検、毎月の定期自主点検等を適正に実施

しているところであり、フォークリフトの特

定自主点検期間については、道路運送

車両法、自動車車検証の有効期間と同様

に１年から２年とされたい。

厚生労働省より、新車使用後１年目の特

定自主検査において、不良項目が多数

発生したとの回答であるが、不良箇所、

メーカー名、特定自主検査実施機関を公

表されたい。
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0

障害者の雇用については、全ての事

業主が一定割合の身体障害者又は知

的障害者（以下「障害者」という。）を

雇用する義務を負うべきところ、障害

者が就業することが困難であると認め

られる職種の労働者が相当の割合を

占める業種については暫定的な措置

として除外率を設定し、事業主が雇用

しなければならない法定雇用障害者

数を算定する際の基礎となる常用雇

用労働者の計算に当たり、その労働

者数から除外率に相当する労働者を

控除することで雇用義務を軽減してい

る。また、障害者雇用納付金制度にお

いては、障害者雇用に伴う事業主の

経済的負担の調整を図る目的で雇用

率未達成企業から納付金を徴収し、雇

用率達成企業に対して調整金等を支

給しているが、現在、この納付金の算

定に当たり、暫定的に除外率を適用と

しているところである。

ｃ Ⅰ

 除外率制度については、ノーマライ

ゼーションの理念から見て問題がある

こと、職場環境の整備等が進んでいる

実態と合わなくなっていること等から、

平成14年５月に公布された「障害者

の雇用の促進等に関する法律の一部

を改正する法律（平成14年法律第35

号）」により廃止に向けて段階的に縮

小することとされ（障害者の雇用の促

進等に関する法律附則第３条）、平成

16年４月１日よりその第１段階として

全業種一律10％ずつ引き下げられた

ところであり、バス・タクシーと同程度

とすることは「除外率」の引上げにな

ることから対応は困難である。

z0900081 厚生労働省 障害者雇用に係る「除外率」の見直し 5076 50760009 11 （社）全日本トラック協会 9 障害者雇用に係る「除外率」の見直し 障害者雇用に係る「除外率」の見直し

道路貨物運送業の障害者雇用除外率→

４０％（道路旅客運送業の障害者雇用除

外率→７５％）

トラック運送事業従事者の約８割は現場

作業員であり、貨物の集荷、集配作業等

労働負担が多い。この事は、厚生労働省

所管の委員会においてアンケート、ヒアリ

ング等により明らかである。当協会として

も、障害者雇用について今後も業界内お

いて啓発等々を実施しているが、少なくと

も、除外率を少なくともバス・タクシーと同

程度にしていただきたい。
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-

　ご要望のフランチャイズの独立オー

ナーの募集については、現在、ハロー

ワークにおいては、情報提供を行って

いない。

b Ⅳ
　今後、フランチャイズのオーナーの

募集に関する情報の提供の方法につ

いて検討する。

z0900082 厚生労働省

ハローワークにおけるフランチャイズ

の独立オーナー募集に関する情報提

供の早期実施

5078 50780004 11 (社)日本経済団体連合会 4

ハローワークにおけるフランチャイズ

の独立オーナー募集に関する情報提

供の早期実施

　ハローワークにおけるフランチャイズ独

立オーナーの募集に関する情報の提供

方法について検討し、早期に実施すべき

である。

　求人情報の拡大により、就業促進につ

ながる。

　ハローワークでは、求

人情報は雇用のみ受け

付けており、フランチャイ

ズの独立オーナーの掲

示はできない。
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要望理由

その他

（特記事項）

労働者派遣事業の

適正な運営の確保

及び派遣労働者の

就業条件の整備等

に関する法律（労働

者派遣法）第３４条、

労働者派遣事業の

適正な運営の確保

及び派遣労働者の

就業条件の整備等

に関する法律施行

規則（労働者派遣

法施行規則）第２５

条

○派遣元事業主は、労働者派遣をしよ

うとするときは、あらかじめ、当該労働

者派遣に係る派遣労働者に対し、明

示すべき事項を記載した書面を交付し

なければならない。

ｂ Ⅲ

○「ｅ－Ｊａｐａｎ重点計画－２００４」（平

成１６年６月１５日ＩＴ戦略本部決定）に

おいて、「２００４年度中に、派遣元事

業主から派遣労働者への就業条件に

関する書面交付の電子化について、

書面による場合と同等の労働者保護

を確保する観点から検討し、結論を得

る」とされていることを踏まえ、対応し

てまいりたい。

z0900083 厚生労働省
派遣元事業主から派遣労働者に対す

る通知等のＥメール等の解禁
5078 50780005 11 (社)日本経済団体連合会 5

派遣元事業主から派遣労働者に対す

る通知等のＥメール等の解禁

　派遣元事業主から派遣労働者に対する

書面交付にかえて、ＦＡＸないしＥメール

での通知を可能とすべきである。

　改正労働者派遣法において、派遣元と

派遣先の間ではＥメールやファックスに

よる通知が認められることとなった。

　厚生労働省からは「派遣労働者の保護

を図るためには、事業者間の通知に比し

て一段の確実性が求められ、書面による

ことが不可欠」との見解が示されている。

しかし、Eメール、ファックスは郵送に代わ

り得る手段として、既にビジネス等日常生

活においても広く用いられており、書面

に比べて確実性が劣るものではない。派

遣元事業主から派遣者への通知等につ

いても、電子媒体の活用が認められれ

ば、事業主負担の軽減、迅速な連絡等に

よる業務効率の改善につながることから、

再度検討すべきである。

　派遣元事業主は労働者

派遣をしようとする時に

は､あらかじめ派遣労働

者に対し、書面交付に

よって就業条件を明示し

なければならない。ま

た、2003年６月に成立し

た改正労働者派遣法で

は、派遣元事業主は派遣

労働者に対して派遣期

間制限に抵触することと

なる最初の日を明示しな

ければならず、さらに、派

遣停止通知もしなければ

ならないこととなったが、

その際書面で交付するこ

とが求められる予定であ

る。
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要望理由

その他

（特記事項）

労働者派遣法第４０

条の５

○派遣受入期間の制限がない業務に

ついて、派遣先は、同一の業務に同

一の派遣労働者を３年を超えて受け

入れており、その業務に新たに労働

者を雇い入れようとするときは、その

派遣労働者に対して雇用契約の申込

みをしなければならない。

ｃ Ⅰ

○派遣労働者の希望を踏まえた直接雇用の促

進については、労働政策審議会において平成

１３年８月から平成１５年１２月にかけて行った

労働者派遣事業制度全体の見直しの中で検討

したところ、「派遣労働者の中には、派遣先に直

接雇用されることを希望する者も一定程度おり、

そうした派遣労働者に対し派遣先による直接雇

用の機会をより多く確保することが必要である。

具体的には、３年を超えて同一業務に同一派

遣労働者を受け入れている派遣先が、当該業

務と同じ業務に従事させるため労働者を雇い入

れようとするときは、当該派遣労働者に対し雇用

契約の申込みをしなければならないこととするこ

とが適当である」とされたところであり、このよう

な観点から、平成１６年３月から、派遣先に対し

この雇用契約の申込みが義務付けられたところ

である。

○派遣先に直接雇用されることを希望する者が

一定程度おり、そうした派遣労働者に対し派遣

先による直接雇用の機会をより多く確保すること

が必要であることは、常用雇用型派遣労働者と

登録型派遣労働者で変わらないため、派遣労

働者の希望を踏まえた直接雇用の促進につい

て、常用雇用型派遣労働者と登録型派遣労働

者で区別して取り扱う理由はなく、特定労働者

派遣事業の派遣先をこの雇用契約の申込み義

務の対象としないことは不適当である。

z0900084 厚生労働省

特定労働者派遣事業において期間制

限のない業務に従事する派遣労働者

への直接雇用の申込義務の廃止

【新規】

5078 50780006 11 (社)日本経済団体連合会 6

特定労働者派遣事業において期間制

限のない業務に従事する派遣労働者

への直接雇用の申込義務の廃止

【新規】

　特定労働者派遣事業については、期間

制限のない業務の場合、派遣先による派

遣労働者への雇用契約の申込義務を廃

止すべきである。

　今般の法改正に伴い、派遣先による派

遣労働者への雇用契約の申込義務が導

入された第一の目的は、派遣労働者の雇

用の安定を図るため、派遣先に直接雇用

される機会をより多く確保するためであ

る。しかし、特定労働者派遣事業における

派遣労働者は常時雇用される労働者の

みであり、既に雇用の安定が確保されて

いることから、派遣先に直接雇用の申込

義務を課す必要はない。

　一方で、雇用契約の申込義務には、派

遣先に直接雇用されることを希望する派

遣労働者に対する選択肢の提供という目

的もある。しかし、雇用契約の申込義務化

により、期間制限のない業務についても

派遣先が３年を超えて同一の派遣労働者

を受け入れることを拒むケースが既に多

く生じており、派遣労働者の雇用の不安

定化が懸念される。

　派遣労働者の雇用の安定、派遣として

継続して働くことを望む労働者の保護と

いう観点からは、特定労働者派遣事業が

行う期間制限のない業務の派遣につい

ては、派遣先による派遣労働者への雇用

契約の申込義務を廃止すべきである。

改正労働者派遣法（平成

16年3月1日施行）によ

り、派遣先は、①期間制

限のある業務について、

制限への抵触日以降も

派遣労働者を使用しよう

とする場合、②期間制限

のない業務について、同

一の業務に同一の派遣

労働者を3年を超えて受

け入れており、その同一

の業務に新たに労働者

を雇い入れようとする場

合、に派遣労働者に対す

る雇用契約の申込が義

務付けられた。
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その他

（特記事項）

保険医療機関及び

療養取扱機関に係

る磁気テープ等を用

いた費用の請求に

関する取扱いにつ

いて（平成１４年１１

月２９日保保発第

1129001号・保国

発第1129003号）

特定機能病院等に

おける入院医療の

包括評価に係る磁

気テープ等を用いた

費用の請求に関す

る取扱いについて

（平成１６年４月２７

日保総発第

0427002号）

支払基金から保険者に対しては紙レ

セプトにより送付している。
b Ⅳ

電子的手法により保険医療機関や保

険薬局から提出されたレセプトについ

ては、本年３月に閣議決定された「規

制改革・民間開放推進３カ年計画」に

おいて、「社会保険診療報酬支払基

金などの審査支払機関から保険者へ

の提出についても、保険者の求めに

応じ電子的手法による提出が可能と

なるよう検討を行い、その結果を踏ま

え速やかに措置し、一定期間経過後

は電子的手法による提出を原則とす

る。【平成１６年度中に検討・結論、そ

の後速やかに措置】」こととされてお

り、本年度検討を行うこととしている。

z0900085 厚生労働省
社会保険診療報酬支払基金から保険

者に送付するレセプトの電子媒体化
5078 50780007 11 (社)日本経済団体連合会 7

社会保険診療報酬支払基金から保険

者に送付するレセプトの電子媒体化

　社会保険診療報酬支払基金（以下「支

払基金」）から保険者へのレセプトの送付

形態として、電子媒体によることを可能と

し、保険者における事務処理の効率化を

図る必要がある。結論を前倒しで得られる

ように、検討の速度を早めるべきである。

　現在、レセプト電算処理システムの整備

が進められているが、支払基金から保険

者に対して送付するレセプトの電子媒体

化に関する体制整備は進んでいないの

が実態である。

　厚生労働省では、審査支払機関から保

険者へ送付するレセプトのデジタル化に

ついては、①電子媒体仕様のあり方、②

情報セキュリティ確保のあり方、③保険者

側がデジタル化したレセプトを受け入れる

ことができるかどうか等を考慮しつつ検討

するとしており、また、規制改革・民間開

放推進３か年計画（2004年3月19日）に

より、2004年度に検討・結論、その後速

やかに措置するとなっている。保険者の

求めに応じて、電子媒体による送付を可

能とすべきである。

　支払基金から健康保険

組合など保険者に対して

送付されているレセプト

は、現在、紙媒体となっ

ている。

　なお、医療機関と支払

基金との間で実施されて

いる、レセプト電算処理シ

ステムの普及状況は、

2004年4月現在、医科レ

セプト件数の5.9％、調剤

レセプト件数の31.4％と

なっている。
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健康保険法第７６条

第３項

健康保険法第７６条

第３項の認可基準

等について（平成１

５年５月２０日保発第

５２００１号）

保険者と医療機関の直接契約の締結

については、「健康保険法第７６条第３

項の認可基準等について」（平成１５

年５月２０日保発第５２００１号）により、

患者のフリーアクセスの観点から必要

な条件を付した上で認められたところ

である。

ｃ Ⅳ

直接契約の認可に当たっては、個別

の契約が患者のフリーアクセスに与

える影響を勘案し、患者にとって適切

な受診行動を確保するため、契約当

事者からの申し立てだけでなく、地域

の医療機関や被保険者代表などの意

見を聞く必要があるので、都道府県ご

との委員会における審議を求めてい

る。また、収支状況が良好でない医療

機関が割引を行う場合には、適切な

医療が提供されないおそれがあるた

め、認可に当たって収支状況を要件

の一つとしている。さらに契約医療機

関における、当該契約健保組合加入

者及び当該健康保険組合加入者以外

の患者に係る診療報酬の額及びレセ

プトの件数についての報告義務（毎

月）については、フリーアクセスの確

保に十分配慮するため、直接契約認

可前後の受診動向を把握し、注視する

ことで、契約健保組合を指導監督する

ために設けられたものである。

これらの要件は、いずれも直接契約を

認める上で必要な条件を整備したも

のであり、要件を緩和することは困難

である。

z0900086 厚生労働省
保険者と医療機関の直接契約に係る

規制緩和
5078 50780008 11 (社)日本経済団体連合会 8

保険者と医療機関の直接契約に係る

規制緩和

　①契約医療機関の運営状況、②各都道

府県に設置される委員会による審議、③

契約医療機関における、当該契約健保組

合加入者及び当該契約健保組合加入者

以外の患者に係る診療報酬の額及びレ

セプトの件数についての報告義務（毎

月）など、契約条件等の規制を緩和すべ

きである。

　今般、保険者と医療機関の直接契約に

よる割引契約が可能となったことから、各

医療機関のインフラ、医療技術、サービス

等の改善が期待される。

　医療費の効率的活用を一層促進する観

点から、被保険者から見て、保険者側の

適正な手続きが担保される場合には、当

該委員会による審議を簡略化するなど契

約条件等を緩和すべきである。

　保険者が医療機関と契

約し医療費の割引契約を

受けられる制度が、昨年

5月20日に解禁となっ

た。しかし、契約条件等と

して、①契約医療機関の

運営状況（直近２年間と

も経常損益が赤字の場

合など収支状況が良好

でないと認められる場合

には認可しない）、②各

都道府県に設置される委

員会（地方社会保険医療

協議会）による審議、③

保険者は契約後、毎月、

契約医療機関における

ａ）当該契約健保組合加

入者に係る診療報酬の

額及びレセプト件数、ｂ）

当該契約健保組合加入

者以外の患者に係る診

療報酬の額及びレセプト

件数を地方厚生（支）局

に報告しなければならな

いなどの規制がある。
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医療法第７条第５項
営利法人が営利を目的として病院等

を開設することは認めていない。
ｃ

本年５月に「構造改革特別区域法」の

一部を改正し、特区において株式会

社が自由診療で高度な医療の提供を

目的とする病院又は診療所を開設す

ることを認めることとしたところである。

（本年１０月１日施行）

今後は、「基本方針２００３」で示された

方針に従い、特区における株式会社

による医療機関経営の状況をみなが

ら全国における取扱いなどについて

更に検討を進めることとしている。

z0900087 厚生労働省 営利法人による保険医療機関の経営 5078 50780009 11 (社)日本経済団体連合会 9 営利法人による保険医療機関の経営

　構造改革特区以外でも、株式会社等に

よる医療機関経営の参入規制を解除すべ

きである。

　①民間企業の有する経営のノウハウと

資本を活用して医療サービスの効率化と

質の向上が図られると同時に、医療機関

の経営を専門家に委ねることにより、医師

が診療に専念できることになる。

　②営利法人による病院等の経営を認め

ても、実際に診療行為を行うのは国家資

格を有する医師であり、医療の安全性や

質の確保には影響がない。

　③経営主体が非営利法人であっても、

不採算の医療機関が経営を継続すること

は困難である。僻地医療や救急医療につ

いては、セーフティネットの観点から別

途、公的な関与が必要である。

　④患者選別や過剰診療等に対する懸念

の払拭のためには、参入規制ではなく、

応召義務や病床規制等の現行規制や、

情報公開の徹底等によって対応可能で

ある。

　⑤現存の企業立病院に何ら弊害が生じ

ていないばかりか、地域の中核病院の役

割を果たしている医療機関もある。

　構造改革特別区域法の

改正により、株式会社

は、構造改革特区におい

て、①自由診療の分野で

②「高度医療」の提供を

目的とする医療機関を開

設することが認められ

た。

　「高度医療」について

は、厚生労働省案では、

再生医療、遺伝子治療、

生殖医療などを例示して

いる。
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健康保険法

我が国の医療保険制度は、「国民誰も

が、一定の負担で、いつでもどこでも

安心して、必要な医療を受けられるこ

と」が原則である。このため、従来か

ら、現行の医学水準に照らして必要適

切な医療を定期的に保険導入し、保

険診療として確保してきたところであ

り、一連の診療について保険外診療

との併用を無制限に認めること（混合

診療）は安全性・有効性が確保されな

いおそれ、不当な患者負担が増大す

るおそれがあることから、原則として

禁止されているところである。　一方、

医学の進歩や患者ニーズの多様化に

対応し、患者が追加費用を負担するこ

とにより、保険外の新しい高度医療技

術や追加的な医療サービスを受けら

れるよう、特定療養費制度として「高

度先進医療」と「選定療養」を制度化

しているところである。

ｃ（全国

規模で

対応不

可）

Ⅰ（法

律上の

手当て

を必要

とする

もの）

無制限に保険診療と保険外診療との

併用を認めることは、安全性・有効性

が確保されないおそれや不当な患者

負担が増大するおそれがあることか

ら、保険診療と保険外診療との併用に

ついては、引き続き特定療養費制度

の枠組みの下で対応していきたいと

考えている。

z0900088 厚生労働省 いわゆる「混合診療」の容認 5078 50780010 11 (社)日本経済団体連合会 10 いわゆる「混合診療」の容認

　高度先進的な医療サービス等を患者が

選択しやすくするため、例えば、特定承認

保険医療機関など、質の高い医療サービ

スを提供できる医療機関においては、医

療技術及び医療機関ごとに個別の承認を

必要とせず、いわゆる「混合診療（保険診

療と保険外診療の併用）」を包括的に認

めるべきである。

　①いわゆる「混合診療」が広く認められ

ることによって、費用の全額を自己負担し

てきた高額な高度先進医療が、公的医療

保険によって部分的にカバーされるため

に、患者の受診機会を拡大し、所得の格

差に基づく不公平感は緩和される。

　②医療技術および医療機関ごとに個別

の承認を必要とする現行下（既承認の高

度先進医療技術のうち、一部が届け出制

に変更）では、手続きに時間がかかり患

者の受診機会を狭め、また、先端医療な

ど公的保険の適用外となっている新しい

医療技術・サービスに対する医師の積極

的取組みを阻害したり、医療サービスの

質の向上を妨げている。

　③全額が自己負担にならないように、

例えば本来１回の入院・手術で済むとこ

ろを保険診療部分と保険外診療部分とに

分けて処置するなど、一連の診療行為で

はない対応を行うことにより、患者の身体

的負担を増大させるとともに、こうした非

効率な行為が、医療費を増大させている

との指摘もある。

　④患者自らが必要な医療を適切に選択

できる環境を整備するためには、当該医

療行為の内容や結果の予測、危険などに

ついて十分な説明を受けることを担保す

る意味で、患者等への情報開示の義務化

が求められる。

　一疾患に対する一連の

診療行為において、保険

診療と自由診療を併用す

ることが認められていな

い。ただし、特定療養費

制度（高度先進医療およ

び選定療養）について

は、基本部分を保険診

療、それを超える部分は

患者負担とする実質的

な、いわゆる「混合診療」

が認められている。
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医療法第４条、「厚

生労働大臣の定め

る地域医療支援病

院の開設者」（平成

１０年厚生労働省告

示第１０５号）

地域医療支援病院の開設主体は、

国、都道府県、市町村、特別医療法人

のほか、厚生労働大臣が定める開設

者とされている。

ｃ

地域医療支援病院は、地域医療の充

実・確保を図る上で不可欠な存在で

あり。地域医療システムの核となる病

院であるため、開設主体については、

経営の安定性・継続性や公正性が確

保されるとともに、地域医療の確保の

ための支援を行い得る能力を有すると

認められているものであることが必要

である。

したがって、国、都道府県、市町村、特

別医療法人等を除くその他の医療機

関の開設者については、地域医療支

援病院の開設を認めるに当たり、地域

における医療の確保のために必要な

支援について相当の実績を有するこ

とをエイズ治療拠点病院又は地域が

ん診療拠点病院であることをもって確

認することが必要である。

z0900089 厚生労働省
営利法人が経営する病院の地域医療

支援病院としての承認
5078 50780011 11 (社)日本経済団体連合会 11

営利法人が経営する病院の地域医療

支援病院としての承認

  地域医療支援病院の開設主体につい

て、企業立病院の場合、エイズ治療の拠

点病院または地域がん診療拠点病院で

あることが要件となっており、実際上、地

域医療支援病院の開設が難しくなってい

る。規制を緩和すべきである。

 

　営利法人の経営する病院の中には、近

年、紹介型の病院として地域の中核的存

在になっているところもあり、地域医療支

援病院としての開設が認められないこと

で、地域における医療機能連携を阻害す

る結果を生ずることになっている。

　また、「規制改革・民間開放推進３か年

計画」では、既存の営利法人の取扱いに

ついても十分な検討を加え、地域医療支

援病院の承認要件及び主体要件につい

て緩和の方向で検討・措置するとしてい

るが、今改正では、企業立病院の場合に

だけ、エイズ治療の拠点病院または地域

がん診療拠点病院であることを要件とし

て課しており、合理性がない。

  「規制改革・民間開放

推進３か年計画」に基づ

き検討の結果、地域医療

支援病院の開設主体が

追加された。企業立病院

であっても、次の２要件を

満たせば地域医療支援

病院の開設が認められる

こととなった。

　①エイズ治療の拠点病

院または地域がん診療

拠点病院、②保険医療機

関または特定承認保険

医療機関の承認を得て

いる病院
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健康保険法第３条

第４項

現在、任意継続被保険者の資格取得

要件は資格喪失の日の前日まで継続

して二月以上被保険者であったもの

としている。

ｃ Ⅰ

任意継続被保険者資格の取得要件を

２ヶ月としたのは、逆選択を防止しつ

つ、退職者保護を図る観点から、２ヶ月

としているものであり、適切であると

考えている。

なお、医療保険は疾病にかかった際

のリスクを軽減するためのものであ

り、失業したときの所得を保障する雇

用保険とは趣旨が異なり、同様には

論じられない。

z0900090 厚生労働省 任意継続被保険者制度の見直し 5078 50780014 11 (社)日本経済団体連合会 14 任意継続被保険者制度の見直し

 任意継続被保険者の資格取得の要件に

ついて、喪失の日以前１年間に通算して

６カ月以上の被保険者期間とすべきであ

る。

　被用者保険の本人負担が引上げられた

ことにより制度間の差がなくなったこと

で、任意継続被保険者制度の意義が薄

れつつある。

　任意継続被保険者制度は、例外措置と

して、申請により暫定的に被保険者にな

ることを認めるものであり、仮に、申請し

なければ、国民健康保険の被保険者とな

る道も開かれている。一方、労働者が失

業したときの所得を保障する雇用保険制

度では、資格取得要件について、算定対

象期間に通算して６カ月以上の被保険者

期間が必要となっており、制度間の不均

衡が生じている。

　継続して被保険者期間

２カ月以上の者が資格喪

失後、保険者に申し出る

ことで最長２年間、任意

継続被保険者として資格

が継続される。

　とくに現行制度では、被

保険者期間が２カ月であ

るのに、最長１年６カ月の

間、傷病手当金が受給可

能であるなど、合理的で

ない枠組みになってい

る。
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

0

医療用具の修理業における責任技術

者は、修理業務に３年以上の従事を必

要とする。

c

医療用具は各種技術の集合体である

とともに、その使用される技術につい

ては多岐に渡っている。しかしながら

現段階において、医療用具の修理に

関する専門的な習得体系がないた

め、修理技術の習得にあっては実務

経験に重点を置く必要性がある。これ

らの技術の習得には、反復継続して３

年以上の時間が適当である。

z0900091 厚生労働省

医療用具の専業修理業における責任

技術者の資格要件の緩和

【新規】

5078 50780016 11 (社)日本経済団体連合会 16

医療用具の専業修理業における責任

技術者の資格要件の緩和

【新規】

　医療用具の専業修理業における責任技

術者の業務従事経験3年以上という資格

要件を、基礎講習内容の拡充等を前提

に、緩和すべきである。

　責任技術者の実務経験の資格要件が

緩和されれば、専業修理業への新規参入

が進み、医療機器産業の発展につなが

る。

　医療用具の専業修理業

者は製造所ごとに責任技

術者を置かなければなら

ない。当該責任技術者は

医療用具の修理に関す

る業務に3年以上従事し

た後、基礎講習等の受講

が義務付けられている。
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

0

医療用具の販売業又は賃貸業におけ

る管理者は、販売又は賃貸業務に３年

以上の従事を必要とする。

c Ⅳ

医療用具は各種技術の集合体である

とともに、その使用される技術につい

ては多岐に渡っている。しかしながら

現段階において、医療用具の販売又

は賃貸に関する専門的な習得体系が

ないこと、また、販売又は賃貸におけ

る医療用具の安全な取り扱いを管理

者として適切に行うにあっては実務

経験に重点を置く必要性がある。これ

らの技術の習得には、反復継続して３

年以上の時間が適当である。なお平

成16年7月9日薬食機発第0709001

号厚生労働省医薬食品局医療機器審

査管理室長通知により、平成１７年４月

施行の改正薬事法において、販売業

及び賃貸業の営業所の管理者につい

ては、平成１７年度中に基礎講習の受

講を条件に、経過的に、かかる販売及

び賃貸の従事経験が１年以上あるも

のについて、経過的に営業所の管理

者として認める予定である。

z0900092 厚生労働省

医療用具販売又は賃貸業における管

理者の資格要件の緩和

【新規】

5078 50780017 11 (社)日本経済団体連合会 17

医療用具販売又は賃貸業における管

理者の資格要件の緩和

【新規】

　医療用具販売又は賃貸業における管理

者の業務従事経験3年以上という資格要

件を、講習内容の拡充等を前提に、緩和

すべきである。

　管理者の実務経験の資格要件が緩和さ

れれば、販売業又は賃貸業への新規参

入が進み、医療機器産業の発展につな

がる。

　医療用具販売又は賃貸

業者は営業所ごとに販売

又は賃貸管理者を置か

なければならない。当該

管理者は、医療用具の販

売又は賃貸に関する業

務に３年以上従事した

後、厚生労働省令で定め

る講習を終了した者とさ

れている。
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

児童手当法第２６条

児童手当法施行規

則第１条第２項第６

号

児童手当の請求及び現況届の提出に

当たっては、当該受給資格者又は受

給者が被用者であることを明らかにす

る書類の添付を求めており、当該書類

については事業主による年金加入証

明書等としてきたところであるが、「被

用者確認のための添付書類の取扱い

について」（平成１６年３月１８日雇児

育発０３１８００３号厚生労働省雇用均

等・児童家庭局育成環境課長通知）

により、健康保険証等の写しの提出に

より確認することもできるとされたとこ

ろ。

ｄ －

児童手当制度は年金制度の適用状況

によって所得制限限度額に差を設け

ていることから被用者であることの確

認は必要であるが、「被用者確認のた

めの添付書類の取扱いについて」

（平成１６年３月１８日雇児育発第０３１８

００３号厚生労働省雇用均等・児童家

庭局育成環境課長通知）により健康

保険証等の写しの提出等により被用

者であることの確認を行うことを可能

とし、事業主の負担の軽減を図ったと

ころである。

z0900093 厚生労働省
児童手当の厚生年金加入証明の廃止

について
5081 50810001 11 松下電器産業株式会社 1

児童手当の厚生年金加入証明の廃止

について

厚生年金加入実態の把握は、基礎年金

番号で総務省と社会保険庁が照合を行

い、厚生年金加入証明の廃止をすべきで

ある
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

医療法第７条、第２７

条

病院の構造設備を変更する場合、整

備前には変更することについての変

更許可、整備後には当該設備を使用

するための使用許可が必要である。

ｃ

病院の構造設備は、患者に対し良質

かつ適切な医療を提供する前提とな

るものであり、これを改修・新設する場

合には、相当の期間と費用を要するこ

とから、整備前・整備後において内容

を確認できる仕組みとすることが必要

である。

仮に、整備前・整備後のいずれかの

確認のみの仕組みとする場合には、

患者への適切な医療の確保が図られ

ない、改善を求められる病院に過度の

負担をかけるといったことが懸念され

る。

z0900094 厚生労働省
病院内設備・構築物等改修の許可に

関する事項の一部規制の緩和
5082 50820001 11 松下電器健康保険組合 1

病院内設備・構築物等改修の許可に

関する事項の一部規制の緩和

①病院内の設備・構築物等の改修・新設

を、規模によっては病院裁量を可能とす

べき。

②さらに許可申請に関しても、申請をより

簡素化するなど、院内設備等の届出許可

制を緩和すべきである

病院内の設備・構築物等を改修・新設す

る場合、病院裁量では行えず、「医療法」

および「医療法施行規則」により制限され

ており、「改修・新設の許可申請」とその

「使用許可申請」の２段階の申請が必要

である等、病院経営の迅速性と効率面が

阻害されている。
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

「処方箋による調剤

に係る診療報酬請

求に対する審査の

実施について」（平

成８年３月２９日保発

第４２号）

２０００点以上の調剤報酬明細書につ

いては、審査支払期間に再審査を申

し出ることができる。

ｂ Ⅳ

２０００点未満の調剤レセプトの再審査

請求については、本年３月に閣議決

定された「規制改革・民間開放推進３

カ年計画」において、１６年度中に「そ

の方策と事務費負担の在り方につい

て、検討し、結論を得る」とされてお

り、現在検討を進めているところであ

る。

z0900095 厚生労働省
再審査請求における点数基準の撤廃

または緩和について
5082 50820002 11 松下電器健康保険組合 2

再審査請求における点数基準の撤廃

または緩和について

再審査請求において合計点数2,000点

以上という条件を撤廃すべきである。

現状では明らかに不適切な投薬が行な

われているケースにおいても2,000点に

満たないことを理由に再審査請求でき

ず、「不正請求の温床」となっている可能

性がある。国として医療費の大きな損失

があると考えられ、透明性を高める必要

がある。
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

療養の給付、老人

医療及び公費負担

医療に関する費用

の請求に関する省

令

「療養の給付、老人医療及び公費負

担医療に関する費用の請求に関する

省令」において、療養の給付に関し費

用を請求しようとするときは、保険薬局

にあっては調剤報酬請求書に調剤報

酬明細書を添えて審査支払機関に提

出しなければならないこととされてい

る。

ｃ（全国

規模で

対応不

可）、d

（現行

規定に

より対

応可

能）

Ⅲ

調剤報酬明細書は、「療養の給費、老

人医療及び公費負担医療に関する費

用の請求に関する省令」において様

式が定められており、その様式にお

いては、「保険医療機関の所在地及

び名称」及び「処方月日」を記載する

欄があることから、これらと診療報酬

明細書中の「保険医療機関の所在地

及び名称」及び診療年月とを突合する

ことにより、「名寄せ」は可能。また、処

方せんごとに調剤報酬明細書を作成

することは、保険薬局の事務量を増加

させ、非効率である。

z0900096 厚生労働省

「診療報酬明細書」および「調剤報酬

明細書」の名寄せを考慮した各明細

書の記載要領の整備について

5082 50820003 11 松下電器健康保険組合 3

「診療報酬明細書」および「調剤報酬

明細書」の名寄せを考慮した各明細

書の記載要領の整備について

現状では「調剤報酬明細書」に処方元の

「医療機関コード」と「診療年月」が記載

されていないため、機械的に「診療報酬

明細書」と名寄せすることが不可能。

保険者が、「診療報酬明細書」および「調

剤報酬明細書」の合算算定を容易とする

ため、一枚の「調剤報酬明細書」に複数

の医療機関が交付する処方内容が掲載

されるケースもあるため、保険調剤薬局

へは各処方箋発行ごとに「調剤報酬明細

書」を作成すべき。あわせて処方元の「医

療機関コード」と「請求年月」を記載すべ

きである。

（「請求年月」を要望するのは、「調剤報

酬明細書」に記載の調剤年月が必ずしも

処方元の「診療報酬明細書」の診療年月

と同一とならないため。）

健保組合の多くは自動給付を実施し、給

付金算定は機械処理を行うことで、公平

な給付に努めるとともに、合理化に努め

ているところである。

「診療報酬明細書」および「調剤報酬明

細書」の機械的な名寄せを可能とする項

目を別途設けることにより、正確かつ迅速

な給付を行うとともに効率的な事務処理

を行うことが可能となる為。
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

確定給付企業年金

法、厚生年金保険

法、関連政省令・通

知

　待期期間については、一定の規制

はあるが、ある程度柔軟な取扱いが

できるようになっている。

　キャッシュバランスプランにおいて

は、一定の要件のもとで、受給開始後

の最低保障額を指標に連動させて改

定することが可能となっている。

　キャッシュバランスプランの再評価指

標については、客観的かつ合理的に

予測可能なものであり、ある程度安定

的なものについて、指標として用いる

ことを認めており、定率、国債の利回

りに加えて、「全国消費者物価指

数」、「賃金指数」を用いることができ

ることとなっている。

　選択一時金の支給額については、

保証期間に係る現価相当額はあくま

でも上限額を定めているだけであり、

それ以下の範囲で支給額を定めるこ

とができる。

①～

③：c,d

④：c

⑤：b

Ⅰ～Ⅳ

　　全体的に、加入者や受給者等の受給権を保

護するという観点から、加入者及び受給者等の

利益を損なうような措置について認めることは

困難である。

①加入者期間・待期期間については、給付額

の算定基礎として重要な役割を果たす加入者

期間に影響を及ぼすものであり、緩和すること

は困難。なお、待期期間については、一定の

規制はあるが、ある程度柔軟な取扱いができる

ようになっている。　②給付における完全調整

については、確定給付企業年金や厚生年金基

金においては、加入者期間に応じて額が算定

されるものであり、加入者期間が長くなるほど給

付額が減少するような完全調整については認

められない。　③キャッシュバランスプランにお

いては、受給開始後の最低保障額を指標に連

動させて改定する取扱いを認めていなかった

が、平成１５年の弾力化により、一定の要件の

もとでは、受給開始後の最低保障額を指標に連

動させて改定することが可能となっている。

キャッシュバランスプランの再評価指標につい

ては、客観的かつ合理的に予測可能なもので

あり、ある程度安定的なものについて、指標と

して用いることを認めており、定率、国債の利回

りに加えて、「全国消費者物価指数」、「賃金指

数」を用いることができるよう平成１５年５月に弾

力化。④　老齢給付金は、企業の従業員の老

後の安定を図るために支給するものであるとの

位置付けから、規約で定める年齢に達した場合

に支給を開始することとしているものであり、退

職した場合にのみ支給することとするのは困

難。　⑤選択一時金の支給額については、保

証期間に係る現価相当額を上限としており、こ

のとき現価相当額の計算の際に用いる割引率

は直前の財政計算の基準日における下限予定

利率としているところである。それより低い率を

現価相当額の計算の際に用いるような取扱い

は、一時金の過大な支給につながり、年金制

z0900097 厚生労働省

厚生年金基金、確定給付企業年金に

おける制度設計・財政運営の自由度

の向上

5084 50840009 11 社団法人　信託協会 9
確定給付企業年金･厚生年金基金に

おける制度設計の自由度向上

・ 確定給付企業年金では、適格退職年

金や退職一時金において認められてい

る加入資格、給付設計等の要件について

適用できないものがある。また、キャッ

シュバランスプランに係る要件、老齢給付

金支給要件、選択一時金支給要件等によ

り、円滑な制度移行や、高齢者に係る勤

労形態の多様化への対応に支障をきた

すケースが生じている。

・ 退職一時金制度や適格退職年金から

の円滑な移行を促進するために、以下の

項目についての制限を緩和ないし弾力

化すること。

① 加入者期間・加入待期期間に係る制

限の緩和

② 給付における完全調整の容認

③ キャッシュバランスプランに係る選択肢

の拡大（給付額に下限を設けない制度の

導入、下限を設ける場合の運営の弾力

化、再評価指標の拡大）

④ 確定給付企業年金法における老齢給

付金の支給要件の緩和（例えば、60歳以

上の退職を支給要件とすることを可能と

すること。）

⑤ 選択一時金の支給上限に係る制限の

緩和（例えば、選択一時金の支給上限で

ある「保証期間に係る現価相当額」の計

算に用いる割引率として、「一時金選択

時に支給されている年金額または支給さ

れる予定の年金額の給付利率」を使用す

る取扱いを認めること。）

・ ①・②顧客ニーズに合わせた柔軟な

制度要件による制度間の円滑な移行を促

進し、公的年金を補完する役割を負って

いる各企業年金制度の普及、拡充への基

盤を整備するもの。

・ ③キャッシュバランスプランは、運用リ

スクの年金財政への影響軽減が可能と

なる有意義な方式であり、確定給付型の

企業年金の一層の普及・充実のため更

なる選択肢の拡充を求めるもの。

・ ④現状、老齢給付金支給要件は60歳

以上65歳以下の規約で定める年齢に達

したときとされている。高齢者に係る勤労

形態が多様化するなかで、年金か雇用か

の選択肢を設けたい企業もあり、年齢の

みを要件とすると支障が生じるため、例え

ば60歳以上の退職を支給要件とする等

の措置を要望するもの。

・ ⑤現状、上記計算に係る割引率とし

て、「前回の財政計算の下限予定利率」

を用いることとされており、今後これが給

付利率を上回ると一時金支給が年金支給

に対し不利益となるため、一時金支給へ

の制限緩和を要望するもの。

150/165



該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

確定給付企業年金

法第５９条～第６３条

確定給付企業年金

法施行規則第５３条

～第５９条、附則第２

条

　確定給付企業年金の財政検証につ

いては、確定給付企業年金の財政運

営基準上、シミュレーション方式（積立

不足を一定期間内に償却するように

掛金引上げを設定する方式）の選択

肢をとることも可能となっている。

c,d Ⅲ

　確定給付企業年金の財政検証につ

いては、平成15年12月、確定給付企

業年金の財政運営基準に、各年金プ

ランが弾力的運営ができるようシミュ

レーション方式（積立不足を一定期間

内に償却するように掛金引上げを設

定する方式）の選択肢を追加したとこ

ろであり、更なる弾力化は受給権保護

の観点から措置困難である。

z0900097 厚生労働省

厚生年金基金、確定給付企業年金に

おける制度設計・財政運営の自由度

の向上

5084 50840010 11 社団法人　信託協会 10
確定給付企業年金･厚生年金基金に

おける財政運営の自由度向上

・ 確定給付企業年金及び厚生年金基金

については、制度間移行等の有無に関

わらず、非継続基準の適用により一定期

間内の積立基準確保が求められている。

・ 代行返上等の制度間移行によって大

幅に掛金負担が増加することがないよ

う、非継続基準に抵触した場合の積立期

限を弾力化していただきたい。

・ 企業年金制度は長期に亘って継続さ

れることに鑑み、環境変動による制度運

営負荷を軽減する観点から、非継続基準

抵触時の積立期限の延長を求めるもの。
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

確定給付企業年金

法施行規則附則第

１３条、法人税法施

行令附則第１６条ほ

か

　適格退職年金契約を解約した場合

は、その積立金は、労働者の責任準

備金割合等に応じ、労働者の責任準

備金割合等に応じ、労働者本人に分

配しなければならない。しかしなが

ら、直ちに確定給付企業年金の掛金と

して払い込む場合等一定の場合に、

事業主に返還することができる。

　確定給付企業年金制度において

は、通常、過去勤務掛金を複数年分割

で償却することとなるが、適格退職年

金の分配金相当額を過去勤務掛金に

充てるときは、一括で払い込むことが

できる。

c Ⅱ～Ⅳ

　適格退職年金から確定給付企業年

金への移行には、権利義務承継によ

る移行を行う方法と、適格退職年金契

約を解約した際の分配金相当額を確

定給付企業年金の過去勤務債務に充

当する方法がある。事業主は前者の

方法と後者の方法のどちらを選択する

こともできる。

　前者の場合、包括的に権利義務承

継を行うこととなり現金化は必要とさ

れないが、後者の場合、移行といって

も、契約の解約と確定給付企業年金

の実施に直接の関係はなく、適格退

職年金の制約を受けずに確定給付企

業年金の制度設計を行うことができる

一方、通常の契約の解約ルールに

従って、現金化をした上で、労働者個

人ごとの分配金相当額を確定すること

が必要であり、現行の取扱いを変更

することは困難である。

　なお、適格退職年金の解約につい

ては、税制上の適格要件に関するも

のである。

z0900098 厚生労働省

適格退職年金から確定給付企業年金

への移行における現物移管の適用範

囲を拡大すること。

5084 50840012 11 社団法人　信託協会 12

適格退職年金から確定給付企業年金

への移行における現物移管の適用範

囲を拡大すること。

・ 適格退職年金は、平成24年3月末まで

に、確定給付企業年金等の他制度へ移

行することが求められている。

・ 適格退職年金から確定給付企業年金

への移行については、権利義務承継（確

定給付企業年金法附則第25条）による移

行の場合は、現物移管が可能であり、実

施企業等の負担軽減に寄与しているが、

適年解除時の分配金相当額を確定給付

企業年金の過去勤務債務に充当する場

合は、法人税法施行令により現物移管が

認められていない。

・ 適格退職年金を解除した際の分配金

相当額を確定給付企業年金の過去勤務

債務に充当する場合における現物移管を

容認すること。

・ 現物移管は、不必要な現金化に伴うコ

スト負担の軽減に資するものであり、ま

た、受給権者に不利益な取扱いとなるも

のでもない。適格退職年金から確定給付

企業年金への円滑な移行促進の観点か

ら、権利義務の承継による移行の場合以

外においても、同様の現物移管が可能と

なるよう選択肢の拡充を図るもの。
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

確定給付企業年金

法

確定給付企業年金の規約の制定・変

更においては、軽微な変更を除き厚

生労働大臣の承認が必要。（軽微な

変更は届出。一部、届出を不要とする

ものもある。）

確定給付企業年金の一部の事業所に

係る権利義務を他の確定給付企業年

金に承継する場合には、厚生労働大

臣の承認、認可が必要。

ｃ ⅠⅡⅢ

確定給付企業年金における規約の変

更にかかる承認・認可申請手続きに

おいて、他の確定給付企業年金へ権

利義務の承継を行う場合、加入者に

とって、将来の給付の額が減るなど不

利益な変更となる恐れがあることから

承認・認可としているところであり、事

後の届出とすることは困難。

添付書類については、承認等に当た

り必要最低限のものである。

z0900099 厚生労働省
確定給付企業年金における規約の承

認・認可申請手続の緩和
5084 50840013 11 社団法人　信託協会 13

確定給付企業年金における規約の承

認・認可申請手続の緩和

・ 確定給付企業年金制度では、規約（制

度）の制定・変更にかかる承認・認可申

請手続について、適格退職年金制度から

の移行の場合を含め、原則として、厚生

労働大臣へ申請書を提出し、事前に承

認・認可を受ける手続きを行わなければ

ならない。（届出で足りる範囲は限定的

である。）また、申請に要する書類は多岐

に亘っている。このため、円滑な規約の

制定・変更に支障をきたす恐れがある。

・ 一定の要件を充たす場合（転籍の発生

に伴うポータブルペンションの実施等）に

ついては、事前の承認・認可手続を緩和

し、事後の届出で足りる範囲及び届出を

不要とする範囲を拡大することを認めて

いただきたい。

・ また、事前の承認・認可手続を要する

場合においても、申請手続きに係る提出

書類の簡素化を図っていただきたい。

・ 現状の確定給付企業年金の承認・認

可手続においては、原則として事前の承

認・認可手続が必要とされており、過度

の規制となっていると考えられる。特に、

適格年金では大多数が自主審査を経て

受託機関が国税庁へ届出を行っているの

に対し、確定給付企業年金では事業主が

厚生労働大臣へ承認・認可申請を行わな

ければならず、委託者の負担が大きく増

加している。

・ また、厚生年金基金は最多でも1,800

基金程度であったため認可申請制度で

も可能であったと思われるが、現在の

50,000件以上の適格年金（100人以上

でも10,000件超）が確定給付企業年金

へ移行するにあたっては、スムーズな許

認可運営のためにも、手続きの緩和が不

可欠と考える。

・ 上記を勘案し、かつ、現在の適格年金

の運営を鑑み、転籍の発生に伴うポータ

ブルペンションの実施等一定の条件を充

たす場合につき、事後届出制を導入する

こと、及び、届出不要とする範囲を拡大す

ることを要望するもの。併せて、事前の承

認・認可手続を要する場合についても提

出書類の簡素化を要望するもの。
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

水道法

水道法第３条第３項により、「簡易水道

事業」とは、給水人口が五千人以下で

ある水道により、水を供給する水道事

業であると定められている。

C -

水道事業は、受益者負担を原則として

いるが、小規模の事業体は、その経営

基盤が脆弱であること等から、過大な

受益者負担を抑えるために、限定的

に国庫補助の対象としているところで

ある。本提案は、そのような補助制度

の趣旨とは関係なく、単純に国庫補助

を拡充することを目的として簡易水道

事業の給水人口に係る定義の見直し

を提案するものであり、不適当であ

る。

- z0900100 厚生労働省
水道事業の定義、及び交付税措置に

ついて
5090 50900002 11 高知県  大方町 2

水道事業の定義、及び交付税措置に

ついて

水道法第3条に規定されている「簡易水

道事業」「上水道事業」の定義（給水人

口）、及び企業債交付税措置の見直し

「給水人口」及び「企業債交付税措置」の

見直しを行い、上水道小規模事業体の経

営安定を図る。

「上水道事業」と｢簡易水道事業｣の違い

は、給水人口（5千人以上）で判断され

る。

「上水道事業」の場合は、資本費（単価)

により補助事業の採択が判断されるた

め、小規模事業体でも単独で整備を行っ

ている場合が多い。

近い将来に予想されている「東南海地

震」への防災対策について、「国庫補助

事業の採択基準｣は緩和されているが、

「企業債｣については「上水道債｣が適用

されるため、予算処置が厳しい状況であ

る。

そのためには、「上水道事業」の「給水人

口」の見直しおこなうことにより、小規模

上水道事業体を「簡易水道事業｣として

「国庫補助事業」導入を柔軟に対応でき

るようにする。（または、防災対策事業で

借入した企業債の、交付税措置等による

財政措置を行う）
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

介護保険法第１２９

条

介護保険法施行令

第３８条第１項第２号

各保険者（市町村）

介護保険条例

○　介護保険の第１号保険料は、政令

で定める基準に基づき原則５段階の

所得段階別定額保険料方式としてい

る。

ｂ Ⅰ

○　介護保険の第１号保険料は、政令

で定める基準に基づき原則５段階の

所得段階別定額保険料方式としてい

る。　段階区分の基準は、負担能力を

客観的に捕捉し、できる限り低所得者

にきめの細かい配慮をするとともに、

できる限り市町村に新たな事務負担

を生じさせないよう、市町村民税の課

税状況等を活用することとしているも

のである。

○　介護保険制度については、法施

行後５年を目途として制度全般の見直

しを行うこととされており、昨年５月よ

り社会保障審議会介護保険部会にお

いて議論を重ねているところである。

  この介護保険部会においても、保険

料の設定方法については、現行の第

２段階の中でより負担能力の低い層

の保険料負担をさらに軽減するととも

に、被保険者の所得状況に応じ、より

きめ細かい保険料段階設定が可能な

仕組みとしていく必要があるとの指摘

をうけているところである。

  このため、このような指摘を踏まえ、

１号保険料の設定の在り方について

は、今後の介護保険制度全般の見直

しのなかで対応を検討してまいりた

い。

○　なお、介護保険料の減免につい

ては、現行制度においても、地域の実

情や制度の趣旨等を踏まえ、各市町

村の条例に基づき行うことができるも

z0900101 厚生労働省 介護保険保険料第２段階の細分化 5094 50940003 11 和歌山県 3 介護保険保険料第２段階の細分化

介護保険第１号被保険者の低所得者対

策として、現行の保険料所得段階第２段

階（市町村民税非課税者等）の対象者の

区分を細分化してより所得の状況にあっ

た負担区分とする。

保険者において、介護保険条例を改正

し、現行の所得段階において最も多くの

被保険者に適用されている第2段階（平

成14年度県平均で４１．９％の被保険者

に適用）にある被保険者の賦課基準をよ

りきめ細かいものとする。

低所得者に適用する区分としては、所得

の状況に応じたきめ細かい設定が必要と

考えるが、現況では、他の所得段階と比

較しても、最も多くの被保険者に適用され

ているのが実態であるので、それぞれの

所得状況をより適正に反映した保険料体

系にできるようにする。
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

精神保健及び精

神障害者福祉に

関する法律第２３

条、２４条、２５

条、２６条、２６条

の２

精神障害者に関する申請、警察官の

通報、検察官の通報、保護観察所長

の通報は、都道府県知事に対して行

うこととされている。

c Ⅰ

精神障害者に対する措置入院に関す

る事務は、住民に身近で頻繁なサー

ビス提供業務ではなく、精神障害者の

人権に関わる行政処分に関係する事

務である。また、措置入院に関する事

務は、通報の受理、指定医による診

察、退院等の請求の受理及び審査、

病院の監督、精神医療審査会の事務

等を一体的に処理することによって成

り立っている。そのため、一連の事務

の処理に当たっては、市町村の区域

を越えて広域的に対応する必要があ

る。この点、都道府県の行っている事

務を保健所設置市に移譲した場合に

は、区域外の病院への措置や入院の

斡旋紹介などが多数を占める事態と

なり、住民管轄と病院管轄が異なる

ケースが多数を占めるという事態が

生じ、難しい面があるのではないかと

考えられる。

z0900102 厚生労働省

申請等に基づき行われる指定医の診

察等に関する知事の権限の保健所を

有する市長への移譲（精神保健福祉

法の一部改正）

5094 50940004 11 和歌山県 4

申請等に基づき行われる指定医の診

察等に関する知事の権限の保健所を

有する市長への移譲（精神保健福祉

法の一部改正）

精神保健福祉法第２３条から第２６条の２

までの規定による申請等に基づき行われ

る指定医の診察、及び入院措置、並びに

医療保護入院等のための移送は、都道

府県知事（指定都市の市長）の権限であ

るが、この権限を保健所設置市の市長へ

付与していただきたい。

現在、左記の申請等はもよりの保健所長

を経由して都道府県知事に提出すること

となっている。保健所設置市の市長へ権

限移譲することにより、より速やかに診

察、入院措置等の手続きを行うことができ

る。

現在、市の保健所は、申請、通報等が

あった場合、事前調査を行い指定医の診

察の必要があると判断したときに、知事

に通報することとなる。その後、都道府県

が再度調査することとなり、２度手間の感

は否めない。普段の地域精神保健福祉

業務を行っている保健所が診察、入院措

置等を行うことが望ましいと考える。
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

　 補助金等に係る

予算の執行の適正

化に関する法律第２

２条

　 補助金等に係る

予算の執行の適正

化に関する施行令

第１３条、第１４条

　 補助事業等によ

り取得し、又は効用

の増加した財産の

処分制限期間（厚

生労働省告示第２３

９号）

　 補助金等に係る予算の執行の適正

化に関する法律施行令第１４条第１項

第２号に規定する期間は、同条第２号

の規定に基づき財務大臣に協議し、

「補助事業等により取得し、又は効用

の増加した財産の処分制限期間（平

成１３年厚生労働省告示第２３９号）」

が定められているところ。

　 なお、当該告示により定められた処

分制限期間は、標準的な使用実態を

調査し処分制限期間を設定する必要

がある「水道用の構築物、機械及び装

置」及び一時応急的な仮設建築物で

ある「応急仮設住宅（建物）」を除き、

減価償却資産の耐用年数に関する省

令（昭和４０年大蔵省令第１５号）をそ

のまま引用しているところ。

d

当省の告示は、「補助金等適正化法

第２２条の規定に基づく同法施行令第

１４条第１項第２号により各省各庁の長

が定める期間について（昭和４６年蔵

計１６１８号中央連絡会議会長通知）に

基づき、水道用の構築物、機械及び装

置並びに応急仮設住宅のほか財務省

令で定めている耐用年数としていると

ころ。

z0900103 厚生労働省 補助金適正化法の運用の一元化 5094 50940005 11 和歌山県 5 補助金適正化法の運用の一元化

補助金適正化法に基づく処分制限期間

については、各府省庁が別途政令で制

定するのではなく、財務省令にて、処分

制限期間の統一（一本化）を図り、既存の

政令は各府省庁において廃止されたい。

　

・補助金適正化法第２２条に基づく財産処

分制限期間は、各府省庁の政令により別

途定めるとされており、現状では、各府省

庁の政令を定める時期によりばらつきが

見られ、さらに改正後の但し書きには、財

務省令に連動した処分制限期間ではな

く、改正後に取得した財産にのみ適用が

受けるように政令で告示されている。国

の補助金を活用し、整備したもの（例　鉄

筋コンクリート）や購入したもの（パソコ

ン・サーバ）が同じであるにもかかわら

ず、補助金の種類によって異なる処分制

限期間となっている。
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

児童福祉法

児童福祉施設最低

基準

憲法

保育所の施設基準については、児童

福

祉施設最低基準によって規定されて

い

る。

ｃ Ⅲ

○　児童の保育サービスについては、

児童の健康を守り、その心身の健全

な育成を図るため、児童福祉施設最

低基準を満たす認可を受けた保育所

が保育サービス提供の基本であるこ

とから、地域の実情に応じて基準を設

定し、実施されている認証保育所を一

般的な制度として認めることは困難で

ある。

○　多様な保育ニーズへの対応につ

いては、新エンゼルプランに基づき、保

育所の多機能化を目指しているところ

である。

○　なお、認証保育所など地方単独の

施策による施設については、待機児

童ゼロ作戦への活用を図っているとこ

ろである。

z0900104 厚生労働省 保育所制度における規制緩和 5095 50950001 11 東京都 1 保育所制度における規制緩和

大都市住民のニーズに即した新たな保

育所として、都が創設した認証保育所を

制度的に認めること。

・現在の認可保育所では応えきれていな

い、大都市の保育ニーズに対応できる。

・多様な事業者の参入とサービスの競い

合いを促す制度に改めることにより、多様

化する保育ニーズに応えることができる

新しい保育所設置が可能となる。
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

児童福祉施設最低

基準第３２条、第３３

条

保育の実施を希望する保護者は、入

所を希望する保育所等を記載した申

込書を市町村に提出する。

保育費用を支弁した都道府県又は市

町村の長は、保育所利用者から、保育

費用を徴収した場合における家計に

与える影響を考慮して保育の実施に

係る年齢等に応じて定める額を徴収

することができる。

保育所の施設設備の整備について

は、補助対象は社会福祉法人である。

保育所の施設基準については、児童

福祉施設

最低基準によって規定されている。

ｃ Ⅰ

○　直接契約方式の導入については、長期的

には「規制改革・民間開放推進３か年計画」（平

成１６年３月１９日閣議決定）に基づきその可否

を検討することとしているが、市町村は特別な配

慮が必要な家庭の児童が保育サービスを受け

られるよう適切な対応を図る必要があり、仮に直

接契約方式が導入されるとこれらの保育サービ

スを必要とする者が保育サービスを受けられなく

なるという可能性があることから慎重な検討が

必要である。

○　保育料の設定については、仮に保育所に

おいて自由に保育料を設定することが可能とな

れば、特別な配慮が必要な家庭の児童が保育

サービスを受けられなくなるという可能性があ

り、慎重な検討が必要である。

○　公の支配に属さない株式会社等が保育所

を建設する場合については、憲法８９条におい

て「公金その他の財産は（中略）公の支配に属

さない慈善若しくは博愛の事業に対し、これを支

出し、又はその利用に供してはならない」と規

定されていることから、施設整備費の補助対象

とすることはできない。

○　保育所に係る児童福祉施設最低基準は、

劣悪な保育環境を排除し、子供の健全な発達

のために必要な最低限のものであり、この基準

を緩和することは、児童の健康と心身の健全な

育成に支障が生じることが考えられるため適当

ではない。

z0900105 厚生労働省 保育所制度における規制緩和 5095 50950002 11 東京都 2 保育所制度における規制緩和

現行の認可保育所制度について、多様

な事業者の参入を促進し、利用者本位の

制度となるよう改革すること。

①保育所利用方法について、利用者が

施設と直接契約できる制度とすること

②保育料を一定の基準の下に、保育所が

自由に設定できるようにすること

③施設整備について、民間事業者も補助

対象とすること

④保育所設置基準を緩和すること

①、②保育所の入所の決定権が区市町

村にあるため、利用者の選択権に実効性

がなく、施設の努力とは関わりなく児童が

入所するしくみとなっている。利用者本位

のサービス提供を実現するため、事業者

が競い合いを通じてサービス向上してい

くしくみとする必要がある。

③認可保育所は、設置主体に制限はな

く、株式会社等でも設置できることとされ

ているが、社会福祉法人と同様の施設整

備費補助は受けられない。

④保育所の設置認可権限は都道府県知

事にあるもののその基準は全国一律の

最低基準を必ず満たさなければならない

こととなっている。そのため、利便性の良

い市街地での保育所整備が進みにくい。

また、職員定数のすべてに保育士資格を

求めており、保育士以外の資格者の活用

による柔軟なサービス提供ができないほ

か、調理員について常勤職員配置が原

則とされているため、短時間勤務職員の

導入ができない。保育所における調理業

務は、給食の安全・衛生や栄養等の質の

確保が図られていることを前提に、平成

10年に委託が認められたが、調理業務

の全部を委託する場合に限られている。
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

指定居宅サービス

等の事業の人員、

設備及び運営に関

する基準（平成１１

年３月３１日厚生省

令第３７号）

痴呆性高齢者グループホームの事業

所

における共同生活住居（以下、「ユ

ニット」という。）の数は、１又は２とし

ている。

Ｃ Ⅲ

○　グループホームケアは、これまで

の施設のように多数の要介護高齢者

を一堂に集めて集団生活の中でケア

をすることの反省の上に立ったもので

あり、痴呆性高齢者の特性を踏まえ、

小規模な居住空間、家庭的な雰囲

気、なじみの人間関係、住み慣れた地

域での生活の継続といった基本的な

要素から成り立っている。

　

○　１か所に多くのユニット（共同生活

住居）を設けた場合には、

①　多数の要介護の痴呆性高齢者が

１つの敷地で生活することになり、こ

れはノーマライゼーションの理念に反

する形態であり、

②　また、広い範囲から入居者を「集

める」ことになり、入居前の生活や人

間関係を断たれた形での入居が増え

るという問題や、小規模な居住空間で

家庭的な雰囲気を実現することが困

難になるという問題がある。

○　また、グループホームの介護報酬

は、上記のようなグループホームケア

の特性に照らして、１又は２ユニットの

小規模な事業形態を前提とした設定

となっており、１か所に多くのユニット

を設けることは、こうした介護報酬設

定の考え方に反するものである。

z0900106 厚生労働省
痴呆性高齢者グループホームの設置

促進を目的とした規制の緩和
5095 50950003 11 東京都 3

痴呆性高齢者グループホームの設置

促進を目的とした規制の緩和

厚生労働省令に定める、指定に係るユ

ニット数の制限（２ユニット）や、平成１７年

度から予定されている整備費補助対象の

ユニット数の制限（２ユニットから１ユニッ

ト）など、痴呆性高齢者グループホームに

関する規制を緩和し、地域特性を考慮し

た柔軟な対応を図ること。

これらの規制は全国一律であり、地域特

性を考慮したものとなっていない。
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

健康保険法第１５９

条　厚生年金保険

法第８１条の２

健康保険制度及び年金保険制度で

は、育児休業期間中は保険料免除措

置が講じられているが、介護休業中に

は同様の措置はない。

ｆ Ⅰ

健康保険制度及び年金制度において

は、休業期間中も保険料を納付するこ

とは基本である。育児休業期間につ

いては、少子化対策という重要な課

題に資するため、極めて特例的に保

険料を免除しているものであり、育児

休業と介護休業ではその取得率も大

きく異なっていること等から、必ずしも

同一には論じられない。なお、育児休

業期間中の保険料免除の取扱いと同

様の措置を講ずるためには、新たな

財源措置が必要となる。

z0900107 厚生労働省 介護休業時の勤労者及び事業主の負

担軽減

5095 50950004 11 東京都 4 介護休業時の勤労者及び事業主の負

担軽減

介護休業時の勤労者及び事業主の負担

軽減のため、介護休業中の健康保険料、

厚生年金保険料を免除すること。

・社会保険の被保険者資格は、育児休

業、介護休業ともに、休業中も継続され

る。

・社会保険料については、育児休業中の

場合であれば、申出により事業主・労働

者負担分ともに免除されるのに対し、介

護休業中の場合は、事業主・労働者負担

分とも免除されない。

・仕事と家庭を両立させるために、介護休

業期間中においても労働者に対する支

援が必要である。
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

労働基準法第64条

の２

使用者は、臨時の必要のため坑内で

行われる業務（①医師の業務、②看護

師の業務、③新聞又は出版の事業に

おける取材の業務、④放送番組の制

作のための取材の業務、⑤高度の科

学的な知識を必要とする自然科学に

関する研究の業務）に従事する者（た

だし、妊娠中の女性及び坑内で行わ

れる上記の業務に従事しない旨を使

用者に申し出た産後１年を経過しない

女性を除く。）を除いては、満１８歳以

上の女性を坑内で労働させてはなら

ない。

ｂ Ⅰ

厚生労働省においては、本年秋以

降、男女雇用機会均等の更なる推進

のための方策について、労働政策審

議会雇用均等分科会において検討を

行うことを予定しているところであり、

その中で、本件についても検討を行う

ことを考えたい。

z0900108 厚生労働省
女性の坑内労働の禁止に係る労働基

準法の見直し
5095 50950012 11 東京都 12

女性の坑内労働の禁止に係る労働基

準法の見直し

女性の雇用機会均等と職域拡大を図るた

め、トンネル工事の監督業務などに従事

する女性が、坑内に入ることが出来るよ

う、法改正等の必要な措置を講じること。

女性技術系職員のシールド工事などトン

ネル工事における監督業務への従事

東京都では、女性技術職員が様々な工

事の監督業務に就いているが、労働基準

法第64条の２により女性の坑内労働が禁

止されているため、トンネル工事による監

督業務に従事できない。

 女性の雇用機会均等と職域拡大を図る

ため、法改正等の措置が必要である。
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

「調剤薬局の取扱

いについて」（昭和

５７年５月２７日　薬

発第５０６号・保発第

３４号）

・　医薬分業の趣旨は、

①薬の専門家である薬局薬剤師が、

医師の処方せんに基づき服薬指導を

行うこと

②患者の薬歴管理を通じて複数の医

療機関からの薬剤の重複投与や飲み

あわせによる副作用を防ぐことなど、

患者による薬の適正な使用を促進す

ることである。

・　このような医薬分業の趣旨を踏ま

え、保険薬局及び保険薬剤師療養担

当規則（昭和３２年４月厚生省令第１６

号）第２条の３においては、保険薬局

が、

①保険医療機関と一体的な構造とし、

又は保険医療機関と一体的な経営を

行うこと

②保険医療機関又は保険医に対し、

患者に対して特定の保険薬局におい

て調剤を受けるべき旨の指示等を行う

ことの対償として、金品その他の財産

上の利益を供与することを禁止してい

るところである。

e（事実

誤認）

「調剤薬局の取扱いについて」（昭和

５７年５月２７日薬発５０６号・保発第３４

号通知）、「調剤薬局の取扱いについ

て」（昭和５７年５月２７日薬企第２５号・

保険発第４４号通知）においては、保

険薬局及び保険薬剤師療養担当規則

（昭和３２年４月厚生省令第１６号）第２

条の３を受けて、調剤薬局の適正な設

置及び運営を確保するための留意事

項を定めているが、保険医療機関と同

一の建物又は敷地にある調剤薬局に

対して保険薬局の指定を行うことを一

律に否定するものではなく、その調剤

薬局が構造的、機能的、経済的に医

療機関から独立しているか否かを総

合的に判断している。

z0900109 厚生労働省
保険薬局の指定に関する条件の緩和

について
5136 51360001 11 標津町長　小田桐四郎 1

保険薬局の指定に関する条件の緩和

について

・保険薬局の指定にあたり、町が所有す

る土地の貸借契約によって設置した薬局

であっても保険薬局として指定されるよう

規制の緩和を要請します。

・?本町は人口6,400人で、国民健康保険標津病院

（開設者　標津町長）が町内唯一の医療機関であ

る。病床数は35床で1日あたりの平均外来利用者数

は約126人であるが高齢者の通院患者も多いことか

ら、医療機関の近隣地に保険薬局があることが住民

福祉の増進と利便性向上に資するものと考えてい

る。・また、従来まで当病院は薬剤師2名を配置して

いたが、1名が退職し現在は1名体制となっている。

このことから薬剤業務も苦渋を極めている。また、近

年薬剤師の都市志向化などにより後任の薬剤師確

保は極めて困難な状況である。このため、当病院

では院外処方の実施よって薬業部門の外来処方を

民間企業に移行し（医薬分業）対応しようとしている

ものでる。その手法として、町が所有する土地に貸

借契約によって民間企業が薬局を開設することを強く

望んでいますが、その薬局を保険薬局として指定

するにあたっては現下の制度では、薬局の所有地

でなければ指定が認められないこととなっている。・

しかし、医薬分業のために病院開設者である町が

民間企業にいったん土地を売却した場合、企業の

経営悪化等による倒産や撤退などの際には、売却

した土地の放置や荒廃、転売などの問題が危惧さ

れる。万一、土地の買戻しもできないとした場合に

は、次に薬局を開設しようとする際の大きな支障とな

り、また、高齢者に配慮し利便性を最大限考慮して

最適な土地を提供することから住民にとっても大きな

サービスの低下を招くこととなる。

・保険薬局及び保険薬剤

師療養担当規則（昭和

32年4月30日）

・調剤薬局の取扱いにつ

いて（昭和57年5月27日

薬発第506号、保発第34

号　厚生省薬務・保険局

長連名通知　）

・保険医療機関及び保険

医療養担当規則の一部

改正等に伴う実施上の

留意事項について（通

知）（平成8年3月8日保

険発第22号）
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

・薬事法第２条、「医

薬品の範囲に関す

る基準」（昭和４６年

６月１日薬発第４７６

号別紙）

・健康増進法第２６

条、同法施行規則

第１４条

　「伝承効用食品であるという旨」の

表示については、現行制度で禁止さ

れていない（保健機能食品の表示が

可能な食品であっても同じである）。

　「～に効くといわれている旨」の表示

については、薬事法第２条、「医薬品

の範囲に関する基準」（昭和４６年６月

１日薬発第４７６号別紙）により、疾病

の診断、治療や予防等の効能を表示

する場合は医薬品として扱われ、薬事

法の承認・許可が必要になり、健康食

品としては販売できない。

　ただし、健康増進法第２６条の規定

に基づき、特定保健用食品等として特

定の保健の用途が期待できる旨の表

示（身体の機能や構造に影響を与え、

健康の維持増進に役立つ旨の表示を

含み、疾病の診断、治癒、予防に関す

る表示を除く。）の許可を受けて場合

には、医薬品として扱われず、健康食

品としてその表示をすることが可能で

ある。

d Ⅰ

　　「伝承効用食品であるという旨」の

表示については、現行で表示が可能

である。

　なお医薬品としての科学的な審査を

受けることなく効能を表示することは、

正しい医療を受ける機会を失わせるお

それなどがあるので、保健衛生上の

観点から認められないが、保健機能

食品としての許可を得れば、特定の保

健の用途が期待できる旨の表示（疾

病の診断、治癒、予防に関する表示を

除く。）ができる。

z0900110 厚生労働省
保健機能食品（地域伝承効用食品）

の表示について
5137 51370001 11 沖縄地域再生検討協議会 1

保健機能食品（地域伝承効用食品）

の表示について

保健機能食品として表示すべき事項にあ

る、「保健機能食品（栄養機能食品）であ

る旨」のほかに、「伝承効用食品であると

いう旨」の表示の要望。または、効能につ

いて「～効くといわれているという旨」の

表示の要望

■具体的事業内容：地域企業・自治体・

大学による産官学連携による共同研究・

開発・販売等を実施する。■その効果：①

産官学が連携することで、日本経済を活

性化させようという機運の醸成。②全国

各地で共同研究などの成果。③医薬品と

しての健康補助食品としての認可によ

り、医療費の高騰を防ぐとともに、予防医

療として個人・家庭・地域に普及し、医療

行政政策を見直し。

⑤公的機関及び民間企業等の研究者に

とっては、自分の研究が具体的な技術や

商品になって世に出ることにより、バイオ

産業等の基礎研究を高めることになり、

国益を生むきっかけをつくる。⑥市民福祉

の向上と雇用の増進⑦健康関連産業の

振興、ベンチャー企業など新産業創造

日本の国民総医療費は現在３０兆を突破

して破綻の一歩手前であることもあり、最

近の厚生労働省は食薬区分の見直しの

一環として着実に米国より遅れながら規

制緩和基準の見直しを促進しているとこ

ろである。また２１世紀の生活習慣病対策

として規制緩和推進計画にのっとって着

実に保健機能食品（栄養補助食品）のカ

テゴリー化が進んでいる。これにもとづ

き、伝承効用・サプリメントなど健康食品

が国民の健康予防に米国並に（国民の

約５０％以上が使用活用）する時代が到

来することも予測されることから、厚生労

働省は米国の法整備内容やサプリメント

の国際ガイドラインであるコーデックスの

動向を踏まえたうえで制度つくりに着手

し見直しを推進する必要がある。。このた

め、迅速多様かつ効果を最大限に図るた

めに、保健機能食品の表示について規

制緩和を要望する。

164/165



該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
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要望
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具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

確定拠出年金法

第３号被保険者や公務員は確定拠出

年金に加入できない。

企業型の資格を喪失した後、他の企

業年金制度があり確定拠出年金を実

施していない企業に転職した場合等

は、個人型の運用指図者となり加入

者とはならない。

ｃ ⅠⅡⅢ

・個人型年金は、他に企業年金制度

のないサラリーマン又は自営業者等

が老後のために資産を積み立ててお

くためのものであり、他に企業年金制

度のある者に個人型への拠出を認め

ることは、制度の趣旨に反するため困

難。

z0900111 厚生労働省

確定拠出年金企業型年金の資格喪失

者に対する個人型年金加入者として

の継続加入条件の緩和

5139 51390034 11
（社）全国信用金庫協会・信金

中央金庫
34

確定拠出年金企業型年金の資格喪失

者に対する個人型年金加入者として

の継続加入条件の緩和

確定拠出年金企業型年金の資格喪失者

についても個人型年金の加入者として継

続的に掛金の拠出を行うことを選択でき

るようにする。

個人型年金の運用指図者は、それまで積

み立てた資産を個人型年金に移換したう

えで引き続き資産の運用を行うことはで

きるが、新たに掛金を拠出することはでき

ないため、個人型運用指図者にならざる

をえない転職者は、当初の資産形成プラ

ンを実現できないことはもちろんのこと、

拠出期間を長期に分散させることによる

運用リスクの軽減化を図ることもできず、

健全な資産形成に支障をきたす懸念が

ある。
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